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論文要旨 
日本企業再生のためには、以下の４つの事項が重要であると結論づけた。 

 

１． 組織変革を行うために、戦略、システム、人材、技術の４つの要素（３Ｓ＋Ｔ）にポイントを絞り

込んで、課題を克服すること。 

 

２． ミドルキャリアを中心として、人材を通じての集団的変革を行うこと。 

 

３． 変革の中心となるミドルキャリアが変革に必要な能力を身につけるために、新ハイブリッド型

教育を行うこと。 

 

４．組織変革への拡大ステップとして、４つのステップを行うこと。  

ステップ１：変革リーダー個人のコンピテンシーレベルを高める 

 ステップ２：変革リーダーが変革のためのビジネスプランを実行する 

 ステップ３：変革リーダーを量的に拡大する 

 ステップ４：組織的なコンピテンシーマネジメントを実施する 

 

さらに、組織的なコンピテンシーマネジメントの実施においては、人事制度全体との整合性が必

要となる。 

 

＊新ハイブリッド型教育の特徴 

  a．実践と理論を混合（ハイブリッド）するためのコーディネートを行う。 

  b．選抜の要素を明確にし、納得性の高い選抜を行う。 

  c．効果的、効率的な研修のために、３Ｓ＋Ｔで経営フレームワークをまとめる。 

  ｄ．キャリアプランを含め、変革リーダーとしての気づきを醸成する。 

  ｅ．ケーススタディとレポート評価を行う。 

  ｆ．日本人対象に限定した場合、研修効果増大のために日本的要素を入れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 7



 

 8



序章 はじめに 

本研究の背景と目的 

現在、日本経済の活性化における企業変革の必要性が叫ばれている。その中で、社会に与え

るインパクトの大きさから、大企業の変革の重要性に着目した。大企業のグローバル市場での成長

が日本経済の牽引役となることは言うまでもない。そのためには、大企業が、従来のやり方にとらわ

れずに、マネジメントの根本的な変革を行うことが必要である。２０世紀に成功したやり方を２１世紀

に通用するものに変革することが求められている。 

米国は、１９８０年代の低迷期から、復活を果たした。新しい企業の台頭とともに、大企業では変

革が行われ、業績を著しく回復させたことが貢献したのである。 

この米国企業の業績回復には、経営理論に基づいた経営手法の新たな取り組みがあった。そ

の中には、日本企業の得意とする製造品質に関する手法を取り入れて、米国流に変化させたもの

もあった。米国では、従来のやり方を見なおし、日本のやり方を調査・研究し、取り入れるべきもの

を取捨選択した。さらに、新たな経営手法を構築し、新しい米国流経営手法を実践した。 

現在の日本は、このような米国のやり方を謙虚に学び、米国企業復活の手法を学ぶとともに、新

たな日本流経営手法を作り出すことが必要である。 

そのためには、新たな経営手法を学び、日本人の強さである集団主義を活かした形で行うことが

必要である。過去にＴＱＣ（Total Quality Control）を集団活動で成功させたように、新たな集団

学習をシステム的に行うことが必要である。 

日本企業の組織変革アプローチにおいては、ミドルキャリア層が中心となることによって、集団主

義を活かすことができると考えている。そのために、ミドルキャリア層に２１世紀を切り開く経営教育

を行うことが不可欠である。 

本研究では、ミドルキャリア経営教育による組織変革のあり方を提言することを目的としている。 
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第１章 日本および日本企業の現状と環境 

この１０年間において、日本および企業の成長性が低下したが、韓国や中国の躍進ぶりが顕著

となり、米国も見事な経済的復活を果たした。この様な現象は、企業にもあてはまり、日本企業の活

力は着実に低下してきている。その反面、韓国や中国企業の勢力は高まっている。特に、韓国の

サムスン電子は電子機器分野で日本企業を凌ぐ存在になっており、中国の家電メーカーであるハ

イアールの成長も著しい。一方、１９７０、８０年代に低迷した米国は、産業機器・電子関連産業が

牽引役になって復活した。 

本章ではこのような日本と取り巻く環境について考察する。 

 

１－１．日本および日本企業の現状 

日本は、１９９３年の国際競争力１位（ＩＭＤ調査）から、順位を下げ続け、２００２年度は３０位にま

で順位を低下させた。その間に米国は１位に復活し、韓国は日本を抜き、２７位、中国は３１位と日

本に迫る勢いである。この調査だけで、日本の国際競争力が低下したということを結論づけるのは

望ましくないが、日本が過去のような成長力を失っていることだけは事実である。 

この様な状況は国家レベルのことだけでなく、日本企業にも当てはまるものである。まず、日本企

業全体をマクロの視点で捉えるために、法人申告所得の推移に着目した。法人申告所得４０００万

円以上の企業とその申告金額を見ると、１９８４年の６万７７２社から、右肩上がりで上昇し、９１年に

は１１万７６５１社と、約１．９倍の伸びを示した。しかし、９２年以降は減少に転じ、２００３年には７万

１０７６社となっている。同様に申告所得金額も、９１年の４８兆３３９９億円を頂点として、２００２年に

は３０兆８８３７億円まで減少した。（図表１－１参照） 

図表 １－１ 法人申告所得推移 

        週刊ダイヤモンド別冊 日本の会社ベスト７万１０７６社（２００４年版） 

 

次に、ミクロの視点で、特定の産業分野での企業の競争力低下に注目をする。家電の分野では、

日本企業は競争優位性を著しく低下させている。液晶ディスプレイでは、韓国・台湾メーカーの台
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頭が著しく、１９９９年を境として、日本メーカーのシェアと韓国・台湾メーカーのシェアは逆転した。

（図表１－２参照） 

 

図表１－２ 液晶ディスプレイの世界シェア

出展：東北大学大見研究室   

 

 

また、大型ＴＦＴ液晶パネルについては、１０位までの日本勢のシェアを足したとしても、１位のＬ

Ｇフィリップスや、２位のサムスン電子のシェアにも至らない。（図表１－３参照） 

                         図表１－３ 
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同様に、携帯電話端末の業界でも、日本の国際競争力は低い。（図表１－４参照） 携帯電話の日

本ベンダーでは、NEC、パナソニックモバイルコミュニケーションズおよび京セラが、それぞれ第７

位、第８位、第９位となっており、３位のサムスン（韓国）に大きく水をあけられている。                      

図表１－４ 

 

た、冷蔵庫や洗濯機の低価格商品では、中国のハイアールがシェアを拡大してきている。たと

え

ま

ば、中国を代表する家電メーカーハイアールは、２００１年の売上高が、６０２億元（約９０３０億円）

に達し、８４年の３４８万元（約５２２０万円）の１７０００倍と驚異の成長ぶりである。 
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１－２．韓国と中国企業の台頭 

１－２―１．韓国サムスン電子

サムスン電子は、世界的なＩＴ不況で、日本の電子機器メーカーが赤字決算を発表していた２００

１年に、約２２億ドルの純利益を創出した。また、２００２年４月２日、ニューヨーク株式市場で、サム

スン電子の時価総額がソニーを上回った。さらに、２００２年３月１９日付の米国タイム誌の記事に、

サムスン電子のブランド価値が３年以内にソニーを抜くと予測されたが、サムスン電子は着実に、そ

の価値を増加させている。英国インターブランド社と米国 Business Week 誌の８月４日号で｢２００３

年度世界１００大ブランド評価｣が発表され、サムスン電子のブランド価値が世界２５位であると報道

された。これは、ソニーの２０位に迫り、ＰＡＮＡＳＯＮＩＣの７９位を遙かに凌ぐものである。その他日

本企業は、ＴＯＹＯＴＡ１１位、ＨＯＮＤＡ１８位、ＮＩＮＴＥＮＤＯ３２位、ＣＡＮＯＮ３９位、ＮＩＳＳＡＮ８

９位となっているが、サムスン電子は、多くの日本企業のブランド価値を追い越している。 

このようなサムスン電子のブランド価値急成長は、１９９６年５月に会長である李健煕が、「Ｃ級の

サムスンのイメージをＡ級にあげろ」という指示と強いリーダーシップのもと、「サムスン＝デジタル」

という、イメージの構築を始め、オリンピックなどのスポーツマーケティングを展開した結果であると

考えられる。トップの強いリーダーシップと、ブランド戦略の成功による成果である。 

しかし、このようなブランド・イメージ戦略の基礎となるのは、技術力、製造力であることは言うまで

もないが、サムスン電子はその実力を進展させている。２００３年７月１７日付日本経済新聞によると、

２００２年「主要製品･サービスシェア調査」で、サムスン電子が２０品目中７品目で上位５位に入った。

上位５位にランクしたサムスン電子の製品は、ＤＲＡＭ（３２．２％）とＴＦＴ液晶表示装置（１５．１％）

が１位、ブラウン管･液晶テレビ（９．０％）が２位、フラッシュメモリー（１５．４％）も２位となっている。

サムスン電子が持つＤＲＡＭやＴＦＴ液晶表示装置の技術水準と価格競争力は、他社が追いつけ

ないレベルにまで達している。 

また、携帯電話事業は、サムスン電子にとって、経営の一つの柱であり、携帯電話端末（９.８％）

は３位にランクされている。サムスン電子は、第３世代携帯電話とＰＤＡ兼用のスマートフォンなどを

武器として、ノキア、モトローラを追い越す可能性を秘めている。 

さらに、DVD プレーヤー（１１．２％）が３位に、ビデオカメラ（６．２％）も５位にランクしており、いわ

ゆる情報家電分野での地位を確実に構築している。 

サムスン電子は、２００２年、売上４０兆５,１１５億ウォン（約４兆５百億円）、純利益７兆５１８億ウォ

ン（約７千億円）を示し、２００３年も半導体や液晶を中心に約６,７００億円の積極的な投資を予定し

ている。さらに、新聞報道によると、今後３年間で、７兆円の投資を行う予定と発表されている。２０１

０年には売上２７０兆ウォン （２００２年対比１．９倍）、税引前利益３０兆ウォン（２．１倍）、ブランド価

値７００億ドル（８．４倍）、世界トップ製品５０品目を確保した「世界で最も尊敬される企業」へ成長す

るという長期ビジョンを掲げており、今後、ますますの発展が予想される。 

家電産業・ＩＴ産業に属する日本企業にとって、強いライバルであることは間違いない。 
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１－２―２．中国ハイアール 

次に、中国家電メーカー、ハイアールであるが、中国を代表する家電メーカーであり、１９８４年に

設立されて以来、急成長を遂げた。１９８４年、売上高３８３万元（約５,２２０万円）にすぎなかったが、

２００１年では、６０２億元（約９,０３０億円）と、急増している。ここ数年、中国最大の家電メーカーとし

て不動の地位を確立した。国内市場に止まらず、世界マーケットにも意欲的に進出している。日本

のメーカーがアメリカ市場で苦戦していた「白もの家電」（洗濯機・冷蔵庫など）分野で成功を収め、

現在、２００リットル以下の冷蔵庫市場でアメリカ国内シェアの３５％を獲得している。ヨーロッパでも

シェアを急速に拡大しつつある。さらに、日本市場への進出を図り、２００２年、日本の三洋電機と

提携、合弁会社「三洋ハイアール（株）」を設立した。 

日本市場では、ハイアールの認知度も低く、シェアも少ないが、その原因の一つとして、中国製

品への抵抗感があげられる。つまり、日本人は中国製品に対して、安かろう、悪かろうというイメー

ジを持っているのである。過去、米国人が持っていた日本製品に対するイメージと酷似している。

その後の日本の躍進は周知の事実であるが、ハイアールもブランド戦略によって、そのイメージを

払拭しようとしている。ＣI 戦略で海外でのイメージを統一し、知名度を高めるとともに、ブランド・イメ

ージを向上させている。また、ハイアールは、ブランド・ロイヤルティ構築は、消費者の満足を高める

ことが重要であることを認知し、初期製品では故障が多かったため、２４時間のサービス体制を構

築した。さらに、サービススタッフの行動は、修理やサービス終了後に顧客に手渡すチェックリスト

によりチェックされ、評価の低いスタッフは厳しく指導され、時には、降格、解雇の対象となってい

る。 

さらに、ハイアールにとって、技術、開発レベルのグローバル化も重要な課題の一つであり、松

下電器産業、東芝、オランダのフィリップス、ドイツのマインツなどと、技術提携を行っている。１９９８

年に設立された中央研究所では、先進技術と新領域の技術が研究されているが、研究開発投資

は、１９９６年では、年間売り上げの３％であったものを、９７年には４％とし、２００６年には８％にまで

引き上げる計画である。 

このように、着実に国際競争力を増してきているハイアールが、今後、日本家電企業の強力な競

合になることは避けられないであろう。 

 

 

１－３．米国企業の復活と躍進 

ＩＭＤ調査において、１９９２年５位にあった米国は、２００２年度１位に返り咲いているが、世界の

ＧＤＰを見ると、米国は３３％を占め、一人あたりＧＤＰも３５,３１７ドルと世界第１位を示している。（図

表１－５参照） 

また、米国労働省統計によると、米国製造業の労働生産性は１９８０年代前半から急速に上昇し

たが、これは９０年代後半からの IT 化・高付加価値商品へのシフトが促進された結果であった。産

業別の実質ＧＤＰ推移を見ると、電子関連機器、いわゆるハイテク機器の成長が著しい。産業機

器・電子関連実質ＧＤＰは１９９０年を１００として、２００１年は３４４と急成長しており、９０年代の米国
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の急速な経済回復の一翼を担っている。その結果として、現在の一人あたりＧＤＰ世界第１位があ

るのである。 

この様な米国の復活の理由を次章では考察したいが、米国経済にも課題がある。つまり、この様

なハイテク産業の進展は雇用の促進を促すものでは無かったのである。雇用指数を見ると、１９９０

年を１００として、２００１年は８０と減少している。さらに、先進国共通である経済のサービス化は米

国でも例外ではない。２００１年での米国製造業は、ＧＤＰの１６％、サービス業は６７％となってい

る。 

GDP構成比 1人当たり
（％） ル）
23 ―

-13.6 32,610
-3.8 911
-1.4 8,982
33 35,317
2.3 22,402
25.8 ―
-6 22,513
-4.3 22,200
-4.7 24,137
-3.6 18,772
6.2 ―
9.7 ―
100

30537.6(10億ドル)

カナダ
EU

国・地域
アジア

うち日本
うち中国

2. 数値はいずれも2001年の名目値。

中南米
その他
世界

                  

図表１－5　世界のGDP

5,077
（備考）

1. 出所：内閣府「海外経済データ」（平成16年1
月 ） 及 び World Bank 「 World Development
Indicators」(2003)より算出。

うちドイツ
うちフランス
うちイギリス
うちイタリア

うち韓国
米国
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第２章 高業績米国企業と経営手法  

米国は、１９７０，８０年代に台頭した日本の製造業の品質管理を中心とした経営手法を研究し、

発展させたとともに、新たな経営手法のもとに、競争力を回復した。新規企業の台頭と大企業の変

革が中心となったが、それらを支えていたのが、戦略、組織、マネジメント、リーダーシップなどの分

野で提唱された数々の経営理論であった。これら経営理論を個々でとらえることも重要であるが、

統合的にとらえることが、企業経営においてより重要である。この統合的な視野を提供したのが、７

Ｓのフレームワークである。 

 

 ２－１. 日本から学んだ米国企業 

いわゆる日本の失われた１０年の中で、日本企業の多くが衰退したのとは裏腹に、米国企業は１

９９０年代に入って復活をとげ、急速に成長した。米国企業は１９７０年、８０年代に製造業を中心と

して、アジア諸国、特に日本企業との国際競争に破れ、その業績を低迷させた。１９８０年代前半に

は年間平均失業率が１０％に達していた。米国企業は、Ｍ＆Ａ、工場閉鎖、事業分野の整理など

企業のリストラクチャリングをはじめ、官僚化・肥大化した中間管理職の大量解雇、企業組織のフラ

ット化によるダウンサイジングなど、各種の企業変革手法の実践を行った。 

その様な中、米国産業の衰退の原因を調べる様々な調査が行われた。そのひとつに MIT の

「Made in America―アメリカ再生のための米日欧産業比較（１９８０）」という報告書がある。報告

書では、アメリカ企業の生産システムにおける問題点と、その背後にある産業全体の問題点が取り

上げられた。報告書には、「アメリカの大量生産方式は非常な成功を収めていたため、その基本的

な前提を疑う者はほとんどいなかった。この前提の要点は細分化・再細分化によって個々の業務を

最小の要素にまで分解し、職務を簡素化することにあった。大量生産の論理によって組織化され

た企業では、労働者は取り替え可能な要素として扱われていた。労働者の責任と作業範囲は次第

に狭まり、経営側は労働者を開発すべき資産としてでなく管理可能なコストとしてのみ扱う傾向が

生まれた」と、記されている。この大量生産方式は、協調体制の欠如と組織の細分化を生み出し、

新しい技術と市場への対応力が不足する結果を招いた。 

この様な米国業績低迷の中で、ＪＡＰＡＮ ＡＳ Ｎｏ．１という概念が台頭し、日本的経営の優秀

性が注目を浴びた。米国の経営学者は、日本的経営を研究し、米国経営に取り入れるように提言

したものもあったが、日本異質論として、日本的経営を特別なものとして、米国経営には到底取り

入れることができないといった論議もなされた。しかし、結果として、米国は、日本の良いところを学

ぶ姿勢を示した。 

米国企業は、日本企業の業務・管理プロセスの徹底分析・学習により、日本のＱＣ（Quality 

Control）活動の成果を評価した米国は、日本がＱＣ活動を学んだ米国の経営学者であるデミング

を再評価するとともに、現場を中心としたQC手法を経営品質の管理レベルまで高め、マルコム・ボ

ルドリッジ賞（米国国家経営品質賞）として確立した。マルコム・ボルドリッジ賞については、以下の

通りである。 
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米国は、１９８０年代前半の経済活動の大幅な落ち込みの徹底分析と抜本的な対策に国家レベ

ルで取り組み、従来の経営スタイルを大きく変える手法として、マルコム・ボルドリッジ賞（米国国家

経営品質賞）を誕生させた。 それ以来、米国企業は徹底した顧客志向と経営品質を基本とする経

営革新を展開した。米国産業が復活したのはこの賞にあるともいわれている。  

この賞では、顧客が満足する経営品質の改善の実施度合いを、公開された評価基準に基づい

て評価し、優れた経営システムを有する企業に対し、アメリカ大統領が賞を与えるというものである。 

この賞の基準には日本的経営の長所を分析し取り入れ、更にこれを改善し統合したといわれてい

る。  

因みに、米国務省が発表したボルドリッジ指数（国家経営品質賞とＳ＆Ｐ５００社への仮想の株式

投資の成果）によると、受賞企業への株式投資は、Ｓ＆Ｐ500社平均よりも、３倍も収益率がよいとい

う結果が出ているという。  

このように、米国は日本の製造業における卓越性を認め、日本の製造現場での「カイゼン」、「カ

ンバン方式」などを学び、マルコム・ボルドリッジ賞という経営レベルの手法にまで発展させた。日本

的経営を基に、新たな形で、米国的経営手法に発展させた実例である。 

一方、日本ではこのマルコム・ボルドリッジ賞を参考に、日本経営品質賞が１９９６年からスタート

した。第一回目の受賞は「ＮＥＣ半導体事業グループ」、９７年度はアサヒビール、千葉夷隅ゴルフ

クラブ、９８年は日本経営研究所、吉田オリジナル、９９年はリコー、富士ゼロックスの第 1 中央研究

所、２０００年は日本ＩＢＭのゼネラル・ビジネス事業部、武蔵野、ベストプラクティス賞はセイコーエ

プソンの情報画像事業部であった。  

日本経営品品質賞の評価基準は、大きくは、以下の８つのカテゴリーに分かれている。 

１．経営幹部のリーダーシップ、２．経営における社会責任、３．顧客・市場の理解と対応 

４．戦略の策定と展開、５．個人と組織の能力向上、６．価値創造のプロセス 

７．情報マネジメント、８．活動結果 

このように、経営品質、顧客志向というキーワードは現在では日米共通の基準となっており、構築

過程においては、日米が相互に学習し、高めあってきたという歴史がある。現在では、グローバル

スタンダードの一つになっているといっても過言ではないだろう。 

 

２－２. 高業績米国企業  

米国経済の復活は、１９８０年代から、９０年代にかけて台頭した新規米国企業と、同時代に変革

に成功した米国大企業によるところが大きい。これらの企業の代表例として、新規ビジネスとしての

シスコ・システムズ、デル・コンピュータ、アマゾン・ドットコム、大企業の変革として、ヒューレット・パ

ッカード、ＩＢＭ、ゼロックス、ＧＥを考察し、その経営的特徴と基本となる経営理論を整理したい。 

２－２－１．新規ビジネスの台頭 

２－２－１－１．買収戦略で飛躍的に成長したシスコ・システムズ 

シスコ・システムズの成功には、買収戦略がベースとなっているが、それは、ポートフォリオ理論

に基づいたものである。シスコ・システムズは、技術は自社開発すると言った経営の常識を根本的
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に変え、高い技術を持っている企業ごと買うといった革新的な戦略を打ち出したところに特色があ

る。これは、急速に発展する市場で常に優位に立つためには、研究開発がキーとなるが、自社で

の研究開発をボトルネックとしないための優れた戦略である。但し、その買収資金は、自社の株式

の高価格が前提であり、常に株式市場に対して、高付加価値企業であることをアピールできていた

ことも重要な要素である。 

シスコ・システムズは、１９８４年に設立され、１９９２年から１９９９年にかけて、売上高で１３０倍以

上に成長した。これは、明確な２つの戦略、一つは企業買収と提携による A&D（Acquire＆

Development）、もう一つは、徹底したインターネット活用による SCM（Supply Chain Management）

によるものである。シスコ・システムズは、１９９３年に初めての M&A として、Crescendo 

Communicationsを９５Mドルで買収し、１９９８年１２月までに、約７８億ドルの資金を投入して、３０社

の企業を買収している。情報通信産業では、通常 R&D（Research ＆ Development）を重視し、多

大な経営資源の投入を行っているが、シスコ・システムズは自社内で経営資源と時間をかけて一か

ら製品開発をすることだけを唯一の差別化項目とはしていない。それよりも、比較的初期段階で注

目される当該領域ナンバーワン企業（主にベンチャー企業）を買収し、技術ごと内部に取り込んで

しまう戦略をとった。また、販売やシステム構築、ネットワーク・アーキテクチャーのデザインなど、多

方面にわたり、多くの企業との戦略的提携を進めていた。いわゆる戦略的アライアンスであり、HP、

インテル、マイクロソフトなどがあげられる。さらに、パートナー戦略として、技術供与も行っていたが、

提供先として、日立、ソニー、松下電器産業などの日本企業も含まれていた。一方、SCMの展開で

は、インターネットを基本インフラとして、部品調達、製品受注、販売代理店の製品データベースへ

のアクセス、顧客ソフトウェアの更新などが行われている。シスコ・システムズは、インターネットをベ

ースとして、川上から川下までを一つのビジネスプロセスとして統合し、これを the Global 

Networked Business Model と呼んだ。このモデルにより、１９９９年時点では、毎日２８００万ドル以

上の製品がインターネット上で販売され、年間５億ドルのオペレーティングコストが削減された。さら

に、顧客およびパートナー企業の満足向上と、顧客サポートや商品受発注、納期短縮などで、競

争優位性が実現されていた。 

 

２－２－１－２．ダイレクトモデルに特化して成功したデル・コンピュータ 

デル・コンピュータは、ビジネスプロセスリエンジニアリング（１９９３）に述べられているように、顧客

視点でビジネスプロセスを変革したところに成功がある。従来のＰＣ販売の常識であった販売代理

店・小売り販売店・量販店に頼った大量見込み生産から、顧客が自由にカスタマイズできる受注生

産型に変革したところに、その成功があった。 

１９８４年、テキサス大学の学生だったデルは、カスタムメードのコンピュータを直接ユーザーに販

売するアイデアを思いつき、わずか１００ドルの資金を元に会社を興した。その１４年後の１９９８年

には、年商１８２億ドルの大企業に成長した。さらに、デルのダイレクトモデルの成功は、１９９４年の

小売り販売チャネルからの撤退の意志決定によって確立されたと言える。利益の出ている小売りビ

ジネスを敢えてやめる決断が、今の発展を生み出したと言える。 
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デルのダイレクトモデルは、注文生産と直接販売が特徴である。川下の顧客から求められた数

量だけを生産するために、部品や原材料を川上のサプライヤーから調達するものである。また、顧

客にとって適切な技術を重要視するのであって、技術至上主義で開発した商品を必要としている

のではない。デル社長は、「従来のコンピュータ産業では、良いものを作れば自然に売れるというア

プローチをとっていた。だが、私たちは、何かを作っておいて最善の結果を期待するのではなく、

明確な顧客ニーズや顧客からのインプットのみに基づく製品設計を目指すことにしたのである」と、

語っている。 

研究開発に代表されるように、デルは外部資源を大いに活用する。パートナー会社との戦略的

な提携によってバーチャルな組織を作っている。急速な市場成長に追随する場合、自社だけの垂

直統合企業では、様々な機能でボトルネックが発生し、その成長を妨げる場合が多いに考えられ

る。バーチャル組織の場合、そのボトルネックをパートナー企業との分散によって、避けることが可

能となる。 

さらにデルモデルのポイントは、インターネットの活用にある。顧客との対話、パートナー企業と

のコミュニケーションにおいて、インターネットは非常に役立つ。顧客満足の向上とコスト削減につ

ながる。顧客はインターネットを利用することによって、２４時間いつでも何処でも利用することがで

きる。しかも、デルのホームページから自分でスペックを入力することによって、納得できるまで、自

分のニーズにあった機能を搭載したコンピュータを手に入れることができる。企業にとっても、ネット

で購買を決定してくれる顧客への営業効率は非常によいものとなる。顧客が直接入力したデータ

は、バーチャル組織で共有でき、コンピュータの製造のスピードアップと間違い防止につながる。ま

た、購買後の顧客のサポートや、購買促進にもインターネットが重要な役割を果たしている。 

この様に、デルの成功は、インターネットをベースにしたダイレクトモデルの構築によってもたらさ

れた。 

 

２－２－１－３．新ビジネスモデルを構築したアマゾン・ドットコム 

アマゾン・ドットコム・インコーポレーションは、デル・コンピュータと同様に、従来の書籍販売のビ

ジネスプロセスを変革したが、インターネットをインフラとしたところに成功の特色がある。アマゾンの

このモデルは書籍販売を目的としたものではなく、書籍販売を e コマース化することが成功の確率

が高いという判断のもとに、書籍販売を最初に手がけたのであった。アマゾンは書籍販売での成功

を皮切りに、CD、ビデオ、玩具、ギフト、薬などを取り扱っていった。アマゾンはeコマースという新し

いビジネスモデルでの成功者である。 

新ビジネスモデルとして登場した、アマゾン・ドットコム・インコーポレーションは、１９９５年６月にウ

ェブサイトとして操業を開始し、１９９９年のはじめまでに、時価総額で６０億ドルを有するまでになっ

た。オンラインおよびオフラインを通じて最大のライバル書店バーンズ＆ノーブルとボーダーズをも

時価で上回る。１９９７年第４四半期の売上高は６６００万ドル、１９９８年第４四半期は２億５２９０万ド

ル、１９９９年第４四半期は６億５０００万ドルであり、急成長をしている。 

アマゾンは、書籍から玩具、CD等に手を広げるとともに、世界的な拡大を進めており、顧客数は 
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１，７００万人に達している。また、顧客のリピート率７３％と、その顧客サービスの質の高さには、定

評がある（富士通総研）。一方、財務については、従来から大きな議論の対象となっていた。２０００

年、７～９月期の売上は、前年同期比７９％増加し６．３８億ドルに達したが、損失も２２％増加し２．

４１億ドルとなった。しかし、米国での書籍、音楽ソフト、ビデオの販売事業は２，５００万ドルの営業

利益を確保しており、粗利益率も２６．２％と、前年同期の１９．８％、４―６月期の２３．５％から増加

している。また、顧客１人当りの購入額も、１年前の１０８ドルから１３０ドルに増加した。 

 

２－２－２．大企業の変革 

２－２－２―１．ビジョン経営で人材戦略を重視したヒューレットパッカード 

I

ヒューレットパッカード（ＨＰ）の成功は、ビジョナリカンパニー（１９９４）に書かれているように、ビジ

ョンを明確にしたこと、および、エクセレントカンパニーの７Ｓ（１９８２）の共有価値に基づいて、経営

を行った点にある。特に、人材に雇用保障（終身雇用ではなく、評価による雇用保障）を行うなど、

人材を重要視するビジョンを共有価値として明文化しているところに特色がある。 

ＨＰは、HPWAY という企業理念を明確にし、計測器産業から、ＰＣ関連産業への多角化を行っ

た企業である。ＨＰは１９８０年代のはじめにＰＣ開発プロジェクトをつまずかせた。これは各事業部

の独立性を統合することがいかに難しいことかを過小評価していたことが原因であった。ＰＣ本体を

開発する責任はミニコンピューター事業部（カリフォルニア州キュパティーノ）にあり、デスクトップ・コ

ンピューター事業部（コロラド州フォートコリンズ）がキーボードを、ディスク・ドライブはディスク・ドラ

イブ事業部（コロラド州グリーリー）が担当した。拠点が離れていたこともさることながら、ＨＰは各事

業部の独立性を重視する企業文化が存在していた。その結果、各事業部は自部門の利益を確保

することを最重要課題とし、最終製品は価格競争力のないものとなり、市場シェアを伸ばすことがで

きなかった。 

しかし、この教訓は、その後、デスクジェットというインクジェット・プリンターの開発に生かされてい

る。顧客調査により、１０００ドル以下の価格で、レーザー・プリンターに近い品質のインクジェット・プ

リンターが求められていることが判明し、開発グループは、高品質、低価格、２２ヶ月の生産スケジ

ュールという明確なビジョンを立てた。このときは、最初から研究開発、製造、販売が混成チームを

作って、組織の壁をなくすことを行っていた。その結果、１９９１年の世界のノンインパクトカラープリ

ンターの売上台数３６万台であったものが、１９９４年にはＨＰだけで約４００万台のカラープリンター

を売り上げることとなった。 

ＨＰは業務拡大を続け、１９９８年には売上４６，５０４（百万ドル）となり、１９９４年の２５，３５０（百万

ドル）から、５年間で１８３％増の急成長を示した。 

 

２－２－２―２．イノベーションに成功した BM 

ＩＢＭは、従来の主力製品であったメインフレームから、次世代のクライアント／サーバーの製品

戦略に転換できたところに成功の要因がある。これは、リチャード・フォスターの「イノベーション 限

界突破の経営戦略」（１９８６）で、指摘された技術の変革点でのギャップを乗り越えることができた
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典型的な事例である。変革の立て役者であったルイス V. ガースナーは、マッキンゼー社のコンサ

ルタントの出身であり、リチャード・フォスターはマキンゼー社のディレクターである。つまり、ガース

ナーは、「イノベーション 限界突破の経営戦略」をＩＢＭで実践したのである。 

IBM は１９９１，１９９２，１９９３年連続赤字となり、３年間の累積赤字は約１６０億ドルという驚くべき

数字であった。１９９３年４月１日、ルイス V. ガースナーが IBM の新しい CEO に就任した。ガース

ナーは、IBMの歴史の中で、社内出身者でない最初の CEO であった。 

ガースナーは、最初に、新しいストックオプション制度を作成し、優秀な社員の退職を引き留める

ことを計画するとともに、顧客管理の強化を行った。彼が打ち出したオペレーション・ベアハグという

施策は、各上席管理者が顧客先に出向き、彼らを「ベアハグ（強く抱きしめる）」することを要求する

ものであった。これは、後に、「パートナーシップ・エグゼクティブ」計画という形で正式に制度化さ

れた。 

一方、８件のリエンジニアリングプロジェクトでコスト削減が行われた。CFO であるジェリー・ヨーク

は、ベンチマーキングを行い、経費の対収入比率の９％削減、販売管理費と研究開発費の合計額

を、２６８億ドルから２００億ドルに削減することを目標とした。４万人から５万人に上るレイオフに加え

て、３５０００人に退職勧告を行うことも決定された。 

１９９３年秋、ガースナーはＩＢＭの組織を一つのグローバルな組織に統合した。ＣＥＣ（Corporate 

Executive Committee）と WMC（World Management Council） が設立された。１９９４年にはそれ

まで地域別であった販売組織がグローバル化され、各国の販売組織は、分権的に営業する主権

を持つ組織ではなくなった。また、ブランドを再構築するために広告費約５億ドルを費やして、

「Solutions for a small Planet」というキャンペーンを行うとともに、パソコン事業のすべてのブラン

ドを廃止し、「ThinkPad」だけに統合した。 

これらの施策により、１９９４年には財務状況が改善したが、確固たるものにするため、「ネットワー

ク中心コンピューティング」というビジョンを示し、新しい製品戦略のスローガンとした。ハードウェア

事業だけでなく、分散コンピューティング・ソフトウェアとミドルウェアなどのソフトウェア戦略を構築し

た。 

これらの変革により、１９９５年には、売上約７２０億ドル、利益４２億ドルを確保した。 

 

２－２－２―３．品質リーダーシップで変革したゼロックス 

ゼロックスの変革はデミングの品質管理理論に負うところが大きい。デミングが米国で注目された

のは彼が８０歳を越えた１９８０年前後である。ゼロックスも、富士ゼロックスの成功を通じて、日本で

非常に有名なデミングに注目をし、品質管理の抜本的な改革を行った。また、「A Model for 

Diagnosing organizational Behavior」（１９８０）のD.ナドラーをコンサルタントして雇用し、彼の理論

の実践が行われた。ゼロックスの成功は、この２人の理論に基づいていると言える。 

１９８２年から８３年にかけて、１２５,０００人の従業員は、レイオフ、解雇、早期退職によって、１０４,

０００人にまで減少した。１９８３年の終わり、ゼロックスのCEOデイビット・ケアンズは、ゼロックスをあ

るべき姿に変革するために、「品質を通じたリーダーシップ」戦略を打ち出した。彼は、１９７６年から
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日本の富士ゼロックスで成功した「ニューゼロックスムーブメント」という TQC プログラムを意識して

いた。富士ゼロックスは１９８０年デミング賞を受賞するにまでいたっていた。 

ケアンズは、ゼロックスの品質戦略の第一案であるブルーブックを作成した。その後、戦略は「品

質を通じたリーダーシップ」と名付けられ、「ゼロックスは品質の会社であり、品質がゼロックスの基

本的な経営理念である。品質とは社内外の顧客に対し、彼らの要求を完全に満たす革新的な製

品とサービスを提供することを意味する。品質の改善はゼロックス従業員一人一人の仕事である」と

定義された。 

その後、本社品質室が新設され、品質戦略実行チームが結成された。このチームは、１９８３年８

月に、ゼロックスの総合的品質プロセス戦略の全社的な実行プランを２冊目のブルーブックにまと

め、これがグリーンブックと言われる戦略となった。このグリーンブックには、成功に必要な企業文化、

品質のコスト、品質改善プロセス、問題解決ツールなどが示されるとともに、１９８３年から１９８７年ま

での各年のゴールと実行スケジュールが含まれていた。 

この計画に基づき、１９８７年までに、国内外７０,０００人のゼロックス社員が６日間にわたる品質

改善のためのトレーニングを終了していた。その時点の成果として、平均製造コスト２００％の削減、

新製品の市場投入時間を最大で６０％、平均２５％削減、オフィス製品およびシステムグループの

従業員一人あたり平均収益の２０％増加、部品調達業者数の削減（５０００→３５０）、納入パーツ無

欠品率（９２→９９．５％）、全世界ゼロックス社員の７０％以上による２５００の問題解決・品質改善作

業チームへの参加があげられた。 

 

２－２－２―４．集中と選択戦略で大変革した GE 

ＧＥは超大企業でありながら、確実に成長している。このＧＥの成長を躍進させたのが、ジャック・

ウェルチである。ウェルチはＧＥを２０世紀最後の時代に米国で最も成功した企業に育てあげた。

彼の経営のベースには、ＰＩＭＳ（Profit Impact of Marketing Strategy）に裏付けられたポートフ

ォリオ理論があった。彼の打ち出した「市場で１位か２位の事業以外は残さない」という方針は、ＰＩ

ＭＳで実証されていた理論を、ウェルチ流に実行したものであった。また、製造業を中心とした企業

からサービスを中心とした企業に変革したこともＧＥの企業価値を顕著に高める原因となったが、こ

れもポートフォリオ理論のＱｕｅｓｔｉｏｎＭａｒｋ（問題児）を、Ｓｔａｒ（花形）に、そしてＣａｓｈＣｏｗ（金のな

る木）を柱にするという理論の実践と考えられる。 

ＧＥに代表されるポートフォリオ経営は、米国の投資戦略管理の典型的な米国的経営手法であ

り、ＧＥでは、ボーチやジョーンズに引き継がれ、ウェルチが完成させたといえる。 

業績データ（図表２－１参照）を比較してみると、３者とも GNP の伸びに呼応する形の売上げ伸

張実績を残しており、GE の事業拡大に大きく貢献している。３者で差があるのは、利益額の伸びで

ある。ボーチは業容の拡大の割には、利益額の伸びが伴っていない。ジョーンズ、ウェルチはむし

ろ利益額の伸びに特徴がある。 
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図表２－１ 

次に特徴的なのは、従業員数の変化で 時代は、事業拡大とともに従業員も増加

し

本の市場価値が圧倒的な

伸

標の原因となった、３代の経営者が行った施策の特徴を比較してみる。 

ゼネラル・エレクトリック会社
　経営者3代の業績比較（単位lOO万ドル）

1961 1970 1971 1980 1981 1992
 売上高 4,667 8,727 9,557 24,959 27,240 57,073
 営業利益 432 549 737 2,243 2,447 6,273
 純利益　 238 329 510 1,514 1,652 4,725
 S&P 500株価指数　 66 83 98 119 126 413
 株式資本の市場価値 6,284 7,027 10,871 12,173 13,765 68,595
 従業員数　 279,547 396,583 402,000 366,000 404,000 231,000
 米国GNP （lO億ドル） 523 982 1,063 2,626 2,708 5,951
 売上高利益率（ROS） 5.1 3.8 5.3 6.1 6.1 8.4
 株主資本利益率（ROE） 14.8 12.6 17.2 19.5 18.1 20.1
一人あたり売上高 16,693 22,005 23,774 68,194 67,426 247,069
一人あたり営業利益 1,545 1,384 1,833 6,128 6,057 27,156
一人あたり純利益 853 828 1,269 4,137 4,089 20,455

 Borch Jones  Welch

ある。ボーチの

ているが、ジョーンズの時代には、売上・利益の増大に反比例して従業員は減少している。さらに、

ウェルチの時代の従業員削減率は凄まじく、約 10 年の間に 4 割以上減らしている。これによって、

従業員一人当たりの売上高、営業利益、純利益が飛躍的に拡大した。 

ウェルチの経営が、前２代の経営者と明らかに違う点は、GEの株式資

びを示している点にある。これは、ウェルチが行った株式市場における評価を重視した経営の表

れと考えられる。 

これらの経営指

図表２－２ ３代経営者の施策比較 

 Borch Jones Welch 

課題 ・多角化による経営資源の

化 

・SBU 単位 作りの結

大 

・官僚主義

労力・分散と利益の停滞 

・官僚主義体質の強

・製造の低落傾向 

の計画

果、会社が肥大化 

・本社重役の負担増

が横行 

・意思決定に費やす

時間の肥大化 

施策 リオ戦略

位（SBU）の組

・４３SBU への再編 

よる経

・不採算事業の清算 

トラ 

ど 

・PIMS とポートフォ

計画を開発 

・戦略事業単

織化と権限委譲 

・『セクター』の新設に

営戦略検討の負担の分散

化 

 

・戦略事業の買収 

・組織階層等のリス

・ワークアウトの実施 

・ベストプラクティス な

 

さらに、ウェルチの施策で忘れてならないのが、サービス企業への移行である。   

１９  

としての隠された資産があったからである。つまり、ＧＥの顧客には、民間機用ジェットエンジン９００

８０年におけるサービスウェイトは１５％にすぎなかったが、９０年では４５％、９５年では５５％、

９８年ではなんと６７％を占めている。このようなサービス志向企業に転換できたのは、ＧＥの製造業
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０基、タービン１万台、機関車１万３０００台、医療用診断機器の主要パーツ８万４０００個などが存在

しており、その機器対象にサービスを展開できたのである。 

ウェルチが行った選択と集中を伴うポートフォリオ経営では、戦略的に重要なＳＢＵ（戦略ビジネ

スユニット）には経営資源を集中し、業界でトップを目指し、そうでないＳＢＵは、売却や撤退を行う

と

にハーバード・ビジネス・スクール等によって継続された。PIMS プログラムは、戦略、競争

優

 

 

いうものである。ウェルチのこの有名な方針の背景には、米国で研究されてきたＰＩＭＳの存在が

ある。 

ＰＩＭＳ（Profit Impact of Marketing Strategy）は、１９６０年に、GE 内部プロジェクトとして創設

され、後

位、事業環境、製品やサービスを生産する事業の業績結果といった一連の要因の相互作用を

明らかにする、大規模で継続的な実証研究である。５０以上の主要企業の６００余りの業績の事業

戦略経験を示すデータ・ベースを中心に組織化されていた。PIMS プログラムでは、実際にとられた

戦略の差異と、戦略の背景である環境の差異とをベ－スに６００以上の事業から得られた業績上の

経験的差異を説明しようとした。数々のアウトプットの中で、１例として、市場占有率とキャッシュフリ

ーの関係を示したものがある。高い相対的市場占有率はキャッシュフローを改善し、高い成長率は

キャッシュフローを下げるという調査結果を以下のように示している。（図表２－３参照） 数字はＲＯ

Ｉ（Return On Investment）を示す。このような実証的なデータの裏付けにより、ウェルチは、米国

的経営手法でＧＥを世界一レベルの企業にしたのであった。 

図表２－３ ＰＩＭＳ事例 

市
場
成
長
率

相対的市場占有率

低

7%
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5 -1 -5
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高

高
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Stars ion　
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Quest
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以上見てきたように、米国企業経営のベースには、必ず特徴ある経営学の理論が存在する。 

 

シスコ・システムズ＝ポートフォリオ理論 

デル・コンピューター＝ビジネスプロセスリエンジニアリング 

アマゾン・ドットコム＝e コマースによる新ビジネスモデル 

ヒューレット・パッカード＝ビジョナリカンパニー 

IBM＝イノベーション 限界突破の経営戦略 

ゼロックス＝品質管理理論、組織分析モデル 

GE＝ポートフォリオ理論、PIMS 

 

経営理論が先か、経営の実践から理論が抽出されるかは判断しがたいが、米国では理論と経営

実践が非常に近い関係にある。このような観点から、日本企業変革に関する手法を検討するには、

まず米国流の実践的な経営理論を体系的に考察する必要があると考える。次章では、米国経営

理論体系を考察してみたい。 
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２－３．米国経営理論体系 

図表２－４ 主な米国経営理論 

 

に、主な理論を考察する。 

３－１．戦略と組織に関連する理論

主な米国経営理論を、ハード・ソフト、および、戦略・組織・人材の視点で以下のように整理する

ことができる。 

ハード

ソフト

戦略

組織

人材

1950年 19６0年 19７0年 19８0年 19９0年 ２０００年

現代の経営
（MBO)

ﾋﾟｰﾀｰ･ﾄﾞﾗｯｶｰ
１９５４

経営戦略と組織
ｱﾙﾌﾚｯﾄﾞ・ﾁｬﾝﾄﾞﾗｰ

１９６２

企業戦略
H.I.ｱﾝｿﾞﾌ
１９６５

競争の戦略
ﾏｲｹﾙ･ﾎﾟｰﾀｰ
１９８０

競争優位の戦略
ﾏｲｹﾙ･ﾎﾟｰﾀｰ
１９８５

ｺｱｺﾝﾋﾟﾀﾝｽ経営
ﾌﾟﾗﾊﾗｰﾄﾞ&ﾊﾒﾙ
１９９４

ﾊﾞﾗﾝｽﾄ･ｽｺｱｶｰﾄﾞ
ｶﾌﾟﾗﾝ&ﾉｰﾄﾝ
１９９６

ﾋﾞｼﾞｮﾅﾘｰ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ
ｺﾘﾝｽﾞ&ﾎﾟﾗｽ
１９９４

ﾘｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ革命
M.ﾊﾏｰ　ﾁｬﾝﾋﾟｰ

１９９３

組織構造分析モデル
D.ﾅﾄﾞﾗｰ
１９８０

エクセレントカンパニー
ﾋﾟｰﾀｰｽﾞ&ｳｫｰﾀｰﾏﾝ

１９８２

最強組織の法則
ﾋﾟｰﾀｰ･ｾﾝｹﾞ
１９９０

知識創造企業
野中郁次郎
１９９５

リーダーは何をすべきか
ｼﾞｮﾝ･ｺｯﾀｰ
１９９０

キャリア・ダイナミクス
ｴﾄﾞｶﾞｰ･ｼｬｲﾝ
１９７８

マネジリアルグリッド
ﾌﾞﾚｲｸ&ﾑｰﾄﾝ
１９６４

状況対応リーダーシップ
ﾊｰｼｰ&ﾌﾞﾗﾝﾁｬｰﾄﾞ

１９６９

管理者の仕事
ﾍﾝﾘｰ･ﾐﾝﾂﾊﾞｰｸﾞ
１９７３

欲求5段階論
ﾏｽﾞﾛｰ
１９５４

XY理論
D.ﾏｸﾞﾚｶﾞｰ
１９６０

２要因理論
F.ﾊｰﾂﾊﾞｰｸﾞ
１９５９

期待理論
ﾌﾞﾙｰﾑ&ﾑｰﾄﾝ
１９６４

ビジネスＥＱ
ﾀﾞﾆｴﾙ･ｺﾞｰﾙﾏﾝ
１９９８

イノベーション
ﾘﾁｬｰﾄﾞ･ﾌｫｽﾀｰ
１９８６

マネジメント
ﾋﾟｰﾀｰ･ﾄﾞﾗｯｶｰ
１９７４

アクションラーニング
D.A.ガービン
１９９０

イノベーションの
ジレンマ

ｸﾚｲﾄﾝ　ｸﾘｽﾃﾝｾﾝ
１９９７

次

 

２－  

ャンドラーの理論について考察したい。 

Ａ わった活動や

最初に、米国経営学で非常に有名なチ

．Ｄ．チャンドラー（１９６２）は、事業成長のプランニングと実行を「戦略」、新たに加

経営資源をマネジメントするための部門を「組織」と定義している。さらに「戦略」とは、長期の基本

目標を定めたうえで、その目標を実現するために行動を起こしたり、経営資源を配分したりすること

を指すとしている。新戦略を採用すると、新たな人材や施設が追加されるかもしれず、社の命運を

握る人々が視野に納める範囲も代わる可能性があるため、戦略は組織形態に少なからず影響を及

ぼす。「組織形態」とは、マネジメント組織の構造を指す。組織の構造には、公に定まっているにせ

よ、そうでないにせよ、二つの側面がある。第一に、マネジメントに携わるさまざまな組織や人材の

間での権限やコミュニケーションの経路、第二に、それらの経路を通して社内に伝わる情報やデー

タである。これらの経路やデータは、基本的な目標や方針を実行に移し、会社の経営資源を結集
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するのに必要な調整、業績評価、プランニングなどの成果を高めるために、欠かせないものだとし

ている。 

たとえば、市場における需要の変動が頻繁に起きる場合、企業は迅速に対応するために、マー

ケティング機能と製造機能が組織的に綿密な関係にあることが必要である。また、高度な技術を必

要とするような環境下では、研究部門と販売部門が緊密に協力する必要がある。すなわち、環境が

企業の戦略的・日常業務的な対応を決定し、それに伴って、企業内部の権限、責任、仕事の流れ、

情報の流れなどの組織構造が決定される。ゆえに、組織は戦略に従うのである。 

戦略と組織の関係を明確にした点ではチャンドラーの功績は大きい。しかし、企業経営の観点

では、その２つの要素だけでは不足である事は言うまでもない。 

H.I.アンゾフ（１９６５）は、意思決定を、「戦略的」（製品、市場）、「管理的」（組織構造、資源配

分）、「日常業務的」（予算、監督、統制）の３つに分けた。つまり、チャンドラーは戦略と組織を関連

づけたが、アンゾフはさらに日常業務的な意思決定としてのシステムを加えたのである。 

アンゾフは戦略的経営を「経営の一部として、企業の目的を満足させるだけの潜在力を持つ市

場においてビジネスを行うことを保証し、企業の将来の利益潜在能力を開発し、市場の求める製品

やサービスを提供し、競争優位を保証する方法を提供すること」とする一方、日常業務的管理を

「利益の潜在力を利用して、効率的に生産することで企業の利益を最大化したり、戦略的経営によ

って生み出された製品やサービスを配送したり販売したりする、経営の一側面」として、明確に区分

した。 

企業実務において、戦略的な思考と日業務的な思考は、ともすれば対立関係にあり、多くの企

業で、経営変革の困難性を生み出す。つまり、ミドルの管理職は、日常業務での成果を責務として

負わされているので、短期的な思考に陥りやすい。しかし、環境の激変に適応するためには、中長

期的な視点での戦略的な思考が要求される。そのことにより、日常的か戦略的かのトレードオフが

発生してしまう。本来なら、トレードオフではなく、日常と戦略のバランスが重要であり、０か１かでは

ないはずである。 

以上のように、チャンドラーは戦略と組織、アンゾフは戦略と組織とシステムが重要な経営要素

であると位置づけたが、P.F.ドラッカー（１９７４）は、 組織を以下の 4 つの基本的な要素で分析す

べきと、述べている。 

１．活動分析（分野での卓越性、成果と致命的損害、重要な価値） 

２．貢献分析（成果活動、支援活動、家事活動、トップ活動） 

３．決定分析（時間、影響、定性的要素、再起性） 

４．関係分析（誰と協力、誰に貢献、誰からの貢献） 

さらに、組織は、最小限として７つの条件を満たさなければならないとし、連邦分権組織（事業部

組織）が一番良いと結論づけている。（図表２－５参照） しかし、この組織形態は、組織間の壁を

生み出し、組織を越えて対処しないといけない事項が発生したときに、大きな問題を生じる可能性

が高い。ゆえに、組織運営においては、組織間の壁を無くすシステムを考える必要がある。 
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図表２－５　組織の設計原理

職能別組織 チーム型組織 連邦分権組織 疑似分権組織 システム型組織
明快さ ○ × ○ × ×
経済性 △ × ○ × ×
方向付け × ○ ○ × △
理解 △ △ ○ × △
意思決定 × × ○ × ×
安定性 ○ × ○ （△） ×
適応性 × ○ ○ （△） ○
永続性と新陳代謝 × △ ○ （○） ×

 

ドラッカーは、結論として、組織は手段にすぎず、組織の目的が重要であるとし、最も単純であり

ながら、有効に働く組織が最良の組織であると結論づけている。また、最も重要な成果を生むため

に必要とされている基本活動に焦点をあてなければならないとしている。 

このようなドラッカーの結論は有意義である。経営成果が思わしくないと、すぐに組織構造の変

革を行う経営者がいるが、組織の目的を忘れていたり、基本活動に焦点を当てていない場合が多

い。組織構造さえ変えれば、成果が出ると誤解している。組織構造の変革をする前に、経営戦略

変革を考えるべきである。さらに、組織構造とともに基本活動、すなわち業務プロセスと職務行動に

焦点を当てることを忘れてはならない。 

一方、戦略について、マイケル・ポーター（１９８０）は、業界分析の手法として「Five forces」とい

うモデルで、「国内産業であれ国際的な産業であれ、また製品の製造であれサービスであれ、あら

ゆる産業における競争のルールは５つの競争要因で具体的に表現される」という概念を示した。こ

の分析は、現在では問題を認識するための実用的な手段として考えられている。また、彼は３つの

基本戦略「差別化・コストリーダーシップ・集中」のうち、１つの戦略を明確に打ち出すことが企業に

とって、不可欠であると主張した。しかし、現在では、差別化とコストリーダーシップの両立を実現し

ないといけないほど、競争環境は複雑化している。そのため、彼の基本戦略の主張は、あまり、重

要視されていない。 

さらに、ポーター（１９８５）は、バリューチェーンの概念を打ち出した。企業はそのプロセスの各機

能で、付加価値を連鎖的に構築していくというものであった。これは、組織を組織構造ととらえた従

来の考え方の視点を変え、組織をプロセスでとらえ、それを図示するという点で画期的なものであ

った。 

この企業プロセスに焦点を与えた考え方は、チャンピーとハマー（１９９３）のリエンジニアリングに

も見受けられる。この考え方の基本は、組織はキーとなるプロセスを特定し、それらをできるだけスリ

ムで効果的にする必要があるというものであった。彼らはリエンジニアリングを「コストや品質、サー

ビス、スピードといった重要な業績指標を劇的に改善するために、ビジネス・プロセスを基本から再

考し、根本的に再設計すること」と定義している。また、「ビジネス・リエンジニアリングの中心には、

不連続思考というコンセプトがある。つまり、現在の会社の運営基礎となっている、時代遅れににな

ったルールや基本的な想定を明らかにし、それを捨てることである。」と述べている。チャンピーとハ

マーの業績は、どうすれば企業を最適に組織化できるかの問題を提起したことと、機能的なライン

よりもプロセスに沿った組織の編成を促したことであった。 
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次に、企業組織の概念を打破したのが、トム・ピーターズ（１９９２）であった。彼は、企業構造の鍵

を握るのは、顧客、供給業者、そしてビジネスに関わるあらゆる人たちを結びつけるネットワークで

あると位置づけた。「新しい動きに対して、古くからの規模に関する考え方は放棄すべきだ。非常に

大きくなりうる“新しい大きさ”とは、“ネットワークを基礎とした大きさ”のことである。それは市場の力

によってはかるべき規模である。その企業が一時的もしくは半永久的に仲間として取り組んでいる

組織の拡張によって得た機能であり、その企業が所有したり、直接支配できものではない」と述べ

ている。 

以上のように、戦略、組織、システム、プロセス（ネットワークを含む）は、経営に不可欠な重要な

要素であると言える。つまり、４要素が揃って、はじめて経営がうまくいくのである。１つの要素にでも

欠陥があると、経営はうまくいかない。また、これら４つを静的な要素としてとらえるのではなく、動的

に運営することが必要となる。この運営の概念がマネジメントである。 

次にマネジメントについて考察したい。 

 

２－３－２．マネジメントに関連する理論 

２－３－２―１．マネジメントの概念 
H．ファヨール （１９４９）は、利益を追求する組織の活動を、技術・販売・安全・財務・経理・管理

の６つの要素に分け、その中の管理を、計画・組織・指示・調整・統制から構成されるとした。ファヨ

ールの理論は、組織にとってチームワークが欠かせないという考え方を基本として、５つの合理的

な活動を抽出したのである。次に、L.アレン（１９７３）は、マネージャーは合理的に考え行動すると

いう考え方に基づいて、マネージャーの行動を、計画・組織化・統率・統制の４つの要素にわけ、以

下の１９の活動に細分化した。 

１． 計画機能 

①予測 ②目的作成 ③プロジェクト策定 ④スケジュール化 ⑤予算化 

⑥仕事の手順の確立 ⑦方針策定 

２．組織化機能 

⑧組織構造開発 ⑨権限委譲 ⑩人間関係構築 

３．統率機能 

⑪意志決定 ⑫情報伝達 ⑬動機付け ⑭人材選抜 ⑮人材開発 

４．統制機能 

⑯業績基準設定 ⑰業績測定 ⑱業績評価 ⑲是正措置 

 

ファヨールもアレンも、マネージャーの合理的な側面を理論的に説明したが、この概念をうち破っ

たのが、ミンツバーグであった。彼はマネージャーの仕事は定例業務と不定期の活動があり、腰を

据えるヒマが無く、種々雑多な仕事をこなさないといけないと考え、理想主義的な合理的なマネー

ジャー行動ではなく。種々雑多な役割という考え方で説明しようとした。 

ミンツバーグ（１９７３）は、理想主義的な視点ではなく、マネージャーの仕事は混沌としたもので
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あり、以下の１０個の役割をこなしていると主張した。 

１． 人間関係の仕事 

①組織のトップとしての役割：組織の代表として象徴的な役割を果たす 

②統率する役割：部下が仕事をする環境を整備し、部下を動機づけて組織の目標を達成する 

③外部との連絡を保つ役割：組織外部との情報網を維持する 

２．情報伝達の役割 

④情報監視の役割：組織に役立つか、または関連があるあらゆる情報を収集する。 

⑤情報伝達の役割：外部からの情報を組織に伝える 

⑥スポークスマンの役割：組織内部の情報を外部に伝える 

３．意志決定の役割 

⑦起業家の役割：変化する環境に適応するために組織内で計画的に変革を起こす 

⑧混乱収拾の役割：想定外の混乱に対処する 

⑨経営資源配分の役割：組織の経営資源活用について決定する 

⑩交渉者の役割：他組織や外部の者と折衝する 

 

ミンツバーグの役割という考え方は、確かにマネージャーの種々雑多な行動を説明しているが、

新たにマネージャーになる人材に、マネージャーの仕事の基本を説明するには、理解しがたいも

のである。その意味から、ファヨールとアレンの考え方に近い、ドラッカーの概念の方が、非常にわ

かりやすいものである。 

ドラッカー（１９７４）はマネージャーの仕事における５つの基本機能を以下に分類した。 

１． 目標設定 

２． 組織化 

３． 動機付けとコミュニケーション 

４． 評価測定 

５． 人材開発 

この５つの要素は現在でも企業で広く導入されている目標管理制度の中に活かされている。 

 

２－３－２―３．変革マネジメントの概念 

変革マネジメントに関する研究は、古くはシュンペーターのイノベーションに始まり、最近では、ク

リステンセンのイノベーションのジレンマで行われている。 

シュンペンター（１９１２）はイノベーションの定義を、以下の通りとした。 

「イノベーション（生産的諸力の結合の変更）」分類 

 ①新しい財貨、あるいは品質の財貨の生産 

 ②新しい生産方法の導入 

 ③新しい販路の開拓 

 ④原料、半完成品の新しい供給源の獲得 
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 ⑤新しい組織の実現 

 

一般的に、イノベーションというと、シュンペンターの指摘する①新しい財貨、あるいは品質の財

貨の生産と考えがちであるが、１９７０，８０年台に日本の製造業が行ったイノベーションは②新しい

生産方法の導入であった。そのイノベーションによって、日本の製造業、ひいては日本が世界一と

なったのである。 

リチャード・フォスター（１９８６）は、成果と努力（資金）の２軸で、Ｓ曲線を示し、一群の製品や製

法が別のグループに取って代わられる技術の不連続期、つまりその断絶期に、イノベーションを怠

ったトップ企業が破れることを示した。フォスターの考え方は、多くの成功企業がいつまでもその成

功にしがみついてしまうことを前提としている。成功体験が大きければ大きいほど、それから逃れる

ことがいかに難しいかを表している。その難しさをうち破れるのは、経営トップのリーダーシップであ

ると考えられるが、フォスターは、経営トップについて、「トップは科学者である必要はないが、科学

とイノベーションの発展を理解できる人文、古典的な経済基準に照らせば経営が好調なときに、あ

えて、自社の技術と技能の基盤を放棄することを主張するだけの信念を持つ人物、新しい製品や

製法をめざす第一歩がやむなく道を違えたり期待外れの結果を招いたときに、批判に平然と耐え

られる人物でなければならない。」と、述べている。このトップの人材像は的を得ており、現在の日

本企業に不可欠な人材像である。 

次に、組織の視点から変革に注目した、ナドラーとタッシュマン（１９８０）は、マネジメント、業務と

技術、組織設計、個人とチームの４視点で構成されるモデルを提唱した。その後、これを発展させ、

重要課題、公式組織、人材、文化の４つの重要な要素を指摘した。彼らは、変革において、重要課

題を明確にし、残る３つの要素での整合性を構築することが重要であるとした。ナドラーらは、組織

はインプットされたものを何かをしてアウトプットするシステムであると考え、その機能で重要な４要

素を導き出したのである。 

また、コリンズとポラス（１９９４）は、ビジョナリー・カンパニーを次のように定義している。「ビジョン

を持っている企業、未来志向の企業、先験的な企業であり、業界で卓越した企業、同業他社の間

で広く尊敬を集め、大きなインパクトを世界に与えてきた企業である。」さらに、彼らは、「重要な点

は、ビジョナリー・カンパニーが組織であることだ。個人としての指導者は、いかにカリスマ性があっ

ても、いかに優れたビジョンを持っていても、いつかはこの世を去る。先見的な商品やサービスとい

いたすばらしいアイデアも、すべて、やがては時代遅れになる。」と述べている。また、ビジョナリー・

カンパニーの第一歩は、基本理念つまり基本的な価値観を明確にすることから始まるとしている。 

ジョーンズとカハナー（１９９５）は、成功している有力企業の多くが、しっかりとした価値観を基本

に据えていると述べている。そのミッション・ステートメントが、様々な概念や理念の寄せ集めでなく、

綿密に計算され考え出された指標であり、経済的なモック表の達成や社内の融和、危機の回避、

正しい舵取りに大きな役割を果たしていると強調した。つまい、ミッション・ステートメントは「成功へ

の道しるべ」であると結論づけている。また、調査された企業は。すなわちミッションステートメントの

明確な企業は、業界のリーダーであるだけでなく、「働きがいのあるアメリカの会社ベスト１００」に取
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り上げられていることが多く、社員にとっても、すばらしい企業であることについて触れている。 

ビジョナリ・カンパニーと世界最強の社訓に語られているように、企業にとって、共有価値を、ビジ

ョンや社訓で明確にすることは、業績や、顧客、従業員にとって、非常に重要であることが分かる。

多くの日本企業には、社是・社訓が明示されており、それを共通価値としてきた。日米の違いは、

日本の社是・社訓は抽象度が高く、精神的な要素が強い。一方米国のものは、具体的で、行動に

つながるものになっている。これは多民族国家と単民族国家の違いと考えられるが、現代の日本で

は価値観が多様化しており、昔のような「あうんの呼吸」はもはや通用しない。この点から、日本企

業における社是・社訓も、抽象的なものから、具体的なものにする必要がある。もし、変更が難しい

のであれば、せめて、解釈を明文化して、行動がとれるように具体化する努力が必要である。 

次に、ハメルとプレハラド（１９９４）は、コア・コンピタンスとは「顧客に特定の利益をもたらす一連の

スキルや技術」と、定義している。さらに、「疑問に思わない業界の慣習、市場機会や自分への脅

威を近視眼的に考える頭、代々受け継がれてきた前例の尊重など今の経営の枠組みを作り上げ

ている過去の思考の遺物が問題」と述べている。そして、以下の２つの質問が重要という。 

①未来に到達するために、過去の何を会社の強みとして活用すべきであろう？②もはや役に立た

ない過去の遺物は何だろうか？ 

そして、コア・コンピタンスを顧客価値、競合他社との違い、企業力の拡大に３つの視点で、未来

志向で再構築することが重要と述べている。 

さらに、M.ハマー（１９９３）は「リエンジニアリングとは、コスト、品質、サービス、スピードのような、

重大で現代的なパフォーマンス基準を劇的に改善するために、ビジネス・プロセスを根本的に考え

直し、抜本的にそれをデザインし直すこと」と、定義している。また、「ビジネス・リエンジニアリングの

中心には、不連続思考というコンセプトがある。つまり、現在の会社の運営基礎となっている、時代

遅れにになったルールや基本的な想定を明らかにし、それを捨てることである。」と、言っている。 

この２つの理論に共通するものは、企業にとって過去の慣習や考え方で現代では通用しなくなった

ものを捨てることと、新しいものを生み出すということ。それには人材の考え方や行動の変革が必要

であることを意味している。２つの理論は、変革の仕組みにのみ焦点を当てているように思われが

ちであるが、実は、人材や企業文化の変革を重要視しているのである。 

この人材変革を個でとらえるのでなく、集団としてとらえる、つまり個々人の集合体である組織変

革が重要であるとして、学習する組織という理論が提唱された。 

P.M.センゲ（１９９０） は、ラーニングオーガニゼーションの概念として以下の５つのポイントをあ

げている。1.自己マスタリー：伝統的ビジネス習慣からの脱却 

2.メンタルモデルの克服：企業の危機管理の力をアップする 

3.共有ビジョンの構築：企業の根幹をなすアイデアを育てる 

4.チーム学習：意見交換とディスカッションの見直し 

5.システム思考 ：全体のパターンを明確にする 

同様に、D・A・ガービンは以下の５点を特徴としている 

1.システム的な問題解決手法の共有化 
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2.継続的な日常的実験の実行 

3.過去の経験の蓄積・共有による学習 

4.外部からの学習 

5.知識の移転（書面、口頭、ﾋﾞｼﾞｭｱﾙﾚﾎﾟｰﾄ、見学会、訪問、人事異動、研修、標準化） 

 

人材による変革では、リーダーの役割は不可欠であり、ジョン・P・コッターは、変革リーダーシッ

プに焦点を当て研究し、「企業変革力」（１９９６）で、企業変革の８ステップを示した。 

１．緊急課題であるという認識の徹底  

２．強力な推進チームの結成 

３．ビジョンの策定 

４．ビジョンの伝達 

５．社員のビジョン実現のサポート 

６．短期的成果のための計画策定･実行 

７．改善成果定着と更なる変革の実現 

８．新しいアプローチを根づかせる 

 

また、野中郁次郎・竹内弘高は、「知識創造企業」（１９９５）の中で、組織的知識創造を計画・実

行するためにとるべき７つのガイドラインを示した。 

１． 知識ビジョンを創れ 

２． ナレッジ・クルーを編成せよ 

３． 企業最前線に濃密な相互作用の場を作れ 

４． 新製品開発のプロセスに相乗りせよ 

５． ミドル・アップダウン・マネジメントを採用せよ 

６． ハイパーテキスト型組織に転換せよ 

７． 外部世界との知識ネットワークを構築せよ 

 

以上４つの理論に共通するものは、チームでの学習、プロセスやシステムの構築、ビジョンの共

有、継続性である。つまり、組織的な学習は、個人ではなくチームが単位となって学び、システム的

な思考でプロセスを見直し、方向性を明確にするためにビジョンを共有し、継続的に変革を行うこと

であると考えることができる。この様な学習する組織の構築手法は、集団主義に慣れ親しんだ日本

人にとっては非常になじみやすいアプローチ方法である。ＴＱＣやＴＱＭ等における集団的アプロ

ーチでの歴史や実際の経験を生かすことが十分可能である。但し、アプローチ手法がいくら馴染

みやすいとしても、ＱＣの７つ道具に代わる新たな知識やツールが必要になる。その知識やツール

は、今まで考察してきた様々な経営理論の中にあると考えられる。 

さらに、変革における成果を明確に定義し、その成果をマネジメントする手法としてバランストスコ

アカード（BSC）理論があげられる。 
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R.キャプランと D.ノートン（１９９６）は、バランスドスコアカード（BSC）理論を提唱した。BSC は、将

来の業績向上を導く業績評価指標を併用することにより、過去の実績を評価する財務的業績評価

指標を補強している。BSC の目標と業績評価指標は、企業のビジョンと戦略から導き出し、財務的

視点、顧客の視点、社内ビジネス・プロセス、学習と成長の視点という４つの視点から企業の業績を

見るものである。BSCは、戦略から導かれる業績評価指標を統合するためのフレームワークであり、

企業の戦略を具体的な目標や業績評価指標に落とし込むことにより、顧客、社内ビジネス・プロセ

ス、学習と成長の視点といったパフォーマンス・ドライバーを導いている。また、BSC は、単なる業績

評価システムでなく、マネジメントプロセスを組織化するフレームワークとして利用される。 

つまり、BSC は企業変革を継続的に行うための、日常的な管理手法であると言える。この段階ま

で行ってこそ、変革が達成できるのである。 

２－３－３．人に関連する理論 

２－３－３－１．リーダーシップの研究 

ブレイクとムートンは「マネジリアル・グリッド」（１９６４）で、リーダーシップの概念を「人間への関

心」と「生産への関心」の２軸で説明した。このマネジリアル・グリッドでは、生産への関心は横軸に

示され、横軸を右へ進むほどリーダーの生産に対する関心が強いことを表す。すなわち、横軸で９

と評定されたリーダーは、生産に対して最大の関心を持っていることを表す。また、リーダーの人間

への関心は縦軸に示され、上方へ進むほど人間への関心が強いことを表す。すなわち、縦軸で９

と評定されたリーダーは、人間に対して最大の関心を持っていることを表している。最も望ましいリ

ーダー行動は、両軸ともに最高点の９をマークする「チームマネジメント型」すなわち、生産と人間

に最大の関心をよせるタイプとされた。 

この２軸でのリーダーシップの考え方は、ＰＭ理論（１９６４）として、三隅二不二も提唱している。

ＰＭ理論では、監督行動は、組織体や集団の課題解決を促進し、仕事の効率や生産性向上を遂

行する目標達成（ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ）と組織体や集団内の破壊的緊張の解消をはかり、人間関係を維

持、強化する集団維持（ｍａｉｎｔｅｎａｎｃｅ）の２次元で考察される。そして、理想的な監督行動は２軸

の要素がともに高いＰＭ型であるとしている。 

ウォーレン・ベニスは、「リーダーシップの王道」（１９８５）で、「２１世紀に生き残りたければ、マネ

ージャーではなく、新世代のリーダーが必要である。両者の区別は重要である。リーダは自分の周

りの環境を自由自在に操れる。変化が激しく、不安定な環境は私たちを押しつぶすので、もし環境

になすがままにさせておけば、私たちの息の根は止められるように見える。マネージャーならそうい

う動きに白旗をあげるだろう」と、述べている。彼は両者の違いを以下のようにリストアップしている。 

マネージャーは管理する：リーダーは革新する 

マネージャーはモノマネである：リーダーはオリジナルである。 

マネージャーは現状を維持する：リーダーは新しいものを生み出す。 

マネージャーはシステムや組織構造に目をつける：リーダーは人に注目する 

マネージャーはコントロールにもたれかかる：リーダーは信頼感を醸し出す 

マネージャーは「どのように」「いつ」と部下に尋ねる：リーダーは「何を」「どうして」と尋ねる 

 34



マネージャーは最低基準をクリアーすることに心を砕く：リーダーは視野を常に広くしている 

マネージャーは現状を受け入れる：リーダーは現状に挑戦する 

マネージャーは古き良き時代の兵士である：リーダーは独自の個性がある 

マネージャーは誤りを正す：リーダーは正しいことを行う 

 

彼はまた、リーダーには４つの重要な能力があると指摘した。 

１． 注目を引く力 

２． ものごとに価値をつける力 

３． 信頼感を感じさせる力 

４． 自己管理力 

 

次に、ジョン・Ｐ・コッターは「リーダーシップ論」（１９９０）で、「リーダーシップとは、ビジョンと戦略

を作り上げる、戦略の遂行に向けてそれに関わる人々を結集する、あるいは、ビジョンの実現を目

指して人々に対してエンパワーメントを行うなど、生涯を乗り越えてでも実現できる力」と定義し、

「マネジメントとは、計画立案、予算作成、組織化、人員配置、コントロール、そして問題解決を通し

て、既存のシステムの運営を続けることである。」と、している。また、「リーダーシップは人と組織文

化に訴えかけることで機能する、柔軟で熱いものだ。一方、マネジメントは、階層とシステムを通して

機能し、四角四面でさめている。」と、述べている。そして、組織を動かす人々は、マネジメントとリー

ダーとしての仕事を両方こなすようになっていると延べ、変化のスピードが速まっている現在では、

組織を動かす上で、リーダーシップの重要性が高くなっていると指摘している。 

これら、リーダーシップの概念を、２軸でとらえることは非常にわかりやすいものである。現在のマ

ネージャーに求められる能力は、与えられた枠内において、ＰＤＣＡサイクルを遂行するにあたって、

日常的に発生する問題を解決して成果をあげるマネジメント行動と、自らビジョンを掲げること、す

なわちビジョンを実現するための問題を提起し、人々をリードするリーダーシップ行動であるといえ

る。 

ただし、この２軸の考え方は、わかりやすい特徴を持つ反面、あまりにも概括的であることから、

マネージャーに求められる行動能力を、詳細にとらえるコンピテンシーの概念を考察したい。 

コンピテンシーとは、「組織の中で求められる成果を、継続して生み出すために必要な、行動に現

れた能力」と、定義づけることができる。 

 

２－３－３－２．マネージャーの行動特性（コンピテンシー） 

ハーバード大学の心理学者である D.C.マクレランドを中心としたグループが、米国務省から「学

歴や知能レベルが同等の外交官（外務情報職員）が、開発途上国駐在期間に業績格差が付くの

はなぜか？」という依頼を受け、調査・研究を行った結果、「学歴や知能は業績の高さとさほど相関

はなく、高業績者にはいくつか共通の行動特性がある」ことが判明した。そして、次の２１のコンピテ

ンシーが明らかにされた。 
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１．情報指向性・・・業績達成に必要な情報・知識を収集し、経営に活かしていく力。 

２．分析的思考・・・複雑な現象の中から問題を発見し、解明していく緻密な思考力。 

３．概念的思考・・・、ものごとを局部でなく大所高所からとらえる思考力。 

４．人間関係構築力・・・良好な人間関係を積極的に構築・維持していく力。 

５．対人感受性・・・相手の心を理解し、心に訴える能力。 

６．組織感覚力・・・役割を理解し、組織全体のなかで、自分のやるべきことを判断できる能力。 

７．対人影響力・・・説得力のある言動を通じて相手を納得させ、影響を及ぼすことのできる能力。 

８．強制的指導力・・・うむを言わさず、無理矢理にでも人を引っ張っていく能力。 

９．先見性・・・時代を先読みする能力。  

１０．達成指向性・・・達成を指向した一生懸命である本気さ。 

１１．顧客指向性・・・顧客の立場で考え、自らが顧客に何を提供できるのかを考えること。 

１２．徹底性・・・細部に神経を遣い、完璧性にこだわり、最後まで手を抜かないこと。 

１３．チームワーク力・・・、組織の目標達成にむけてチームの力を結集する能力。 

１４．リーダーシップ・・・他者をリードし、自らも率先垂範する能力。 

１５．人材育成力・・・人を育てる力。 

１６．組織への献身・・・組織が目指す目標の実現に貢献しようとすること。 

１７．柔軟性・・・状況を的確に判断し、臨機応変に行動を変えていく能力。 

１８．自制力・・・どのような状況でも冷静さを失わず、自分の言動をコントロールできる能力 

１９．自信・・・自分の能力を信じることができる力。 

２０．自発性・・・自ら進んでものごとに取り組む力のこと。 

２１．専門性・・・特定の知識や技術を高いレベルで習得し、仕事に活かす能力。 

 

また、ＡＴ＆Ｔにおける「管理者成長研究（ＭＳＰ：マネジメント・プログレス・スタディ）」（１９７８）に

おいて、Ｄ．Ｗ．ブレイが、アセスメントプログラムを開発し、管理者候補の能力評価を行った。その

能力は以下の通りである。 

Ａ．個人的資質 

①活力 ②客観性 ③不確実性への許容性 ④ストレス耐性 ⑤興味範囲 ⑥学才 

Ｂ．コミュニケーションスキル 

⑦口頭プレゼンテーション ⑧口頭弁護 ⑨文書コミュニケーション 

Ｃ．対人スキル 

 ⑩リーダーシップ ⑪インパクト ⑫柔軟性 ⑬社会環境への気づき ⑭自立性 

Ｄ．管理スキル 

 ⑮意思決定 ⑯決断力 ⑰組織化と計画 

Ｅ．分析スキル 

 ⑱事実発見 ⑲情報解釈 ⑳問題解決 
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さらに、最近では、Ｄ．ゴールマン（2002）が、５つの領域における２５の感情コンピテンス、いわゆる

ＥＱを以下のように示した。 

Ａ．社会的コンピテンス 

ａ．共感性 

 １．他の人を理解する ２．他の人を育てる ３．サービス重視 ４．多様性を活かす 

 ５．政治の理解 

ｂ．社会的スキル 

 ６．影響を及ぼす ７．コミュニケーション ８．対立マネジメント ９．リーダーシップ 

 １０．変革の触媒者 １１．連帯を築く １２．協調と協力 １３．チーム能力 

Ｂ．個人的コンピテンス 

ｃ．自己認識 

 １４．感情の理解 １５．正確な自己評価 １６．自己確信 

ｄ．自己統制 

 １７．自己コントロール １８．信頼性 １９．誠実性 ２０．適応性 ２１．イノベーション 

ｅ．モチベーション 

 ２２．達成意欲 ２３．コミットメント ２４．率先行動 ２５．楽観的見方 

 

これらコンピテンシーの概念は理論的であり、外部コンサルタントの力を借り、選抜や昇進などに

使用されることで、有効性を発揮する。しかし、人事職能以外のマネージャーが、２０以上のコンピ

テンシーを明確に区別し、業務に活用することは非常に難しい。ゆえに、できるだけシンプルにす

るために、１０以下のコンピテンシーにまとめることが有効的である。 

このような考えから、以下の９つのスキルを実用的なコンピテンシーとして提言する。 

１． 情報力 

２． 計画と組織化力 

３． 目標達成力 

４． 問題解決力 

５． 意思決定力 

６． リーダーシップ 

７． 人材育成力 

８． 対人能力 

９． コミュニケーション力 

 

 

２－３－３－３．ミドルキャリアに必要なコンピテンシー 

このようなコンピテンシーの概念から、マネージャーに必要な９つのスキルをまとめ、以下の通りと

した。この９つのスキルでの３６０度評価を選抜型研修で行った結果については、後述する。 
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各スキルの定義は以下の通りである。 

 

１． 情報力 

社会情勢、業界動向、競合会社に関する情報はもちろんのこと、顧客ニーズの変化、マーケット

の変化等必要とする情報を明確化し、情報源を探索し、適切に情報を入手、整理、分析、理解

する。また、その情報を効率的・積極的に利用し、必要に応じ、タイムリーに伝達する。 

 

２． 計画と組織化力 

全社の方向性を理解し、チームのビジョン、目標を明確化し、目標達成のための効率的な戦略

を作る。実行を可能とする組織を検討し、職務、権限の割り振りを明確にする。経営資源（人、物、

金、情報）の調達や予算化、スケジュール化、管理のための仕組み作りなど最適な目標達成の

手法を構築する。 

 

３． 目標達成力 

チーム目標とメンバー個々人の目標達成のために、進捗状況を達成数字のチェックやメンバー

の行動観察などから把握する。目標達成の阻害要因を発見し、対応策を検討する。目標やプロ

セスに則して業務が運ぶよう効果的にコントールし、強い意志と責任感をもって、確実に目標を

達成する。 

 

４． 問題解決力 

日常的には、問題の本質を明らかにし、原因を追求し、いくつかの創造的な解決策を作成する。

中長期的な戦略の観点から、現実とのギャップでの課題を提起し、独自の解決策を構築したり、

新しいアプローチ方法を見つけ出す。 

 

５． 意思決定力 

利用可能なデータを収集し、事実を評価し、その評価に基づいて、明晰な思考力を働かせる。

自らの意思決定が及ぼす影響と効果を冷静に考え、不確実性の高い状況下でさえ、タイムリー

で適切な決定を、論理的にきっぱり下し、自分自身の信念に基づいて行動する。 

 

６． リーダーシップ 

より高いレベルの目標達成のために、ゴール志向行動を率先し、メンバーへ方向を示す。職務

や責任、権限を委任し、動機付け、目標の共有化を図り、目標達成に、個々人のチームメンバ

ーを積極的に参加させる。チーム全体を責任をもって統率し、よりよい仕事・業績を生み出そうと

する。 
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７． 人材育成力 

長期的なキャリア育成の視点で、部下の個性や能力を見極め、個々人に最適な方法で、パフォ

ーマンス（成果を導く行動）へのフィードバック、コーチ、支援などを行ない、プロとしての成長の

機会を与え、部下の自立的成長を促進し、動機づけを行う 

 

８． 対人能力 

状況、ポジション、好みなどに影響されず、効果的に他の人達に対処し、相手の個人差を認め、

求めていること、意見、感情を敏感に感じとり、それに反応し、社内外でスムーズで協力的な関

係を築き、他の人と効果的にかかわりあっていく。 

 

９． コミュニケーション力 

自分の考え方や伝えるべき事実を体系化し、相手の意見に耳を傾け、状況や相手のレベルに

合わせ、確信ある態度で、明確に、かつ、効果的に個人または人前で話したり、適切な書式、語

彙、単語を使って表現し、相手の納得を得る。 

 

これらスキルを、PDCA サイクルと関連づけたものが以下の図である。すべての業務において、Ｐ

ＤＣＡは基本であり、９つのスキルはマネージャーとしてバランスよく高めておかないといけない能

力である。 

 

 

 

図表２－６ ＰＤＣＡと９スキル 

 

図表２－７ ９スキルの行動 

ＰＬＡＮ

ＤＯ

ＣＨＥＣＫ

ＡＣＴＩＯＮ

情報力
計画と組織化力

目標達成力
リーダーシップ
人材育成力
意思決定力
対人能力
コミュニケーション力

問題解決力
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スキルディメンション キーワード 職務行動
情報力 情報の明確化 必要な情報を明確化する

迅速性 情報を迅速に収集する
分析と理解 情報を分析し理解する
情報伝達 情報を伝達する
収集手法 収集手法を構築する

計画と組織化力 チームビジョン チームビジョンを明確にする
バランス計画 バランスのとれた計画を作成する
実行プロセス 実行プロセスを構築する
フォローアップ手法 フォローアップ手法を明示する
業務分担 適切な業務分担を行う

目標達成力 目標の優先順位 目標の優先順位を明確にする
メンバー支援 目標達成のためにメンバー支援を行う
ギャップ対応 目標と実績のギャップに対応する
達成 目標達成をコミットする
計画変更 目標達成のために計画変更を行う

問題解決力 本質把握 問題の本質を把握する
問題解決手順 問題解決手順を明確にする
潜在的課題発見 潜在的課題を発見する
経営資源調達 問題解決のために経営資源を調達する
予防策 予防策を講じる

意志決定力 状況把握 決定のために状況を把握する
論理性 論理的に意志決定を行う
影響考慮 意志決定の影響を考慮する
誤った時の対応 意志決定を誤った時に是正する
迅速性 迅速性に意志決定を行う

リーダーシップ メンバーのやる気 メンバーのやる気をケアする
チームワーク チームワークを促進する
エンパワーメント エンパワーメントする
状況対応スタイル 状況に対応したリーダーシップを発揮する
変革 変革を行う

人材育成力 個別育成方法 個別に育成方法を検討する
コーチ・支援 コーチ・支援を行う
環境づくり 部下が成長できる環境を作る
フィードバック 評価のフィードバックを行う
キャリア支援 キャリアを支援する

対人能力 公正・公平な対応 公正・公平な対応をする
感情の共有 相手と感情を共有する
平等対応 平等に対応する
良い雰囲気 良い雰囲気を作る
社内外の人脈 社内外の人脈を構築する

コミュニケーション力 双方向 双方向でコミュニケーションする
共通土台 交渉時、相手との共通性を探す
状況に応じた表現 状況に応じた表現をする
理解度確認 相手の理解度を確認する
ふさわしい振る舞い ふさわしい振る舞いをする
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９スキルと前述のコンピテンシー理論との関係は以下の通りである。 

図表２－８ ９スキルとコンピテンシー理論との関係 

９スキル ファヨール アレン ミンツバーグ ドラッカー マクレランド AT&T ゴールマン
コッター
三隅

情報力 統率 情報監視 情報指向性 事実発見
情報伝達 分析的志向 情報解釈

先見性
　
　

計画と組織化力 計画 計画 経営資源配分 目標設定 概念的志向 組織化と計画 　
組織 組織化 組織化 　

　
マ
ネ

目標達成力 指示 統制 効果測定 達成指向性 達成意欲 ジ
調整 徹底性 コミットメント メ
統制 組織への献身 ン

ト

問題解決力 　 混乱収拾 問題解決

意志決定力 統率 意思決定
決断力

リーダーシップ 　 組織のトップ 動機付け 組織感覚力 リーダーシップ 影響を及ぼす
統率 対人影響力 インパクト　 リーダーシップ
起業家 強制的指導力 柔軟性 変革の触媒者

チームワーク力 社会環境への気づ連帯を築く
リーダーシップ 自立性 協調と協力
柔軟性 チーム能力 　
自制力 正確な自己評価 　
自信 自己確信 　
自発性 自己コントロール 　

適応性 　
イノベーション 　
率先行動 リ
楽観的見方 ｜

ダ
｜

人材育成力 　 人材開発 人材育成力 他の人を育てる シ
ッ
プ

対人能力 外部との連絡 人間関係構築力 他の人を理解する
対人感受性 サービス重視
顧客指向性 多様性を活かす

政治の理解
信頼性
誠実性

感情の理解
コミュニケーション力 スポークスマン 口頭プレゼンテー コミュニケーション

交渉者 口頭弁護 対立マネジメント
文書コミュニケーション

個人的資質 専門性 活力
客観性
不確実性への許容性
ストレス耐性
興味範囲

　 学才
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２－３－３－４．キャリア形成理論 

終身雇用制が衰退し、人材リストラが一般化する現在において、キャリアを考える必要が重要に

なってきている。キャリアとは、個人が、職業や職場などの選択・決定を通して創造していく職務経

験である。 

キャリア研究において、スーパー（１９８０）は、キャリア開発に、役割と時間の考え方をとりこみ、ラ

イフ・スパン／ライフ・スペースの理論的アプローチを提唱した。ライフ・スペース理論では、個人は

様々な役割を担っており、ある時は良き父親、ある時はマネージャー、ある時は趣味人というように

それぞれに役割を認識しながら、職業選択や組織における役割や態度を決定していくというもので

ある。確かに、プライベートと会社では役割認識が違い、それぞれにおいて役割を演じ分けている

ことが認識できる。最近では、オン・オフのメリハリをつけることが重要と言われているので、それぞ

れでの明確な役割の違いを認識し、充実させることが必要である。 

また、ライフ・スパン理論で、スーパーは、人生の発達段階である、青年期、成人初期、成人中

期、成人後期のライフステージでの課題を明示した。その中で、成人中期（４５～６４歳）においての

課題として、「新たなスキルを開発すること、自らの限界を受け入れること、仕事上の新しい問題を

見分けること」を示している。この指摘は、現在の日本人が大いに認識しないといけない。つまり、

成人中期において、自己の再開発を行うことが非常に重要であることを指摘していると考えられる

からである。中高年のリストラが日常化する現在では、この認識を持ち、自己の再開発を自ら行うこ

とが必要である。 

次に、ホランド（１９８５）は、キャリア・モチベーションモデルを提唱した。個人がキャリアを形成す

る過程での興味は、以下の６つのタイプに分類されるというものである。 

１． 現実的 ２．探求的 ３．芸術的 ４．社会的 ５．企業家的 ６．習慣的 

さらに、シャイン（１９９０）は、個人が、長期的な仕事生活において、よりどころにしているものを

「キャリア・アンカー」と名付け、個人が、自分のキャリア・アンカーを理解することが、キャリア選択を

明確にし、生涯キャリア開発手助けとなることを提唱した。シャインは自覚された能力・資質、自覚さ

れた動機・欲求、自覚された態度・価値の３つの要素が複合して、より明確な職業上の自分のイメ

ージである「キャリア・アンカー」が構成されるとして、次の８タイプに分類している。1.専門志向 2.

管理志向 3.自立と独立志向 4.安全・安定志向  5.個人主義志向 6.チャレンジ志向 7.生きが

い追求志向 8.企業家志向 

ホランドとシャインの分類における優越性の論議はともかく、自己がどのタイプに分類されるかを

知ることは職業選択をする上で、非常に参考になる。これらの分類は、個人の価値観の表れであり、

価値観を分かった上で、職業を選択するのとそうでないのでは、雲泥の差がある。現在の若者の離

職率の高さは、職業選択をする上で、自分の価値観を認識していないことが原因の一つと考えら

れるので、このような自己の所属するタイプを知ることは、離職率の減少につながると考えられる。 

シュロスバーグ（１９９５）は、「人は生涯を通じて様々な転機や変化を経験する。この転機や変化

は決して予測できるものでも、人生途上で誰もが共通して遭遇する出来事でもない。人それぞれが

独自の経験をしている」「どんな転機でも、それを見定め、点検し、受け止めるプロセスを通じて乗り
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越えていくことができ、この転機を乗り越えるための資源は、４つのＳ、すなわち、Ｓｉｔｕａｔｉｏｎ（状況）、

Ｓｅｌｆ（自分自身）、Ｓｕｐｐｏｒｔ（周囲の援助）、Ｓｔｒａｔｅｇｉｅｓ（戦略）に集約される」と、主張している。 

また、転機の理解の構造として、以下の３つをあげている。 

１． 転機へのアプローチ：転機の識別、転機のプロセス 

２． 対処のための資源を活用する：４Ｓシステム（Ｓｉｔｕａｔｉｏｎ、Ｓｅｌｆ、Ｓｕｐｐｏｒ、Ｓｔｒａｔｅｇｉｅｓ） 

３． 転機に対処する：資源を強化する 

さらに、転機を、予測していたものか、予測していなかったものか、期待していたものが起こらな

かった転機の３つに分けている。確かに、予測していなかった転機を乗り越えることには苦節が伴う

ので、何らかのシステム的なアプローチをとることが賢明である。たとえば、現在の日本で日常化し

ているリストラも、数年前までは、予期せぬ出来事であった。リストラ対象者となった個人にとっては

予測せぬ転機である。その様な状況で、４Ｓでのアプローチを行うと、まず、状況を冷静に捉えるこ

とが重要である。多くのリストラ対象者は、リストラを告げられると気が動転する場合が多い。まさか

自分が対象になるとは思っていないのである。その様な状況にうろたえているだけでは問題は解決

しない。状況を冷静に分析することから始めなければならない。次に、自分を見つめ直し、価値観

や職業上の強さ・弱さなどを明確にする。さらに、サポート体制を判断する。多くの企業の場合、外

部の転職コンサルタント会社を雇い、リストラ対象者のカウンセリングと転職支援をサポートしている。

最後に、自分自身での積極的な動機付けと、現実的な転職戦略行動を開始する。これら４Ｓの要

素を取り入れて、転職援助では、転職者へのサポートを行っていると考えられる。このように、シュロ

スバーグの理論は、現在の日本企業でのリストラのサポート状況で有効であると考えられる。 

また、予測する転機として、キャリアでの昇格や異動があげられるが、過去の日本では、年功に

おける先送り人事というものが一般的であり、予測はある程度可能であった。しかし、現在は実力主

義に移行し、予測していた転機が訪れる機会が減るとともに、期待していたものが起こらなかった

転機が増えている。つまり、個人が、昇格といういうことを安易に期待していても、その様な転機が

起こらないことが多いし、昇格という転機自体が少なくなっているという状況である。 

このような状況の中で、自己のキャリアを見直し、どのように自分自身でキャリア上の転機を活か

すか、また、予測した転機を作り出すかということについて、積極的に考えることが必要になってき

ている。そして、その考えに基づき、自ら自己開発をすることが重要である。 

企業における中核人材であるマネージャーがキャリアを見つめ直し、自己開発に目覚め、積極

的に活動することが望まれるが、現実は、日常業務に忙殺され、多くのマネージャーはそのような

自己開発に消極的になっている。ところが、キャリアを見直す時間、具体的手段、支援が実際に与

えられると、障害よりむしろチャンスであることに気づく場合が多い。企業はこのようなキャリアサポ

ートの機会を積極的に提供することが必要である。 
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２－３－４．経営体系を統合する概念としての７S モデル 

１９７０，８０年代に日本型経営が注目される中で、エクセレントカンパニー（１９８２）が出版された。

エクセレントカンパニーで、ピーターズとウォーターマンは、好業績企業４３社の特徴として７つのＳ

を抽出した。彼らの指摘した７Ｓは、Strategy（戦略）、Structure（組織構造）、System（システム）、

Staff（スタッフ）、Style（経営スタイル）、Shared Value（共有価値）、Skill（スキル）であり、これらのバ

ランスが経営には重要であることを示唆した。これは、日本型経営の特徴である、人材を重要視す

る経営手法は、米国のエクセレントカンパニーにも存在することを説いたもので、当時の米国人経

営者に勇気と示唆を与えるものであった。 

 

Strategy（戦略） 

  明確にされた目標を実現するため、企業の限られた資源を配分する、一定期間のアクションであ

り、競争優位性が確立される手法 

Structure（組織構造） 

 組織図の特徴や組織の構成要素の統合法。職務や人材を専門的に分割し、権限を配分する手

法。業務活動の基本的なグループとサブユニットへの報告の関連性。組織のメンバーの職務活動

を統合するメカニズム。 

System（システム） 

 定められた手続きやルール化されたプロセス。経営管理システム、業績評価・報酬システム、予

算、資源配分システム、情報システムなど。 

Staff（スタッフ） 

 組織内の重要な人材のプロフィール。 

Style（経営スタイル） 

 マネージャーが組織目標を達成するときにとる行動の特徴と企業風土。 

Shared Value（共有価値） 

 組織が社員に浸透させる自社の存在意義や行動規範 

Skill（スキル） 

 コアとなる組織力。人材や経営手法、システム、技術の顕著な競争優位性。 

 

この７S を用いて、企業分析を行い、課題抽出をすることはミドルキャリアにとって、経営という枠

組みを総合的にとらえることができる。経営では、必要な要素を要素単位だけでとらえるのではなく、

統合してとらえることも重要である。つまり、木だけを見て、森を見ないということはさけるべきである。

経営の実践においては、各要素がそれぞれに優れていたとしても、全体に統合されたバランスが

悪いと、経営にひずみができ、成果を得られない結果となる場合が多々ある。そのためにも７S のよ

うな、経営を概括的にとらえ、経営バランスを考えられるフレームワークが重要である。 
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この７Ｓで、考察した経営理論を総括してみると次のように整理できる。 

 

Strategy（戦略） 

 H.I.アンゾフ 「企業戦略論」（１９６５） 

 マイケル・ポーター 「競争の戦略」（１９８０）、「競争優位の戦略」（１９８５） 

  

Structure（組織構造） 

 Ａ．Ｄ．チャンドラー 「組織は戦略に従う」（１９６２） 

 ピーター・ドラッガー 「マネジメント」（１９７４） 

 D.ナドラー、M.タッシュマン 「A Model for Diagnosing organizational Behavior」（１９８０） 

 

System（システム） 

 チャンピーとハマー 「リエンジニアリング革命」（１９９３） 

トム・ピーターズ 「自由奔放のマネジメント」（１９９２） 

リチャード・フォスター 「イノベーション 限界突破の経営戦略」（１９８６） 

M.ハマー 「ビジネスプロセスリエンジニアリング」（１９９３） 

P.M.センゲ 「学習する組織」（１９９０） 

D・A・ガービン 「アクション・ラーニング」（２００１） 

野中郁次郎・竹内弘高 「知識創造企業」（１９９５） 

R.キャプラン D.ノートン 「バランスドスコアカード」（１９９６） 

 

Staff（スタッフ） 

 ヘンリー・ミンツバーグ 「The Nature of Managerial Work」（１９７３） 

 ピーター・ドラッガー 「マネジメント」（１９７４） 

 ジョン・P・コッター 「企業変革力」（１９９６） 

 ロバート・ブレイク、ジェーン・ムートン 「マネジリアル・グリッド」（１９６４） 

 ウォーレン・ベニス 「リーダーシップの王道」（１９８５） 

 ジョン・Ｐ・コッター 「リーダーシップ論」（１９９０） 

 D.C.マクレランド 「２１のコンピテンシー」（１９７５） 

 ダグラス・Ｗ・ブレイ 「ＡＴ＆Ｔにおける「管理者成長研究（ＭＳＰ）」（１９７８） 

 ダニエル・ゴールマン 「ＥＱ：心の知能指数」（２００２） 

 ドナルドスーパー 「ライフ・スパン/ライフ・スペース」（１９８０） 

 エドガー・シャイン 「キャリア・アンカー」（１９９０） 

 ナンシー・シュロスバーグ 「トランジション」（１９９５） 

 ジョン・ホランド 「キャリア・モチベーション理論」（１９８５） 
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Style（経営スタイル） 

 Henri Fayol 「General and industrial management 」（１９４９） 

 Allen Louis 「professional management :New Concepts and Proven Practices」（１９７３） 

Shared Value（共有価値） 

 ジェームズ・C・コリンズ、ジェリー・I・ポラス 「ビジョナリー カンパニー」（１９９４） 

 パトリシア・ジョーンズ ラリー・カハナー 「世界最強の社訓」（１９９５） 

Skill（スキル） 

 G.ハメル、 C.K.プレハラド 「コア・コンピタンス経営」（１９９４） 

 

 

選抜されたミドル層対象の研修の事前学習として、この７S のフレームワークで自社の経営課題

を分析することを行っているが、経営を大きな視野でとらえることの重要性に気づくことを目的として

いる。ほとんどの受講者にとって、７S のフレームワークを初めて目にするのであるが、一応に、なじ

みやすい概念であるといった印象を持っている様である。しかし、７S モデルを実際に使って自社

課題を分析すると、項目の切り分けにおいて、難しさを感じていることも事実である。特に、組織構

造とシステム、経営スタイルとスタッフなどの混同や、スキルを個人の能力に限定し、組織力や技術

といったものが抜け落ちる場合が多い。また、どの階層レベル、つまり現場レベルなのか、全社の

経営レベルの課題であるのかが混同される場合が多い。本来は、少なくとも、全社レベル、部門レ

ベル、現場レベルの３レベルに分けて分析することが必要である。その場合、７S×３レベルの２１マ

トリックスで課題を分析する必要があり、非常に困難な作業を余儀なくされる。 

このように７S分析は、非常にわかりやすく、受け入れやすい理論であるが、実践で使用するには、

時間と労力を余儀なくされるのである。 
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第３章 日本企業再生への道  

１９７０、８０年代に日本の成長は機械機器分野が牽引役になっており、日本の高い製造技術が

世界に示された。そのベースには人材を大切にする日本的経営があり、世界が注目した。いわゆ

る、ヒト・モノ・カネのマネジメントが功を奏した。しかし、現在の環境は激変し、業績不振にあえぐ企

業が多い。その中でも、業績を伸ばしている企業があるが、その企業は集団主義でありながら、リス

クテイクする企業風土を持った企業である。日本企業の再生には、このような集団主義とリスクテイ

クを兼ね備えた企業風土への変革が必要である。集団主義を活かすためには、経営理論に基づく

論理的な合意形成が必要である。そのための経営理論の統合的なフレームとして、３Ｓ＋Ｔモデル

を提言する。 

 

３－１．１９７０，８０年代の日本企業の高業績分析 

１９７０、８０年代において、日本は製造業のグローバル展開で急速な発展をとげた。主に機械機

器分野がその原動力になった。機械機器の輸出に占める割合については、１９６０年代の25.3％か

ら、１９７０年代の 46.3％、１９８０年代の 62.8％と急成長し、２００２年は 72.0％と増加している。この

急増の主役は自動車産業であるが、その他の品目にも変遷が見られる。１９７０年代ではテレビ、ラ

ジオ、電卓が中心となり、１９８０年代は据置型VTR、１９９０年代は IC（集積回路）等が中心となった。

最近では、ノート型パソコン、携帯電話、デジカメ、ハンディタイプ VTR、大画面デジタルテレビ、光

ファイバーケーブル等の輸出が増加している。 

この様に、日本の機械機器分野の輸出業績が良いのは、グローバル市場に受け入れられる製

品を製造しているからであり、日本の製造技術の高さが世界的なレベルであると考えられる。日本

は、戦後復興期から現在に至るまで、米国の大量生産方式を学び、改良し、日本独自の高い製造

技術を生み出したのである。 

  

資料出所

 

図表３－１
：経済産業省 我が国の貿易に関する Q＆A 2002年 
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このような発展を遂げた日本企業におけるマネジメントの重要な要素として、「ヒト・モノ・カネ」が

キーワードとなっている。第１に、ヒトの要素であるが、日本企業は、人材を最重要視する。これは、

終身雇用制や労使協調などに現れている。また、QC活動などにおけるチームワーク重視もその要

素に含まれる。第２にモノが強調されるが、これは、資産管理という事だけでなく、物作りを意味する

ところが大きい。製造業中心に物づくりを管理することが重要であると考えられている。最後に、カ

ネとして、資金繰りや経理などが重要な要素として指摘される。 

安定した経済発展が行える環境においては、この「ヒト・モノ・カネ」を管理することが有効であっ

た。つまり、安定した環境では、資本と設備を充実させ、良い物を安く作るという経営が成功をおさ

めた。そのためには、「ヒト・モノ・カネ」を重要な要素として管理することが成功要因であった。 

さらに詳しく、「ヒト・モノ・カネ」マネジメントを考察する。 

まず、ヒトについてであるが、日本型経営の特徴を分析した、「Ｊａｐａｎ Ａｓ Ｎｏ．１」（１９７９ Ｅｚｒ

ａ Ｆ. Ｖｏｇｅｌ）で、ヴォーゲルは人材を重視する経営慣行を特徴としてあげた。人材を重視する施

策は「終身雇用の慣行。昇進や昇格における年功序列の制度。新規学卒者の一括採用の慣行。

中途採用や中高年齢者の採用の制限。独創性よりも協調性に富んだ会社人間をつくることをめざ

す教育訓練。愛社精神と仲間意識を培うための各種の行事や集会。定期異動による職場遍歴の

慣行。同僚間の競争の抑制と人の和の強調。下部機構が上層部の命令を待たずにイニシアチブ

をとって集団的に企画を立て、行動を開始するという「ボトムアップ」方式による経営。家族手当や

退職金の支給。住宅建設資金の貸与、社宅、独身寮、体育館、保養所などの設置。家族のための

懇親パーティーや文化教養講習会の開催。忘年会、送別会、歓迎会、昇進祝い、定年退職祝い

の催し等、至れり尽くせりの従業員サービスと温情主義配慮の実施など。」としている。 

一方、日本でも、多くの学者が日本的経営について述べているが、日本的経営の系譜（１９６３）

で、間宏は「欧米の近代経営が、個人主義と没人間主義を原則としているのに対し、日本のそれは、

集団主義と人間主義を実質的に尊重していることにある。」と、述べている。尾高邦雄は日本的経

営 その神話と現実（１９８４）のなかで、「日本的経営の慣行が、集団主義の価値理念を近代的な

企業その他の組織体に適応することによって形成された我が国特有の人事労務慣行の体系であ

ったということである。」と、述べている。また、吉田和男は日本型経営システムの功罪（１９９３）で、

日本型経営システムの特徴の第一に日本型雇用制度、終身雇用制度をあげ、次に、年功序列制

度、企業内組合、平等主義などをあげた。このような経営慣行は、確かに当時の日本の特徴といえ

るが、日本では企業規模格差による施策の相違が大きい。つまり、大企業、中小企業、零細企業

では、これらの日本的経営の特徴に差がある。これら日本的経営の指摘は特に大企業の特徴とし

て表れている。 

日本的経営では、人材を大事にする結果、労働者の企業への忠誠心は高いものとなっていた。

それは７０年代、８０年代の低い転職率に現れている。（図表３－２参照） また、人材、特に現場労

働者レベルでの基礎能力の高さが特徴であり、これらは、中等教育や高等教育への高い進学率に

裏付けられている。労働組合も産業別でなく、企業別組合で、労使対立が激しくなかった。これらも

ヒトマネジメントの結果である。 
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図表３－２ 

 

また、野中郁次郎・竹内弘高（１９９５）は、「日本企業は、組織的知識創造の技能・技術によって

成功してきたのだ、ということである。組織的知識創造とは、新しい知識を作り出し、組織全体に広

め、製品やサービスあるいは業務システムに具体化する組織全体の能力のことである。これが日本

企業成功の根本的要因なのである。なぜ日本企業が成功したかについての理論はたくさんあるが、

我々が突き止めたのは、組織の最も基本的で普遍的な要素である人間知であった。」と、述べてい

る。この人間知が TQC などの高い品質に結集したのである。 

次に、モノであるが、日本の物作りにおいては、ＪＩＴ、カイゼン、ＱＣサークルなどのボトムアップ

による生産性向上に特徴がある。 

ジャストインタイムはトヨタ自動車の創業者の豊田喜一郎が提唱し、大野耐一が中核となり開発さ

れた生産マネジメント手法である。生産プロセスの同期化を計り、プロセスでの手持ち部材などを

最小限にするカンバン方式に代表される。カンバン方式では、製造の各工程での手持ち材料をカ

ンバンという小さなボードによって最小限にコントロールするトヨタ独自の手法である。 

また、カイゼンは、現場従業員のチームワークによるボトムアップがその特徴であるが、現場レベ

ルでのムダ・ムラ・ムリなどを無くす改善作業である。特に現場労働者レベルでの基礎能力の高さと

勤勉さに裏付けられた高生産性はこのカイゼンによってもたらされている。 

さらに、１９６２年ＱＣサークルが生まれ、製品完成後の検査に頼るのではなく、工程内での品質

の作り込みが大切だという考え方が浸透した。当時、東京大学教授であった石川馨は、各職場で

小グループをつくり、ＱＣ活動を進めて行くことを促進し、そのグループをＱＣサークルと名づけた。   

このＱＣ活動の原点は、１９５０年代にデミングがもたらしたものであった。そのデミングの哲学は

以下の１４ポイントにまとめられている。この 14 ポイントを第 2 章で述べた９スキルと関係づけると以
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下のようになる。 

１． 競争力を付け、事業を守り、雇用の場を提供するために、製品とサービスを改善する企業目的

を掲げ続ける。（計画と組織化力） 

２． 新しい考え方を受け入れる。我々は日本によって創造された新しい経済の世紀に生きている。

欧米的マネジメントスタイルを変革することは、産業の衰退を止めるために必要である。（問題

解決力） 

３． 品質を向上させるために検査に頼るのはやめる。まず品質を製造工程内で作り込むことによっ

て、検品の必要性を大幅になくす。（問題解決力） 

４． 低価格を追求する企業をほめるのはやめる。購買機能は製品設計と統合されなければならな

い。販売部門もえりすぐりの部品メーカーと共同で仕事をしなければいけない。この目的は、立

ち上げコストだけでなく、コスト全体を提言することにある。（問題解決力） 

５． 品質と生産性を向上させ、その結果コストを低減させるために社内のすべての活動を継続的

に改善する。（リーダーシップ） 

６． マネージャーも対象にしたうえで、OJT をシステム化する。（人材育成） 

７． 監督業務を組織的に行う。監督の目的は社員が効率的に働き、機械が故障せずに動けるよう

にすることにある。（目標達成力） 

８． 生活不安を解消し、社員全員が会社のために効率的に働けるようにする。（リーダーシップ） 

９． 部門間の壁をぶちこわす。研究開発、設計、販売、生産に携わる社員は、一つのチームとして、

製品・サービスに発生する問題に共同で取り組む。（計画と組織化力） 

１０．欠陥ゼロや新しい生産性目標達成を作業者に求めるようなスローガンやかけ声はなくしなさい。

そのようなかけ声は反感を買うだけだ。劣悪な品質と低い生産性のほとんどは会社の仕組みにあり、

作業者の責任範囲を超えている。（計画と組織化力） 

１１．一日あたりのノルマを規定する作業標準をなくしなさい。データを使うことで作業者に支援を与

え、アドバイスをあげなさい。（目標達成力） 

１２．時間給作業者から職人の誇りを奪うようなムダな仕組みはなくしなさい。監督者の責任は、厳

しいノルマ管理から品質管理と転換しなければいけない。（リーダーシップ） 

１３．教育と再訓練のために活性化プログラムを編成しなさい。新しい技能が、技術・原材料・サー

ビスの変更のために必要になるから。（人材育成） 

１４．企業内全員がチームメンバーとして働き、変革を実現しなさい。（リーダーシップ） 

特に、製造業での、ＱＣ活動における品質改善の取り組みは、国際市場での日本製品の品質の

高さを促進した。その成功例は、家電産業や自動車産業に見ることができる。 

トヨタは、デミングの哲学を実現するトップ企業になっている。トヨタはデミングの哲学を進化させ、

リーン生産方式を完成させた。この生産方式は以下の３つのシンプルな原則から成り立っている。 

① ジャスト・イン・タイム生産方式 

② 品質に対する責任は全社員にある 

③ 価値連鎖 
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この QC サークルは生産現場のみならず、営業や、事務部門、設計や研究開発部門にも拡大さ

れ、全社的な TQC へと発展した。さらに、企業経営全体の改革や、顧客品質の追求のために、

TQM へと進化していった。この TQC,TQM の成功が米国に影響を与えたのであった。 

最後に、カネであるが、高度成長期の日本企業は、日本的経営に代表されるように、高貯蓄率

を背景とした低金利での資金調達が可能であった。メインバンクを中心として、低金利の資金を調

達することが可能であった。また、株式もメインバンクや関連企業が安定株主として所有したので、

株主からの過度な利益追求はなかった。宮崎義一（１９７６）によると、１９７０年度の巨大企業の支

配構造は、会社支配５７．１％、経営者支配２０．７％、家族支配２０．６％となり、この会社支配とは、

企業集団内部の巨大企業がグループ企業の株式を相互に持ち合うことによって、企業集団全体と

して支配する形態である。持ち合い比率（グループ内企業の総株式発行数に占めるグループ内企

業が相互に持ち合っている株式数の割合）は、７０年代において、住友系２０．１１％、三菱系１９．４

５％、第一系１７．１９％。富士系１４．５６％、三井系１２．９３％、三和系１１．１８％となり、１０～０％

の相互持ち合いによって企業集団としての支配・決定をしている。このような構図によって、企業の

所有を安定させ、直接金融も間接金融も容易にできる体制であった。 

以上のように、１９７０，８０年代の日本は、ヒト・モノ・カネがうまくかみ合って、製造業におけるグロ

ーバルな優位性が、日本経済を牽引したと言っても過言ではないだろう。このように、ヒト・モノ・カ

ネマネジメントは、経済の成長期における過去の延長線上での経営を進めるには非常に有効なも

のであった。しかし、環境変化の激しい現代において必要な経営戦略の視点が欠如していると考

えられる。２１世紀の日本を取り巻く環境は、変化が激しく、予測が難しいものになっている。２０世

紀の終わりに、誰もが予測できなかった大企業の倒産が起きた。その代表が山一証券の自主廃業

である。その後も、大企業が倒産するケースが相次いだ。帝国データバンクの調査によると、２００２

年度では、上場企業の倒産は、前年の倍になった。このように、大企業であることだけが生き残りに

優位な条件ではなくなった。今求められる生き残りの条件は、環境の変化をビジネスチャンスとする

ための変革を行うことである。そのためには今までのやり方を根本的に変えることが重要である。 

 

３－２．現代日本企業の業績不振の要因分析 

現在、多くの大企業が業績低迷にあえいでいる原因は、環境の変化によるところが大きい。特に、

グローバル化の進展、IT 革新、人材の多様化、金融システムの劇的な変化をあげることができる。

このような変化に日本の大企業が適切に対応できなかったことが、業績不振を招いている。 

グローバル化の進展では、アジア諸国、特に韓国、台湾、最近では中国の台頭が著しく、低い

人件費コストなどによる優位性を顕著に拡大してきている。また、ITの普及を世界的に比較すると、

日本は韓国に後れをとっている。今後、中国でも拡大が予想され、今後の展開次第では、日本を

追い越したＩＴ大国になる可能性がある。 

このような環境変化だけでなく、ヒト・モノ・カネに関する要素も激変してきている。 

まず、人材の多様化については、正社員雇用が減少し、非正規社員の割合が急激に上昇して

いる。平成１４年就業構造基本調査によると、雇用者に占める「男女別非正規就業者」の割合は、
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平成９年から 14 年にかけて男性は 10.1％から 14.8％に、女性は 42.2％から 50.7％へいずれも大

きく上昇した。（図表３－３参照） 一方、「正規の職員・従業員」の割合は男女とも低下している。長

期的にみても「非正規就業者」の割合は上昇を続けているが，この５年間はその傾向が男女とも顕

著である。 

 

資料出所：平成１４年就業構造基本調査 総務省 

図表３－３  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、若年者では、男女ともに高い転職率。離職率を示している。（図表３－４参照） これは、最

近の不況による就職状況の悪化により、希望する就職ができていないことが原因の一つと考えられ

る。 
 

資料出所：平成１４年就業構造基本調査 総務省 

図表３－４ 
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 NHK特集「フリーター417万人の衝撃」によると、フリーターの数はここ10年で2倍になっており、 

労働人口の5人に1人がフリーターである。今後も増加傾向にある。また、フリーターのうち 70％は

正社員になりたいのになれていないのが現状である。フリーターの生涯賃金は正社員の 4 分の 1

であり、平均納税額は正社員の5分の1である。この状況が続くと、将来には日本のＧＮＰを１．９％

下げると予測されている。 

図表３－５ 年々増加するフリーター 

資料出所：平成１５年版 国民生活白書 内閣府 

 

フリーター増加の原因は、10年以上続いた不況による企業の新卒社員の採用減少や、企業
競争のグローバル化による国内労働の空洞化である。今後、企業は、このような状況を改

善する努力が必要である。一方、大学教育においては、卒業生のフリーター化への対策に

取り組む姿勢が生まれている。就職部などによるサポート強化や、正規授業での仕事や働

くことへの教科の導入である。 
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モノについては、日本の製造業に空洞化現象が起こりつつある。多くの日本製造業が、安い人

件費を求めて、アジア、とくに最近では、中国に工場を移転し、日本国内の工場を閉鎖するという

事態を招いている。（図表３－６参照） また、９０年代の産業別従業者の推移を見ると、製造業従

事者の著しい減少が顕著である。（図表３－７参照）  

 

 

 

 

図表３－７ 
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図表３－６ 

  

 

 

 

 

 

 

 

         資料出 ・企業調査データより作

資料出所：海外事業活動基本調査 経済産業省 2002 年 
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現在、三菱自動社のリコール問題がクローズアップされているが、経営体質の問題とともに、日

本製造業の品質管理の危うさを露呈している。これは自動車業界だけのことではなく、携帯電話、

電化製品、食品などでも顕著になってきている。この原因としては、製造コスト削減による人材リスト

ラや若者のもの作りへの動機不足、高度な技術への製造工程の遅れなどがあげられるが、日本の

製造現場では、職人技といわれる技術や技能の低下および伝承に大きな課題がでてきている。若

手の技能者を育てる余裕と、若手の意欲が欠如し、組織としての技術力低下が起こっている。さら

に、いわゆる人減らしによって、正社員比率が激減し、現場での人材育成がうまくいっていない。ま

た、高度な技術による微細化や設計技術の高度化と製造行程とのギャップも大きな課題である。 

次に、金融システムの変化では、銀行の体力が不良債権処理により、著しく低下している。また、

国際基準による自己資本率の制限は、不良貸し出しの制限を招き、いわゆる貸し渋り、貸しはがし

現象を起こしている。これは間接金融に頼る企業にとっては非常に厳しい状況であり、直接金融と

のバランスを考えた経営が余儀なくされる。両金融による資本コストは、１９７０年代の低コスト時代

から徐々に増加し、現在では日米が同じ資本コストになっている。日米の資本コストの差は、経営

に非常に大きな影響を及ぼす。たとえば、１９８４年の米国７％と日本３％の場合を例にとって考察

すると、下記の例の場合、２００億円もの EVA の差が出る。 

 例）税引き後営業利益１０００億円 投下資本５０００億円とすると、 

   資本コスト７％の場合の資本コスト額は、３５０億円 EVA は６５０億円 

   資本コスト３％の場合の資本コスト額は、１５０億円 EVA は８５０億円 

＊EVA（経済付加価値）＝税引後営業利益―投下資本×資本コスト 

このように、資本コストの差は、経営に多大な影響を及ぼす。日本企業にとって、１９７０、８０年代

の低い資本コストは、米国企業との競争優位の一要因となっていた。９１年には、日米が同一の資

本コストになったことは、日本企業にとって、競争優位の一要因が消滅したことを意味する。 

資料出所：平成４年 年次経済報告 経済企画庁 

図表３－８ 
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また、日本企業は、事業ポートフォリオの集中と選択の重要性を言葉では掲げるが、実際は競争

力のない負け犬の事業でさえも、存続させる。その存続理由は、事なかれ主義の台頭とその事業

で働いている従業員を解雇することが難しいと判断されるからである。 

事業部組織でのもたれ合い経営は、黒字部門が、将来性の低い赤字部門を支えるというもので、

その結果として企業全体が利益性の低い体質になってしまうものである。持ち合い株で、直接金融

を行っていた時代は、このような経営が許されていたが、持ち合い株でなく、一般株主主体の株主

構成では、このような経営は許されない。いわゆる、ＲＯＥ、ＲＯＡ、フリーキャッシュフローなど、利

益性や効率性が重視される。そのためには赤字部門の売却や撤退を考慮した事業再構成や人材

のリストラをも行うことが必要となる。 

これらの外部環境変化と「ヒト・モノ・カネ」に関する要素が複雑に変化し、企業が十分な成果を

生み出せない状況に陥っている。つまり、内外環境の変化に「ヒト・モノ・カネ」マネジメントが適応で

きていない状況になっている。 

 

３－３．日本企業の明暗 

日本における高業績企業を、法人申告所得ベスト３０の１９７４年で見ると、新日本製鐵、三菱重

工業、久保田鉄工、川崎製鉄などのいわゆる重厚長大の企業がランクインしていた、バブル期の１

９８４年度では、日本銀行、住友銀行、富士銀行、第一勧業銀行、三菱銀行、三和銀行、日本興業

銀行、東京銀行、東海銀行、日本生命保険、第一生命保険、野村証券、大和証券がランクインし、

金融・保険業が隆盛を誇っていた。また、２００３年度のベスト３０と１０年前の１９９４年との比較では、

トヨタ自動車、東京電力、全国共済農業（連）、関西電力、中部電力、武田薬品工業、セブン・イレ

ブン・ジャパン、東京海上火災保険、JR 東海、九州電力、明治生命の１１社が同様に３０位以内に

ランクインしている。この３０年すべてにランクされているのは、トヨタ自動車、日本IBM、関西電力の

３社のみである。このように、経営を高レベルで維持することは非常に難しいものである。（図表３－

９参照） 

また、２００１年度のＥＶＡの観点から分析すると、ＴＯＹＯＴＡ、日産自動車、キャノン、武田薬品、

任天堂が上位を占め、日立、ＮＥＣ、松下などの家電・電気メーカーが最悪の結果となっている。 

これは、家電・電気メーカーが米国のＩＴバブル崩壊の影響を受けた結果であるが、これほどまでの

悪い結果を招いたことは、経営戦略の根本的な失敗による。米国 IT 業界偏重の戦略であり、ポー

トフォリオ戦略を無視したものである。（図表３－１０参照） 

このように、業界による経営状況格差はあるものの、同業界であっても企業間格差が著しい。こ

れは、ひとえに経営の格差が原因となっていると考えられる。 
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１９７４年 １９８４年 ２００３年

1 アラビア石油 トヨタ自動車 トヨタ自動車

2 松下電器産業 日本銀行 東京電力

3 新日本製鉄 東京銀行 本田技研工業

4 日立製作所 松下電器産業 全国共催農業（連）

5 トヨタ自動車工業 アラビア石油 キャノン

6 第一勧業銀行 日立製作所 ＪＲ東日本

7 住友銀行 関西電力 武田薬品工業

8 富士銀行 中部電力 ボーダフォン

9 三菱重工業 住友銀行 関西電力

10 日本鋼管 富士銀行 東京海上火災保険

11 三菱銀行 第一勧業銀行 中部電力

12 日本アイ・ビー・エム 三菱銀行 武富士

13 三和銀行 日本生命保険 アコム

14 久保田鉄工 日産自動車 ＮＴＴドコモ関西

15 三井物産 野村証券 セブン・イレブン・ジャパン

16 小松製作所 日本アイ・ビー・エム 九州電力

17 ソニー 三和銀行 ＪＲ東海

18 関西電力 東芝 明治安田生命保険

19 東海銀行 日本興業銀行 日本アイ・ビー・エム

20 川崎製鉄 第一生命保険 東北電力

21 太陽神戸銀行 富士写真フイルム アイフル

22 ブリヂストンタイヤ ソニー プロミス

23 三井銀行 東京瓦斯 デンソー

24 ジャパン石油開発 日本電装 山之内製薬

25 鹿島建設 東京銀行 ＮＴＴドコモ九州

26 武田薬品工業 東海銀行 東京瓦斯

27 三菱商事 大阪瓦斯 ｱﾒﾘｶﾝﾌｧﾐﾘｰ生命保険会社

28 東京銀行 インドネシア石油 日本コカ・コーラ

29 住友金属工業 大和証券 花王

30 協和銀行 富士通 ＮＴＴドコモ東海

図表３－９ 法人申告所得推移  

 

 

 

資料出所：週刊ダイヤモンド別冊 日本の会社ベスト７万１０７６社（２００４年版）  

図表３－１０ 企業業績格差 

１．トヨタ自動車 ２３６２億円 １．日立製作所 －５８１９億円 

２．ホンダ ２２１９億円 ２．松下電器産業　 －４６５５億円 

３．武田薬品工業 １７５０億円 ３．ＮＥＣ －３９７０億円 

４．日産自動車 １４５３億円 ４．東芝 －３０１０億円 

５．任天堂 ７６０億円 ５．富士通 －２５００億円 

２００１年度　ＥＶＡワースト企業 ２００１年度　ＥＶＡベスト企業 

資料出所：週刊東洋経済 ２００２．１１．２号より作成 
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３－４．変革しないリスク 

日本にとって、２０世紀は右肩上がりの経済と言われていた。企業にとって、環境は予測可能で、

安定した成長を続けることができた。特に、製造業においては、その成長に資本と設備を充実させ、

良いものを安く、大量に製造することが成功につながった。過去の延長線上に未来があり、過去の

踏襲こそが発展につながった。その状況では、過去を大きく変革することはリスクと考えられた。 

しかし、２０世紀末において、山一証券の自主廃業に始まる大企業倒産の連鎖は、２１世紀はも

はや、大企業にとっても、安定したものでなくなったことを気づかせるものであった。過去に経験し

たことが無いような２１世紀の不安定な環境を乗り切るためには、過去の踏襲はもはや通じないこと

を認識せざるを得ない。激変する環境において、変わらないこと自体がリスクとなった。 

２０世紀の変革することがリスクであることから、２１世紀では、変革しないことがリスクとなった。 

図表３－１１ 

変革するリスクから変革しないリスクへ

２０世紀　　　末期

過去の発展の
延長線上に
未来があった

２１世紀
過去の発展の延長線上
にもはや未来は無い

現在

予測可能な環境
から
不透明な環境へ

過去に経験の無い

不確実な環境

変革できる企業は生き残る

変革できない企業は滅びる

変革しない
リスク

資本、設備 人材、戦略

ビジネスチャンス

脅威
＋

未来が不透明に
なった

変革する
リスク

 

２０世紀から２１世紀にかけては、第２章で考察したように、R.フォスターのいう「技術の不連続期」

であり、G.ハメル・C.K.プラハラドの指摘する「コアコンピタンス不在」、M.ハマーの「不連続思考」で

ある。また、日本にとって２１世紀は、C.M.クリステンセンのいうように、「偉大な企業はすべてを正し

く行うが故に失敗する」時代なのである。 

 

３－５．日本企業の変革の方向性 

多くの大企業が業績不振に陥った一方、変革を行った企業は高業績を保っている。それらの企

業をリスク（回避かテイクか）と主義（個人か集団か）の２軸で、類型化する。 

１９８０年オランダの経営学者ホフステッドは、世界４０カ国の文化を５つの軸で分類する大規模

な調査を行った。その軸は、不確実性への対応、男女性別社会の程度、権力格差の容認度、個

人主義の程度、短期視点と長期視点の程度の５つであった。その中の不確実性への対応と個人

主義の程度の２軸に注目する。ホフステッドの調査によると、米国は個人主義とリスクテイクの象限

に位置し、日本は集団主義でリスク回避の象限に位置する。２１世紀において、日本がその位置に
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居続けることは衰退を意味する。日本のとるべき方向性は、米国と同じ位置ではなく、日本の強み

である集団主義を維持しながら、リスクテイクすることである。 

図表３－１２ 

 

このような集団主義で、リスクテイクをして成功した企業は、トヨタ自動車である。法人申告所得の

推

 

資料出所：週 ）より作成 

トヨタ自動車 松下電器産業を同様には語れないが、トヨタ自動車は、集団主義を活かした形で、

リス

個人主義集団主義

リスク回避

リスクテイク

多くの欧米企業

多くの日本企業

移を見ると、１９７４年にはトヨタ自動車を上回っていた松下電器産業は、その後、トヨタ自動車の

拡大成長基調とは逆に、１９９１年をピークに減少傾向にある。 

図表３－１３ 
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刊ダイヤモンド別冊 日本の会社ベスト７万１０７６社（２００４年版

 

と

クテイクする方向に向かってきている。最近、松下電器産業も、中村社長の改革によって、確実

に、リスクテイクする方向になり、大胆な改革が実行されてきている。 
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トヨタ自動車では、奥田会長が１９９５年８月に社長に就任し、「変わらないことは悪だと思え」と、

組

れる。日本

企

はイノベーションのジレンマでクリステンセン（１９９７）が提言して

い

マで破壊的技術に対抗する為の施策として以下の４つ

を

の開発を、そのような技術を必要とする顧客がいる組織にまかせることで、プロ

きになれるように小規模にする。 

を商品化するための初

った市場を見つ

 

トヨタの「ｂB」開発の例では、破壊的技術は、若者の車づくりに関するものであり、現在では破壊

レ

織変革へのとり組みを促進した。奥田会長は、２０才代では、トヨタが首位ではなく、ホンダが第

一位のシェアであることをリスクと考え、２０才代に支持される車づくりを行うことを実行した。その組

織は VVC（バーチャルベンチャーカンパニー）といい、３０才代のプロジェクトリーダーを長として、

プロジェクトを東京本社ではなく、東京の世田谷に設置した。その結果、トヨタらしからぬ、個性的な

デザインの「ｂＢ」が誕生した。このプロジェクト自体の成功は、経営数字への貢献はインパクトが少

ない。しかし、本社の開発チームへの刺激が十分あったと、奥田会長は語っている。 

トヨタ自動車の高業績はリスクをとる企業文化を作り上げたことが大きな要因と考えら

業は、村社会と言われ、協調性が重んじられ、出る杭は打たれるといったことがよく言われるが、

欧米のような個人主義社会では無い。カリスマ的なトップが企業文化を変えることはあるが、その成

功にはトップを取り巻く、上級管理職や中管理職のチームワークが不可欠である。但し、チームワ

ークは稟議制度に代表されるように誰もが責任をとらない体質を生み出す。稟議における捺印は

責任の所在は明らかにしているが、同時に責任の共有化を促進している。責任が共有されるという

ことは、だれも責任をとらないことになりかねない。リスクを積極的に保有するためには、リスクの分

析を冷静に行い、リスクを最小限にするものの、最終的にリスクをとることを決断することである。積

極的なリスク保有が求められる。 

トヨタ自動車のＶＶＣプロジェクト

る内容と非常に近いものとなっている。 

クリステンセンは、イノベーションのジレン

提言している。 

①破壊的技術

ジェクトに資源が流れるようにする。 

②独立組織は、小さな勝利にも前向

③失敗に備える。最初からうまくいくと考えてはならない。破壊的技術

期の努力は、学習の機会と考える。データを収集しながら修正すればよい。 

④躍進を期待してはならない。早い段階から行動し、現在の技術の特性に合

ける。それは現在の主流市場とは別の場所になるだろう。主流市場にとって魅力の薄い破壊

的技術の特性が、新しい市場を作り出す要因になる。 

ベルは低いものの、ホンダの若者対象の車づくりをこのまま放置しておくと、将来、真の破壊的技

術となると考えたと思われる。そのために、VVC という独立組織を作り、その組織に、若者という顧

客に専念した開発体制をとらせたことが勝利といえるであろう。ただし、トヨタは失敗に供え、シャー

シーの共通化をはかるなど、共通部品を使用することで、開発のスピードを上げるとともに、失敗に

供え、最小限の新規投資をしていたと言える。また、「ｂB」は若者の中でも、デザインの好き嫌いが

分かれるものであり、主流ではあり得ない。これらの点を考えると、トヨタの VVC は、クリステンセン
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の①から④の要素をすべて兼ね備えたものであったと考えられる。 

 

今後多くの日本企業が変革をめざし、集団主義を活かした形でリスクテイクを行うためには、

様

迷した１９９０年代以降、多くの日本企業は次々と発表される新しい経営理論を導入してきた

が

ある。ゆえ

に

知と

カ

々な意見のとりまとめと調整が必要となる。論理的にものごとを進め、合意形成をはかっていくこ

とが集団主義では必要である。変革における論理性は、その組織にあったマネジメント理論に基づ

くことによって補強されると考えられる。企業を取り巻く環境が複雑化し、働く人材の価値観も多様

化している現在において、企業の体質変革には、経営理論の裏付けが益々必要となってきてい

る。 

低

、成功している企業は少ない。その理由は、経営理論はすべてに効く処方箋ではないという一

語につきる。つまり、ある企業に効果があったとしても、他の企業に効くとは限らない。このことを十

分に認知しておくことが重要である。患者一人一人に処方箋があるように、経営理論の適応もその

企業に適合する形にカスタマイズする必要がある。そのカスタマイズのためには、外部の人材では

なく、企業内部の人材が、その経営理論を熟知し、行うことが一番有効であると考える。 

また、多くの経営理論は、その理論を特徴づけるために、ある部分を強調する傾向が

、企業がその理論を適応するとだけでは、部分最適に陥る恐れがある。経営はバランスが大事

であり、全体最適が不可欠である。部分最適は全体最適を阻害することすらある。 

以上のように、経営理論に基づく納得性の高い変革を行う場合、社内人材の経営理論の熟

スタマイズの必要性、さらに全体最適であることを十分に意識することが必要である。この視点か

ら、社内人材の経営知識の育成と、自社課題の解決へのカスタマイズ、さらに経営全体を総合的

に把握できる経営フレームワークが重要と考えられる。 
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３－６．日本企業の変革の手法としての３S+T モデル 

第２章で述べた経営体系の個々の理論は、非常に優れたものであるが、１企業がすべての概念

を取り入れることはできない。日本企業は、過去から、多くの米国経営手法を取り入れてきている。

新たな理論が出るやいなや飛びつく現象が見受けられる。経営は理論のつぎはぎではうまくいか

ない。経営には理論の統合が必要である。その意味から「ヒト・モノ・カネ」の３つの視点で経営を統

合して運営することは非常に理にかなっている。しかし、」現代には通用しないので、それに変わる

統合理論が必要となっている。 

第２章で考察した７S は、経営の統合としての視点では、非常に有効なツールである。しかし、現

実に企業内で使いこなすには困難が多いことも述べた。そこで、７S を変形する経営フレームワーク

として、３S+T を提言する。７S をベースにして、重要な４視点として、戦略、システム、人材、技術を

抽出した。これが３S＋Tモデルである。 

アルフレッド D.チャンドラーの「組織は戦略に従う」という言葉は非常に有名であるが、企業をマ

ネジメントする要素として、戦略と組織は不可欠である。３S+T の Strategy（戦略）には、上位概念と

してビジョンが含まれ、全社戦略と部門戦略の２レベルがあり、さらに、市場や製品レベルにまで落

とし込んだマーケティング戦略が含まれる。さらに単年度計画などの実行計画も含まれる。次に戦

略を実行するためには、組織構造や、運営の仕組みやルールが必要となるが、それらは３S+T の

System（システム）に含める。また、戦略を実行し、組織を運営するためには、運用する人材が必要

となるが、トップマネジメントから現場の労働者までが、人材の要素となる。これらは Staff（人材）の

中に含める。最後に、コアコンピタンス経営で指摘された競争力の核となるもの、それを技術と呼ぶ。

技術は、工学的な技術のほかに、ノウハウや販売力といったものなども含まれる。この技術が３S+T

の Technology（技術）である。 

図表３－１４ 

７Sと３S＋Tの関連性

ｓｔｒａｔｅｇｙ
（戦略）

ｓｙｓｔｅｍ
（システム）

ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ
（組織構造）

ｓｋｉｌｌ
（スキル）

ｓｔａｆｆ
（人材）

ｓｔｙｌｅ
（スタイル）

sｈａｒｅｄ
　ｖａｌｕｅ
（共有価値）

ｓｔｒａｔｅｇｙ
（戦略）

technology
（技術）

ｓｙｓｔｅｍ
（システム）

７Ｓ

３Ｓ＋T

ｓｔａｆｆ
（人材）
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３－７．３S+T モデルでの企業分析 

３－７－１．日産自動車 

企業は、マネジメントによって再生する。そのことを日本人に教えてくれた一人が、カルロス・ゴー

ンである。瀕死の日産自動車を、見事に再生したのである。彼は、硬直化した官僚的な組織風土

にメスを入れ、組織横断チームを設立、若手を登用し、従来の経営慣行などをいっさい排除した。 

この結果、就任１年後の２００１年３月期に、過去最高の３３１１億円の連結最終利益を確保した。そ

の後、２００２年度に、日本市場で６車種、米国市場で７車種など、全世界で２２車種の新車を販売

することを明らかにした。 

日産の復活劇は、トップのリーダーシップによるところが大きい。つまり、３Ｓ＋ＴのＳｔａｆｆ（人材）

がキーとなった。ルノー出身のゴーン氏が社長に就任して以来、劇的に業績を回復した。彼の強

いリーダーシップによって、大変革が行われた。歴代の日本人社長ではなし得なかった大変革を

見事に行った。但し、ゴーン氏以外にも、ミドル層の活躍を忘れてはいけない。 

このゴーン氏のリーダーシップに基づいて、リバイバルプランという、コスト戦略が計画され実行され

たが、その中心として、ミドル層が実際に活躍した。各プロジェクトのリーダーは、日本人ミドルであ

り、多くのコスト課題を解決した。 

次に、Ｓｔｒａｔｅｇｙ（戦略）であるが、まず肥大化したコスト体質を大胆にスリム化するリストラを戦略

的に行った。九州、京都の工場を閉鎖し、２万人の首切りを行った。それと共に、コストカットを戦略

的な数字として２０％という大胆なものにした。改善ではなく、改革である。のコスト戦略が成功した

上で次の戦略として、日産を象徴するフェアレディＺを復活させる決断をした。フェアレディＺは世

界で一番売れたスポーツカーとして、日産の象徴的な車であった。しかし、経営悪化と共に、生産

が中止されていた。それを復活させることにより、日産の再生イメージを定着させ、それ以降の新車

投入戦略のスタートの象徴とした。コスト戦略から、新車投入戦略の見事な転換である。 

第３に、Ｓｙｓｙｔｅｍ（システム）であるが、これは、コスト戦略と一体となっているが、日産の系列に

こだわらず、グローバル購買を材料購買の仕組みとしている。日産３－３－３プログラムというサプラ

イヤー・購買部門・技術開発部門の三者が一体となって取り組む仕組みを構築した。また、購買の

戦略的な競争力強化を目指して、ルノー・日産の提携の下に共同購買会社「ルノーニッサンパー

チェシングオーガニゼション（ＲＮＰＯ）」を設立した。さらに、日産生産方式（Nissan Production 

Way：NPW）の体系化を進め、顧客と同期化した受注確定生産の実現を目指している。 

最後に、Technology（技術）であるが、日産の技術力は過去から定評があったが、デザイン力を

飛躍的に高めるために、いすずから、優秀なデザイナーを役員として採用したことによる強化や国

の安全基準の達成度合いの高さが、日産の安全技術力のレベルを示している。研究開発費は、２

０００年度２３１７億円であったものを、２００２年度では３００３億円へと大幅に増大させている。 
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３－７－２．松下電器産業 

日産と同様、中村社長のリーダーシップが Staff で、一番重要なポイントである。中村社長は、変

革のためには、過去のタブーを一切無くした。松下は、人材を大事にする経営として、世間に知ら

れており、人材をリストラすることは、タブーであった。中村社長は、そのタブーに挑戦し、早期退職

制度を実現し、１万３０００人のリストラを断行した。退職者の約７割が５０歳代であり、工場に勤務す

る管理職でない５０歳代社員が典型的な例であった。さらに、組織のフラット化が促進された結果、

若手の重要ポストでの活躍が余儀なくされている。また、グローバルでのローカル人材の活用ととも

に、女性社員の経営参画を促進しているところに、Ｓｔａｆｆとしての特徴がある。 

次に、Strategyとして、「創生２１計画」が作成され、「超・製造業」モデルが打ち出された。このモ

デルは、強いデバイスの育成、スピーディーなもの作り、顧客本位のサービス創出の３点が重要な

要素である。デバイスとサービスソリューションで収益を稼ぎ出す、いわゆるスマイルカーブの実現

を目指している。 

また、破壊（構造改革）と創造（成長戦略）というポートフォリオ戦略を実施し、「デジタルテレビシ

ステム」、「半導体」、「移動体通信」、「光ディスク」、「ディスプレイデバイス」の５つの分野が事業構

造改革の牽引役と位置づけられ、「選別と集中」の観点から戦略的に取り組みが行われた。その結

果、Ｖ商品８８品目が国内外に投入され、たとえば、ＤＶＤレコーダーは、日本でのシェア１位を確

保した。 

System として、２００３年、組織のセグメントが１５の事業ドメインに再偏された。各事業ドメイン会

社は、その事業についてのすべての権限と責任を持ち、一層のエンパワーメントが促進されている。

また、部課長制からグループ制に移行し、最大５階層に分かれていた組織を２階層に圧縮し、フラ

ット＆ウェブの組織作りがめざされている。さらに、販売チャネル、特にナショナルブランドで有名な

松下販売チャネルの改革も行い、それまでの一律の手厚い保護から、時代の要請にかなう専門性

とビジネスへの情熱を備えた経営者のいるショップを選別し、支援する姿勢に転換した。 

一方、業績管理の手法として、資本収益性を表すキャピタル・コスト・マネジメント（ＣＣＭ：松下版

EVA）と資金総出力を表すキャッシュフローを経営指標として、事業の目標が明確にされている。 

最後に、Technology として、生産技術の転換を図っている。国内工場の多くで、大量生産のライ

ン生産から、少量多品種生産のセル方式に生産方式がシフトしており、各工場が独立採算を原則

としたＥＭＳ（エレクトリックマニュファクチュアリングサービス）の発想を取り入れている。さらに、ＩＴを

活用した SCM（サプライチェーンマネジメント）のもとに、顧客視点でのもの作りをめざし、スピード

化と品質の高さの両立を目指している。 

また、松下は、強いデバイスの中核として、ナノテクノロジーを駆使した半導体（システム LSI）に

集中投資して、知財とブラックボックス化を行い、上流行程での利益獲得に特化している。魚津の

半導体工場には２００３年度１３００億円の投資が行われる。 
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３－７－３．トヨタ自動車 

トヨタ自動車の奥田会長が１９９５年８月に社長に就任して以来、「変わらないことは悪だと思え」

の強いリーダーシップによって、変革が行われている。奥田会長、さらにその精神を受け継ぎ実践

している張社長の強いリーダーシップが Staff で、一番重要なポイントである。張社長は、グローバ

ルトヨタの本拠である日本で、若い世代に技術や考え方を伝承し、きっちりと育てあげることと、世

の中の変化にいかに対応していくかが重要であると述べている。 

このように、変革の遺伝子が現場・現物主義として、人材に伝承されている点が、トヨタの強さで

ある。現場では、チェンジリーダーとしてのキーマンが、ビジョン思考に基づいて、現場での問題解

決を行っている。この変革型人材の存在がトヨタの特長である。 

次に、Strategy として、トヨタは、“Innovation into the Future”をテーマとして目指すべき企業像と

変革を提言した「トヨタ2010年グローバルビジョン」を策定し、その実現を目指している。創業以来、

トヨタで受け継がれてきた経営の価値観と、モノづくりにおける知恵と考え方を集大成した「トヨタウ

ェイ」のもとに、フルラインの商品ラインアップを強みに、世界にトヨタ車を普及させつつ、地域バラ

ンスのとれた安定した事業基盤づくりを目指している。２０１０年には、グローバルシェア１５％達成と

いう目標を掲げている。また、次世代の水素エンジンと現在のガソリンエンジンとの間に、ハイブリッ

ドカーを登場させ、そのシェアを一気に拡大させた。このハイブリッドシステムを競合である日産自

動車に供給することも決定している。また、ＧＭなどとの業務提携、合弁会社設立などの戦略性は

非常に高い。 

System としては、車の開発、調達、生産、販売のあらゆる事業領域で、現地化とグローバルなネ

ットワークづくりを推進している。日本においては、独自のコア技術を開発し、研究開発拠点を日米

欧に加え、新たにタイとオーストラリアに研究開発センターを設置した。デザインは日米欧３拠点で

の競作を行っている。生産拠点として、国内では、１２工場を有し、海外では、北米、中南米、欧州、

アフリカ、アジア、オセアニア、中近東に４６の生産拠点を設立している。 

これらのグローバルネットワーク強化のために、２００２年１月に、グローバルトヨタの経営者、ミド

ルマネジメントを育成する起案として「トヨタインスティチュート」を設立した。また、前述した、特別プ

ロジェクトでのｂＢ開発を行うなど、組織構造への変革の視点も備えている。 

最後に、Technology としては、プリウスに搭載されているハイブリッドシステムとともに、燃料電池

ハイブリッド車を世界で初めて米国と日本で発売した。さらに次世代の水素エンジン開発など行っ

ている。これらはすべて、トヨタの高い先端技術の特徴である。また、人間の知能や知覚に近い機

能を備えた「安全技術」の確立や、先端の人間工学指標を取り入れて車を開発する「」ユニバーサ

ルデザイン」の追求を行っている。また、「カンバン」「カイゼン」などグローバルに広く認知されてい

る生産技術が、最大の Technology の特徴といえる。 
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３－７－４．キャノン 

御手洗社長は、本部長クラスを含むトップ層のリーダーシップを重視している。知恵を出し、目標

を決め、戦略を立て、そして先頭を走って結果を出すことだと述べている。また、制度を運用したり、

社内風土を変えることはトップと中間管理職の仕事であり、さらに中間管理職は、当事者意識を持

って上からの指示の内容を解釈し、部下に具体的な支持の方法を示すことが必要と述べている。

さらに人材に求める能力として、本質を見抜く数字力、先送りしない会議力、相手を虜にするプレ

ゼン力、かけ声倒れにしない目標設定力、潜在パワーを引き出す指導力、ライバルに勝つ独創力、

ひと味違う外国語力が重要だとしている。これら、トップと中間管理職の人材像がキャノンのＳｔａｆｆ

の特徴である。 

次に、キャノンの Strategy は、常に技術を基盤として、自己の技術を深めるとともに、新たな技術

を加えて、新しい産業に入る、多角化戦略である。「グローバル優良企業グループ構想」を掲げ、

主力事業をすべて世界ナンバーワンとすることを目指している。１９７０年代までは、カメラを中心と

していたが、１９８０年代から、事務機器のウェイトが急速に増大した。キャノン単体の単体の売上は

2,023,722百万円（2003年12月決算）であり、事業別内訳は、カメラ 24.0％、光学機器およびその

他 7.0％、オフィスイメージング機器 23.5％、コンピュータ周辺機器 45.5％となっている。 

また、グローバル売上では、日本２６．８％に対し、米国３２．７％、欧州３０．３％、その他１０．２％と

なっており、グローバル化戦略が進んでいることが分かる。 

Ｓｙｓｔｅｍの特徴は、独立性の高い事業部制とキャッシュフロー経営による採算性管理の徹底で

ある。製品別に６つの事業部を構成し、企画、総務、人事、開発、生産支援、知的財産などの１９本

部がマトリックス体制で支えている。さらに売上高で約７割を占める海外事業は、米国、欧州、アジ

ア、オセアニアの統括地域本社が、各国の販社や支店を統括管理している。将来は世界３本社体

制で、キャノンジャパン、キャノンＵＳＡ、キャノンＥＵという構造を目指している。 

Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙについて、キャノンは独自技術にこだわり、研究開発を重視している。デジタルカメ

ラ拡販の源泉となった CMOS センサーやデジタル複合機の心臓ネットワークコントローラなどのキ

ーデバイス・キーコンポーネントの内製によって差別化を図りながら、生産技術の革新に挑戦して

いる。研究開発費は１９９１年に１０００億円を突破して、その後業績の拡大とともに増大し、２００３年

度は２６００億円を計画した。また、研究開発の棚卸しという考え方が浸透しており、まず、基礎的な

研究の段階では長く続いていて見込みのないテーマはやめる。製品に持っていけるテーマは製品

化まで持っていく。製品化できた場合でも、３年で見極めて続けるかやめるか、腹を決める。３年で

は見極めがつかず、とりあえず継続したものも、５年で採算が合わなければ、何があってもやめてし

まう。また、キャノンの研究開発部門には、現場の技術者同士が協力して成果を上げる伝統があり、

各部署が臨機応変に協力し合う。キャノンの社内では、共有、使い回しが可能な技術を「要素技

術」、要素技術を盛り込んだ基幹部品を「キーコンポーネント」と呼び、それらをまとめて「キーテク」

と呼び、研究者や技術者が自由にアクセスできる仕組みとしている。 
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第４章 ミドルキャリア層強化の研究  

日本企業の変革はトップだけでなく、ミドル層のリーダーシップが不可欠である。そのミドル層は

全社的な視野を持ちマネジメントできるＴ字型リーダーであるべきである。日本の技術とノウハウを

ベースとした新たなビジネスモデルを構築し実行するために、マネジメント能力を育成する企業内

大学の設置が必要である。米国では、この企業内大学が変革リーダー育成の源泉になっているが、

その企業の現実的な課題を解決するアクションラーニング手法が取り入れられている。 

 

４－１．３S+T モデルにおける人材の視点 

第３章で触れたように、企業の変革は、トップの強いリーダーシップによるところが大きい。トップ

のリーダーシップが無い限り、企業の変革は可能ではない。しかし、トップ一人の力では、企業の

変革はなし得ない。トップの意向を理解し、変革をリードするリーダーの存在が不可欠である。日本

企業の場合、基本的にはボトムアップの経営が根付いており、トップとボトムの間を連結するミドル

の役割が非常に重要である。これは、欧米企業との根本的な相違であり、日本企業の変革にはミド

ルの役割が不可欠である。 

日産自動車のカルロスゴーンは中間管理職によるクロスファンクショナルチーム（CFT）を編成し、

再建策を検討させ、成功に導いた。ゴーンは、「もし、私がトップダウンで再建策を押しつけていた

としたら、計画は失敗に終わっていたでしょう。だから、私は CFT を中心にして、再建の努力をする

ことに決めたのです。それまで。私は経営を再建する職務を果たすたびに、何度もＣＦＴを用いてき

ました。そして、このやり方が非常の効果的であることを確かめてきました。というのも、このやり方を

すると、管理職たちが職務的にも地域的にも、自分の直接の責任範囲を超えて、会社全体のことを

考えるようになるからです。」と、言っている 

図表４－１ ３Ｓ＋Ｔモデル  

 

Strategy System Staff

全社レベル

部門レベル

個人レベル

Technology

全社レベルでの
変革戦略

部門レベルでの
変革戦略

個人レベルでの
変革戦術

全社レベルでの
組織構造と
管理手法

部門レベルでの
組織構造と
管理手法

個人レベルでの
管理手法

トップの変革
リーダーシップ

ミドルの変革
リーダーシップ
（ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙｽｷﾙ）

一般社員の
変革行動

全社レベルでの
技術力

部門レベルでの
技術力

個人レベルでの
技術力
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ミドルに不可欠なスキルは、社内だけでなく、世間や、業界で認められるレベルでないといけな

い

Ｔの視野を備えているべき

で

するシステムと組織構造 

 

 

２．マネジメント教育が必 ル

。環境の激しい時代では、社内の視点だけで開発する能力だけでは不十分で、外部の視点で

必要なレベルの能力開発が望まれている。また、組織を変革するリーダーには、自己の専門分野

における能力はさることながら、十分なマネジメント能力がそなわっていないといけない。そのような

リーダーモデルをＴ字型と呼ぶ。Ｔ字型リーダーとは、縦棒に自分の専門性、横軸が変革リーダー

としてのマネジメント能力をそなえていることである。（図表４－２参照） 

このマネジメント能力には、経営を統括的にとらえることができる３Ｓ＋

ある。３Ｓ＋Ｔマネジメントスキルは以下の要素で構成される。 

Ｓｔｒａｔｅｇｙ 経営戦略とマーケティング戦略 

Ｓｙｓｔｅｍ 人材、キャッシュ、業績などを管理

Ｓｔａｆｆ リーダーシップとマネジメントスキル、モチベーション 

Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ 技術とノウハウなどのコアコンピタンス 

 
図表４－２ Ｔ字型リーダー 

アカウンティング経営戦略

ファイナンスマーケティング

人的資源管理

組織行動学

３S+T

論理思考

専
門
分
野

経営のフレームワーク

経営理念

４－ 要な背景と企業内ビジネススクー  

現在の日本は、技術力の高いレベルにもかかわらず、国際競争力が低下し、民間企業でも同様

より、コンセンサス重視、曖昧な

意

の傾向が見られることは前述した。急速なグローバル化の進展に

志決定、先延ばし思考などはもはや通用しない状況になっている。１９７０～８０年代にもてはや

された日本的経営の強みは、失われつつある。多くの製造業においてその傾向は見られるが、特

に家電製造業において、高い製造技術力は、国内の高コストとのバランスにおいて、競争力を失

いつつある。たとえば、ブラウン管テレビなどの大衆普及製品領域においては、アジア諸国に負け

ている。また、高技術製品においても、欧米や韓国各社との熾烈な競争下におかれている。このよ

うな環境において、日本が生き残る道が不透明になっている。特に、日本国内で、製造に従事する
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労働者の仕事の確保はむずかしくなってきている。 

日本は天然資源が乏しく、加工貿易を主体とする産業構造でしか生き残れないといわれ、長年

の努力で作り上げてきたビジネスモデルが、今まさに真価を問われている。確かに、資源の乏しい

国

が

営スキル強化が必要である。新たなビジネスモ

デ

国のサムスン電子はその競争

力

い限り、技術革新はあ

り得

マネジメント

層

が国際的に豊かになるためには、技術やノウハウといった知恵を主体とした産業構造を構築す

る必要がある。家電や自動車産業などで、まさに実践し、成功をおさめることができた。それは、技

術とノウハウが、国内での製造コストを上回る価値を生み出せる程、国際的に優れていたからであ

る。この価値は国の発展と、国民生活の向上を促進した一方で、バブル経済を生み出した。そして、

バブルの崩壊とともに、ビジネスモデルも修正を余儀なくされている。過去のビジネスモデルは、結

果として、高コスト体質を生み出した。現在、高コスト体質を抱えられるだけの価値を生み出すビジ

ネスモデルはまだ見えていない。対処法的に、人材リストラが行われ、一時的なコスト削減が行わ

れているが、あくまでも短期的な効果しかなく、ビジネスモデルの根本的な見直しになっていない。 

日本が新たなビジネスモデルを構築するとき、技術とノウハウを主体する前提を変えることは難し

い。技術とノウハウを主体とした新たなビジネスモデルを再構築することは、たやすいものではない

、取り組まなければならない大きな課題である。 

技術とノウハウを主体する前提に立ち、新たなビジネスモデルを生み出すためには、人材の経

営スキルの育成が不可欠である。特に技術者の経

ル構築では、優秀な技術系経営者が育つことが不可欠である。 

優秀な経営技術者の格差が、日本企業の国際競争力の低下を生み出している。前述したように、

日本の家電製造企業が国際競争力を失っているのとは裏腹に、韓

を増大させている。サムスン電子の競争力の源泉は、投資の意志決定の大胆さと、経営戦略の

卓越性にある。この結果、液晶画面での競争において、日本企業を窮地に追いやり、競争的な高

いシェアを確保した。現在は、携帯電話やプラズマディスプレイにおいて、日本の家電企業の脅威

とされている。サムスン電子の技術競争力は、技術と経営両方に高い知識を持ったキーマンが意

志決定の中心になることにより生まれている。戦略的な思考と手法の基に、大胆な技術投資計画を

実践し、市場シェアを拡大している。いわゆるハイリスク・ハイリターンを実践している。日本企業が

過去の投資が足かせになり、新規の設備投資に躊躇している間に、大胆な戦略意志決定を行い、

新規投資を積極的に行ったことが、現在の競争優位性を生み出している。 

企業での新ビジネスモデルの構築を伴う技術革新は、企業自体が十分な利益を創出し、適正な

研究開発投資ができる状態でないと、促進されない。要は経営成果を出さな

ない。その意味で、成果を生み出せるリーダーには経営スキルが不可欠である。 

新ビジネスモデルの構築を伴う技術革新には、高いレベルでの経営スキルを技術者が有してい

ることが必要である。しかし、現在の日本企業では、将来の経営層になる技術系ミドル

が、このような経営スキルを十分に身につけていないことが多い。日本において、技術革新が経

営の根幹となる場合、技術系経営者が促進することが効果的であり、効率的でもある。文系出身者

が技術を身につけるよりも、技術者が経営手法を身につけることが、現実的で、技術革新促進に直

結する。国際的に見ても技術革新企業には技術系経営者が多い。ホンダ、トヨタ、マイクロソフト、
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HP などの創始者が技術系出身者であり、２１世紀の経営者を代表するＧＥの基ＣＥＯであるジャッ

クウェルチも技術者である。 

日本と欧米との格差は、技術者が計画的に最新の経営技術を身につけることができる環境が整

備されていたかどうかが大きな原因の一つであったと考えられる。日本では、技術者が最新経営を

計

 

学・企業内ビジネススクールの先行事例

画的に学べる環境が整備されていなかったが、米国では、ビジネススクールが充実しており、技

術者が最新の経営技術を身につけることができた。またＧＥに代表されるように、企業内ビジネスス

クールが充実しており、優秀な経営技術者が育った。日本における産業技術革新は、技術者の経

営能力育成の環境整備にかかっているといっても過言ではない。現在、日本でも、急ピッチで、環

境整備が行われているが、欧米レベルに追いつくには、かなりの時間がかかる。特に、国家レベル

では顕著である。その意味からも、企業がこの様な環境整備をすることが重要になってくる。 

以上の様な観点から、企業内ビジネススクールの整備が急務であり、特に、技術系経営者育成

が必要である。 

４－３．企業内大  

米国で最初の企業内大学は、１９５３年に発足したＧＥのリーダー研修センターだと言われている。

ー大学が設立された。現在では、

全

の整合化 

 

また ｅｔｙ for Ｔｒａｉｎｉｎｇ and Development）の調査によると、米国

企業の内、社員一人あたりの年間教育投資金額が１１２８ドル以上の２２５社は１９９７～９９年の３年

間

可欠であると判断し、１９９７年、約３０

００

トップマネジメントがサポートするといったガバナンスの存在 

その後、６０年代には、ディズニー大学とマクドナルドのハンバーガ

世界で２０００もの企業内大学が存在する。この企業内大学が設立される理由として、Ｊ．Ｃ．Ｍｅｉ

ｓｔｅｒは下記の５つを指摘した。 

① あらゆる知識の陳腐化 

② 社内教育と戦略目標

③ 求職者に選ばれる企業 

④ リーダー層の拡充 

⑤ 教育活動の統一ブランド

、ＡＳＴＤ（Ａｍｅｒｉｃａｎ Ｓｏｃｉ

で、S&P５００指数を平均４５％上回っていたという。さらに、フォーチュン５００の内、約４６％の企

業がアニュアルレポートの中で企業内大学の存在を紹介しており、キーマンを厚め、定着するうえ

で、いかに企業内大学の貢献度が高いかを強調している。 

１９９３年、IBMのCEOとなったガースナーは、IBMラーニングセンターの役割を根本的に見直し

た。IBM の変革には、幹部のリーダーシップ能力の強化が不

人の管理職および約３００人の上層幹部を対象とする新しいリーダーシップ育成の方針が打ち

出された。 

また、Ｊ．Ｃ．Ｍｅｉｓｔｅｒは企業内大学における重要な以下の７つのポイントを示した。 

① 

② 教育の品質基準の明確化 

③ 機能横断的なカリキュラムの構成 
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④ 専門大学との連携 

⑤ CLO（Chief Learning Officer）の開発 

ダイヤモンド・ハーバード・ビジネスレビュー編集部によると、企業内大学の目的は、以下の３つ

に集約さ

ンジ・リーダーの養成 

 

 

４－４．

れる。 

① 価値観や戦略課題の移植・共有・浸透 

② チェ

③ コラボレーション・プラットフォームの形成

ＧＥ／ＩＢＭ／ゼロックスにおける企業内大学 

１９８０，９０年代に変革を成し遂げ、卓越した業績をあげた、IBM、ゼロックス、GE には共通して、

存

人材育成に力を注いだという点があげられる。特に、マネージャー教育を中心とした企業内大学の

在に特徴がある。 

４－４－１．ＩＢＭ 

ＩＢＭ研修プログラムの目的は、社員全員にＩＢＭの企業ＤＮＡを継承させることである。それは、

のトーマス・ワトソン・シニアの時代から取り組まれていた。

彼

・マネージャー」、「エクゼクティブ・デベロッ

プ

e Learning」、「Learning Labo」の４ステップに分かれている。 

「M

で

 

企業内大学が登場する前から、創業者

が社員に向けて送った「Ｔｈｉｎｋ！」は、「事業は知的活動である」という彼の経営哲学を浸透させ

るものであった。しかし、社員数３０万人規模の大規模、複雑な企業に進化したために、最先端の

教育システムで対応しなければならなくなった。その中核となるリーダーシップの概念の根本は、

「ビジネスへの集中」、「実行への体制づくり」、「勢いの持続」という３つのカテゴリーにおける１１のリ

ーダーシップ要件が普遍のものとして存在している。 

マネージャーに対するプログラムは、新人マネージャー用のプログラム「ベーシック・ブルー」を

初めとして、「エクスペリエンスト・マネージャー」、「ミドル

メント」というようにステップアップしていく設計になっている。これらは、６ヶ月～１年にわたるもの

である。レベルの高いプログラムほど、フェイス・トゥ・フェースのディスカッションが増え、e ラーニン

グのしめる割合は減っていく。 

最初の「ベーシック・ブルー」は、「Manager Quick Interview」、「Interactive Leaｒnig module 

＆ Simulation」、「Corroborativ

anager Quick Interview」では、人的資源、ビジネス行動ガイド、リーダーシップ、マネジメント、

生産性などの概略ＰＣ画面で学ぶことができる。「Interactive Leaｒnig module ＆ Simulation」

は、主に、人事政策と実践、コーチング、グローバルな視点、リーダーシップをシミュレーションを通

じて学び、最終テストを受ける。「Corroborative Learning」では、「チームワーク」、「顧客」、「ラーニ

ング」に分かれたネット上でのグループで、共同のケーススタディを行う。「Learning Labo」では、Ｉ

ＢＭラーニングセンターに集まり、６人ずつの４チームで、５日間のアクションラーニングを行う。 

第４ステップ終了後のウェブ上のケーススタディ学習（３ヶ月、４０時間）を含めて全研修は、約１３

０時間、９ヶ月間にわたる。 
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４－４－２．ゼロックス 

ゼロックスの企業内大学は「ゼロックス・ドキュメント・ユニバーシティ」で、基本的に営業部門と子

客サービス部門のマネージャーを対象としている。教育すべき内容を知識、スキル、プロセスの３

は約１２００種類ある。そのうち、フェース・トゥ・フェースの研修が１００～２０

０、

 

貨

要素でとらえ、プログラム

ｅラーニングが１０００～１１００である。フェース・トゥ・フェースのプログラムは、ビジネス上の現実

の課題を解決する「アクション・ラーニング」を前提としている。ｅラーニングプログラムは、全社員に

公開されているが、本人の選択によるオプションであり、知識教育偏重を改める姿勢が伺える。 

営業マネージャー、特に新任マネージャーを対象とした営業マネージャー・トレーニングは、新し

い営業スタイル、部下の管理方法を学ぶ４日間のプログラムである。このプログラムのねらいは、フ

ィールドワークによる学習を通じての、気づきに重きが置かれている。 

４－４－３．ＧＥ 

ＧＥの企業内大学は、ジョン・Ｆ／ウェルチ リーダーシップ開発研究所と呼ばれ、１９５２年に設

された。設立の目的は、トップマネジメントのビジョンや意向をくみ取り、自らを律し、能動的に行

を大量に育成することである。 

ジェクトでリーダーシップを発揮する、ビジネスの

幅

始まり、グローバル経済、GE の投資基準や資産管理、シックスシグマの

実

する組織をいかに醸成していくかについて学ぶものである。３０～３５人が参加し、年に１回、３週間

立

動できるリーダー

Ｓｔａｇｅ１（入社５年目）の研修目的は、特定スキルの習得、初期段階のリーダーシップを身につ

けることにあり、エントリープログラム、シックスシグマ、リーダーシップエッセンスが用意される。Ｓｔａ

ｇｅ２（５～１５年目）の目的は、チームもしくはプロ

を広げることであり、ニューマネージャーデベロップメントコース、エクスペリエンストプログラム、ア

ドバンスト・マネージャー・コースが含まれる。これらＳｔａｇｅ１，２の研修は、各国支社や各部門に任

され、Ｓｔａｇｅ３のみが前記開発研究所で行われる。Ｓｔａｇｅ３では、ＭＤＣ（Manager Development 

Course）、BMC（Business Manager Course）、EDC（Executive  Development Course）の３つの

コースが中心となる。対象は１５年目以降の社員であり、ビジネスへの責任と大きな貢献と幅広い人

脈形成を目的とする。 

Ｓｔａｇｅ３のＭＤＣでは、約３週間にわたってビジネスのマネジメントについて学ぶ。年に７，８回実

施されており、参加者は最低８～１０年の職歴を有する人材で平均年齢は３０代半ばである。経営

シミュレーションゲームに

践手法、人材マネジメント、製品開発、マーケティング、世界の金融システムなどの専門分野を

学ぶ。その終盤で GE の CEO による講義とディスカッションがある。次に、ＢＭＣでは、アクションラ

ーニングによってリーダーシップの本質を身体で知ることを目的とする。MDC を受けた３，４年後に

受ける。将来トップマネジメントになる潜在能力を持った人材を育成することを目的としている。１ク

ラス約５０人で構成され、年に３，４回実施される。参加者はCEOが選抜する。グループ単位で、実

際の経営課題をテーマとしたプロジェクトに取り組み、教育と問題解決を同時に行う。３週間の教育

の最後に、約３５人の上級役員の前でのプレゼンテーションを行う。 

ＥＤＣは、経営陣の仲間になれるかを問うものである。BMC を受講した２，３年後に受ける。学習
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の日程で実施される。CEO のポテンシャルを秘めていると認められた人材のみが受講する。セッシ

ョン C と呼ばれる年１回の業績評価で選抜される。すべて、GE の上級経営幹部が講師を務める。

G 、

経

営理論を現実の課題解決に応用してこそ、その意義がある。 

学ぶ必要があるか。 

９ヶ ージャーに対

し に多大な負担を強い

ものであることを十分に配慮する必要がある。せめて、１００時間以内に収まる研修が適度なもの

で

は大きい。アクションラーニングは、現場の課題を学習手段により解決し、具体

的

E が抱えるハイレベルな現実課題をテーマにアクション・ラーニングを行う。プログラムの最後には

年１回の役員全体会議に出席し、上級経営幹部１７５人全員の前でプレゼンテーションを行う。 

 

このような社内大学のマネージャー対象とするプログラムに共通することは、アクションラーニング

が中心になっているということである。アクションラーニングでは、企業における現実の課題を学習と

いう手段で解決する。現場での問題解決に役立ってこそ、社内大学の価値があり、身につけた

このようなアクションラーニングについて、デービッド・Ａ・ガービンは、「アクションラーニング」（２０

０１）で、次の３つの質問が重要と指摘している。 

１．自社にとって最も切迫したビジネス上の課題は何か。また、最大のビジネスチャンスは何か。 

２． そうした課題に対処し、チャンスを生かすためには、何を

３． 必要な知識やスキルを獲得するためには、どうすればいいのか。  

 

ところで、これらの企業内大学での実施期間については課題が大きいと考えている。ＩＢＭでは、

月１３０時間、ＧＥでは３週間約１２０～１３０時間と、拘束時間は長い。有能なマネ

て時間と労力をかけて行うことは重要であるが現実問題として、本人と職場

る

はないだろうか。 

このような社内研修の背景には、研修に参加するマネージャーの本音と建前が存在する。多くの

マネージャーは公式の席では学習の重要性を指摘し、本音では、具体的な成果を生み出さない

研修には拒否反応を示す。このような矛盾するマネージャーの抵抗を和らげるものとして、アクショ

ンラーニングの意義

な成果へとつなげる手法である。 

効率経営が重要視される現代、成果が見えない学習や研修への投資は許されない。その意味

から、研修でのアクションラーニング手法の強化が必要である。 
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第５章 新ハイブリッド型教育の提言  

日本企業では、高度成長期から最近までは、階層別教育が中心であった。それは、年功序列や

平等主義の反映であるが、その結果として、集団主義でのリスク回避を助長することになった。環

境の安定期にあっては、過去からの経営慣行を踏襲する教育が効果的であるが、現在の環境下

では、変革が必要であり、経営の意志を理解して、実行できるキーマンを育てる必要がある。そこで、

将来を託せる可能性の高い人材を選抜してできるだけ速く育成する必要が高まっている。ミドルキ

ャリア教育にも選抜が重要である理由である。 

本章では、過去のミドルキャリア教育と最近のミドルキャリア教育、および、新たなミドルキャリア

教育である、選ハイブリッド型教育について考察する。 

 

５－１．非選抜階層型 

従来のミドルキャリア教育は階層別教育が中心であった。多くの日本企業では、昇格に伴う時点

で、新任の階層別教育が行われた。新たに管理職になった時点で行われる新任管理職研修がそ

の代表であった。この新任管理職研修では、会社の諸制度の啓蒙と管理職の心得程度の研修が

行われることが多かった。つまり、この研修はトレーニングと言うより、管理職になったことを祝うセレ

モニーの色彩が濃いものであった。経営課題を解決するといったアクションラーニングの要素は低

かったと言わざるを得ない。安定した環境であったので、その様なことが許されていたのである。 

この非選抜階層教育は以下の特徴を持つ。 

１．参加基準が年功であり、選抜要素は低く、報償の意味合いが強い 

２．社内視点での教育 

a.社内手続きや従来からの慣習や考え方の踏襲を目的とするため、教育内容レベルが低い 

b.従来のジェネラリスト育成教育であり、経営の基本であるヒト・モノ・カネマネジメントを学ぶ 

c.イノベーションの程度が低く、改革ではなく改善の考え方を中心である 

d.グローバルな経営手法がほとんど反映されない 

３．パーツ教育 

a.マネジメント教育の視点はあるが、総教育時間が短い 

b.事務局が学習コーディネートをできるだけの力を持っていない場合が多い 

c.実務への反映は受講生任せであり、教育成果が不明確である 

d.キャリア形成の視点が不足している 
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５－２．選抜ミドルキャリア教育 

５－２－１．カリキュラム先行型 

現在は多くの企業で、従来の非選抜の階層教育から、選抜型教育に移行している。選抜型教育

は成果創出を目指した教育カリキュラムであり、以下の特徴を持つ。 

 a.選抜色を高める 

 b.研修に時間をかける 

 c.内容をグルーバル化するとともに、日本人に合わせる 

 d.成果から遡ったカリキュラム内容で、ビジネスプラン作成を成果ととらえる 

 e.キャリアプランを明確にする 

 f.改善ではなく変革の視点を取り入れる 

ただし、その内容はパーツ型が中心であり、各分野をそれぞれの専門家が講師となり教えるが 

各分野を統合するためのカリキュラム構成にはなっておらず、最終の実践への落とし込みも、本人

の責任に任される場合が多い。 

 

図表５－１ カリキュラム先行型 

経営フレームワーク学習（理論）
自社課題
検討（実践）

 

５－２－２．ハイブリッド型 

理論と実践を混合（ハイブリッド）させることが重要であり、最終成果としての各個人のビジネスプ

ランをゴールとして、研修がコーディネートされることが必要である。そのためには、経営フレームワ

ーク（理論）を教えながら、実践との混合を段階的にはかっていくことが必要である。参加者の部署

課題を集合研修開催ごとに、紹介し、クラスでディスカッションすることを繰り返していく。さらに、講

師がコンサルタントを兼ねて、経営者の視点で、理論と実践をコーディネートする。 

図表５－２ ハイブリッド型 

経営フレームワーク学習（理論）

自社課題検討（実践）
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５－３．新ハイブリッド型教育の特徴  

ハイブリッド型研修を進化させたものが新ハイブリッド型研修であり、以下の３つの特徴を持つ。 

１．コンピテンシーフレームに基づく変革リーダー育成に特化したカリキュラム構成 

２．アクションラーニングを目的とした知識・理論の統合 

３．日本人受講生を対象とした工夫 

 

５－３－１．コンピテンシーフレームに基づく特化したカリキュラム構成 

５－３－１－１． T 字型リーダー育成を目指す  

前述したように、変革型リーダー像である T 字型リーダーを養成することを目的とする。Ｔ字形リ

ーダーとは、下記の図のように、企業での価値観を十分理解し、３S＋T の経営フレームワークを身

につけ、自分の専門性の高い人材を意味する。 

図表５－３ T 字型リーダー 

 

３－１－２．コンピテンシーフレームに基づく革リーダー研修を行う

経営理念

アカウンティング経営戦略

ファイナンスマーケティング

人的資源管理

組織行動学

３S+T

論理思考

専
門
分
野

経営のフレームワーク

５－  

３要素をフレームワークとし

た

革リーダーの知識については、以後の研修で経営フレームワーク学習とケーススタディで徹

底

コンピテンシーフレームの構成要素である、価値観、スキル、知識の

変革リーダー研修を行う。（図表５－４参照）具体的には、価値観について、自己の価値観を認

識して、他の参加者との相違に気づきを持たせる。スキルについては、３６０度評価（自己、上司、

同僚、部下）を行い、自分のスキル上の強さ、弱さに気づかせる。自分の体験した成功事例・失敗

事例と、このスキルとの関連性を認識することにより、さらに自己のスキルの強さ、弱さを認識するこ

とができる。次に、経営全般にわたる知識での自己の自身のある知識とそうでない知識を自己認識

させる。また、変革リーダーとして目指すべき姿も、この変革リーダー研修で強く認識されるようにす

る。 

変

して行う。また、参加者の多くが、キャリアについての明確な計画を持っていないので、戦略的な
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キャリアプランについての取り組み方を研修の最初に行い、変革リーダーとしての自覚を促す。 

 

図表５－４ コンピテンシーフレーム 

 

 

３－２．アクションラーニングを目的とした知識・理論の統合を行う

行動＋

スキル

ＷＨＡＴ

ＨＯＷ

知識

ＫＮＯＷ

成果

ＯＵＴＰＵＴ

価値観
意志

ＷＨＹ

５－  

３－２－１．経営フレームワークの知識を統合するためのコンサルテーション５－  

般にわたる知識を持つ必要

人的資源管理、

組

企業が、

民

．統合するためのフレームワークとしての３S+T モデル

変革リーダーが自部門を変革するためには、経営フレームワーク全

がある。具体的には、経営戦略、マーケティング、アカウンティング、ファイナンス、

織行動学、論理思考などであるが、その知識は奥が深く、学ぶレベルを十分に考える必要があ

る。つまり、受講者にとって、オーバースペックになることを避けるべきである。そのためのレベル調

整をした上で、カリキュラム内容を構成すべきである。多くの企業内研修で、専門分野の外部講師

に依頼する場合、特に気をつけることが必要である。それぞれの分野での専門家であるがゆえに、

全体統合については難しい状況に陥る場合が多い。外部の大学教授などに統合をお願いした場

合、教授間のポジショニングや独立性によって、現実的には非常に難しい状況となる。 

一方、企業側の担当者が統合をできるかどうかについては、多くの場合、担当者の経営フレーム

ワークの理解レベルと外部講師とのポジショニングによって、これも非常に難しい。多くの

間の研修業者に外部委託するのは、このような知識レベルの調整や統合力が高いという判断に

よると思われる。ただし、民間業者のレベル差もあり、一概に、このような統合力と調整力が高いわ

けではない。 

 

５－３－２－２  

経営フレームワークを統合するためには、その統合概念をモデルとして示す必要がある。そのた

構成を３S+T に基づいて行う。

つ

めに、前述した３S+T モデルを使用する。具体的には、カリキュラムの

まり、経営戦略、マーケティングを３S+T の Strategy, 組織構造、目標管理、経営指標管理、人

事制度、財務・会計をSystem, リーダーシップ、モチベーションなどをStaff, 技術やコアコンピタン

スに関するものを Technology として、カリキュラムを構成する。 
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さらに、全社レベルでの課題を、３S+T のフレームワークを使って、グループやクラスで討議を行

う。その効果は、全社レベルでの経営課題の視点を共有化できるとともに、経営フレームの統合的

な

できる。 

 

理解が、個々人で促進されることである。 

また、３S+T フレームを用いることによって、全体的な経営のフレームワーク学習を効率的に進め

ることができる。そのために研修日程を短縮化

５－３－２－３．最終ビジネスプランへの学習知識の統合 

経営の各知識を、駆使して、自己部門の変革に関するビジネスプランを作成するためには、ギャ

レーションができたとして、実際

の

ムワークをどのように自己のビジネスプラン

に

夫

ップを克服する必要がある。いくらケーススタディで、実践のシミュ

業務への知識の落とし込みにはギャップが生じる。このギャップを少しでも小さくするためには、

個々の参加者へのコンサルテーションが必要となる。 

そのために、個々人の作成したビジネスプラン案を発表し、参加者や講師による相互フィードバ

ックを行う。この取り組みによって、個々人が経営フレー

活用してよいかを学ぶことができる。 

 

５－３－３．日本人受講生を対象とした工  

受講生をグローバル人材の混合で行う場合は別にして、日本人だけである場合、日本人である

つまり、日本人に共通する精神的な哲学を織り込むこ

と

横文字文化へのアレルギーを持っている参加者も

少

ことを前提に研修を行うことが効果的である。

によって、理解が促進される。たとえば、禅に始まり、禅に終わるというような禅の思想や、環境変

化への気づきでは、平家物語の盛者必衰の理を使うなど、折りにつけ、日本的な哲学、文化、価

値観を随所に織り交ぜる工夫が重要である。 

米国流の経営学を学ぶだけでは、腹に落ち込まず、表面的な理解だけで終わってしまう。また、

参加者の中には、米国流経営学への抵抗感や

なくないのが現実である。 
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第６章 新ハイブリッド型研修の実証  

本章では、５年間にわたる２５０名を対象に実施した新ハイブリッド型研修の検証を行った。その

結果として、選抜基準の不明確さに対する参加者の不満が浮き彫りになった。さらに、研修の成果

である各個人によるビジネスプランの作成と発表のレベルの高さは、特に各個人のリーダーシップ

レベルと関連することが判明した。この２つのことから、今後の選抜にあたっては、リーダーシップを

主とした選抜基準を明確にすべきであると考えている。 

 

６－１．新ハイブリッド型研修の概要 

ミドル層強化についてのコンセプトは、３Ｓ＋Ｔマネジメントを可能とするスキルの強化であるが、

最終成果に向けた新ハイブリッド型研修の概要は以下の通りである。 

 

図表６－１ 研修全体像例（研修期間：約 6 ヶ月） 

１．オリエンテーションと事前学習

２．変革ビジネスリーダー研修

３．経営戦略とケーススタディ
戦略経営ファンダメンタルズⅠ（ビジョン経営）

戦略経営ファンダメンタルズⅡ（戦略立案）
戦略経営ファンダメンタルズⅢ（実践とリーダーシップ）
課題提言ディスカッションとアドバイス

５．経営提言発表会

２日

８日

４．事前発表会 １日

１日

 

１． オリエンテーションと事前課題 

(ア) オリエンテーションでは、トップからのメッセージと研修全体の概要説明を行う。 

(イ) 事前課題として、経営フレームワークを使っての業界や社内分析を行う。 

２． 変革ビジネスリーダー研修 

(ア) 変革の必要性を認識させるためのワークや変革リーダー適性を自己と他者の視点から、

３６０度分析を行う。 

(イ) 変革リーダーとしてのキャリアゴールの設定と自己変革計画を立案する。 

３． 経営戦略とケーススタディ 

(ア) ３Ｓ＋Ｔマネジメントのフレームワークをで、経営手法を学ぶ。 

(イ) 日本と海外の企業のケーススタディを行う 
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４． 事前発表会 

(ア) 修得した経営フレームワークを取り入れながら、自己のビジネスプラン案を作成する。 

(イ) 事前発表会での発表を行い、相互にブラッシュアップを行う。 

５． 経営提言発表会 

(ア) 経営トップ層に対して、自己のビジネスプランを発表する。 

 

新ハイブリッド型研修では、欧米の経営学を学ぶことが中心となるが、日本人の哲学を重視する

ことを忘れてはいけない。日本人は米国人の様に強い信仰心を持っているものは多くはないが、本

質的に禅などに代表される精神世界の容認には共通性がある。ゆえに、変革リーダー研修の初め

に、「日々好日」「良き人生は日々の丹精にある」という禅の言葉を紹介している。さらに研修の最

後に、道元の以下の言葉を示している。このような言葉は半年に及ぶ研修の精神的な支えとなっ

ているようである。 

 

「どう生きるか」 

生まれて死ぬ一度の人生を どう生きるか それが仏法の根本問題です 

長生きすることが幸せでしょうか そうでもありません 

短命で死ぬのが不幸でしょうか そうでもありません 

問題はどう生きるかなのです 

 

「ひとの価値」 

ひとの価値は 地位・財産・職業に関係ありません 

知識・能力だけでひとを評価すると過ちを招きます 

知識を生かす心と行いこそ大切です 

ひとの価値は心と行いから生ずるのです 
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６－２．新ハイブリッド型研修の実例考察 

選抜研修の実例検証対象として、数社での５年間、２５０名のミドルキャリア層（４０代前半が中

心）のデータを以下の通り分析した。 

６－２－１．変革リーダー研修における考察 

研修の初期段階で開催される 変革リーダー研修では、変革リーダーとしての当事者意識が醸

成されることが最重要な目的である。研修では、まず最初に、自分は何をやりたいのかと、自分は

何が大事で、何がそうでないのか、つまり自分の価値観は何かといったことを問いかけている。 

種々の取り組みを終えた後、キャリアマップというフォームに、自分のキャリア目標、人生目標、

価値観、強いスキル・知識、弱いスキル・知識をまとめ、自己の特徴を浮き彫りにする。さらに、変革

リーダーとして、当事者意識を明確に持つために、自己変革計画書を作成する。自分はどのような

変革リーダーとなり、どのような成果を上げるのかを明記し、スキル・知識過不足の向上策を計画立

案し、クラス内で発表する。 

野中郁次郎・勝見清は、イノベーションの本質（２００４）の中で、傍観者をやめ実在者になる重要

性を指摘している。「自分は何のために今ここにあるのか。われわれはかつては自信を持って答え

ることのできた言葉を忘れ、どこからか借りてきた文言を口にするようになってしまった。かつては鮮

明に見えていた世界をいつの間にか見失い、他人事のように眺めるだけの傍観者的立場に甘んじ

るようになってしまった」と、述べている。このように、変革リーダーは、まず当事者としての自覚が不

可欠である。 

変革リーダー研修では、個人の価値観、職能全般に関する知識、マネジメントスキルについて、

事前調査を行っているが、この分析を以下に示す。 

 

６－２－１―１．価値観分析 

個人の価値観を、５段階評価で調査した平均と標準偏差は以下の通りである。  

図表６－２ 価値観調査 
　

平均 偏差 平均 偏差 平均 偏差 平均 偏差 平均 偏差
1 業務上の成果 4.77 0.42 4.69 0.46 4.60 0.49 4.83 0.38 4.86 0.35
2 仕事への興味 4.62 0.55 4.07 0.67 4.67 0.80 4.61 0.91 4.67 0.67
3 自己の成長 4.54 0.60 3.93 0.64 4.67 0.82 4.59 0.73 4.58 0.67
4 仕事の意義 4.48 0.63 3.38 0.61 4.40 0.67 4.46 0.60 4.61 0.71
5 責任 4.44 0.62 3.87 0.53 4.47 0.62 4.42 0.63 4.53 0.62
6 報酬 4.26 0.68 3.91 0.71 4.53 0.70 4.29 0.72 4.44 0.66
7 社会への貢献 4.20 0.74 4.51 0.58 3.83 0.47 4.30 0.62 4.33 0.58
8 他人からのアドバイス 4.12 0.62 4.38 0.82 4.23 0.60 4.28 0.86 4.06 0.60
9 同僚 4.06 0.65 4.49 0.65 4.23 0.54 4.07 0.49 4.14 0.68
10 人との出会い 4.03 0.76 3.38 0.61 4.23 0.56 4.00 0.70 4.22 0.55
11 組織での影響力 3.98 0.74 4.36 0.64 4.33 0.67 4.00 0.60 4.11 0.55
12 専門性 3.96 0.85 3.76 1.00 3.60 0.71 4.14 0.69 4.22 0.71
13 良い仕事の認知 3.95 0.78 3.16 0.80 4.10 0.56 4.03 0.67 4.00 0.65
14 業務での影響力 3.89 0.74 3.51 0.93 4.17 0.73 3.93 0.89 3.89 0.74
15 上司 3.84 0.71 3.07 0.98 4.07 0.87 3.80 0.98 3.86 0.95
16 安全性 3.73 0.94 3.42 0.82 3.73 0.82 3.97 0.82 3.89 0.81
17 自由度 3.70 0.86 3.56 0.86 3.77 0.76 3.67 0.90 3.69 0.84
18 職務環境 3.66 0.82 2.64 0.73 3.83 0.64 3.67 0.73 3.67 0.74
19 昇進 3.62 0.80 3.71 0.88 4.13 0.96 3.70 0.98 3.72 0.84
20 尊敬されること 3.60 0.79 3.58 0.58 3.70 0.66 3.62 0.60 3.69 0.59
21 会社の名声 3.48 0.88 3.67 0.75 4.00 0.76 3.30 0.74 3.69 0.79
22 地位 3.46 0.83 4.02 0.70 4.03 0.60 3.43 0.88 3.58 0.71
23 時間の融通性 3.33 0.96 3.58 0.66 3.33 0.77 3.41 0.71 3.39 0.67
24 福利厚生 3.03 0.85 4.51 0.75 3.23 0.82 3.09 0.86 3.22 0.71

n=250 n=45 n=30 n=69 n=36

D社全体 A社 B社 C社
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また、価値観データ（n=250）について、因子分析を試みたが、結果は以下の通りとなり、１０の因

子でさえも、累積寄与率は５０％を切るものとなった。個人の価値観を因子分解することは非常に

難しいことが判明した。 

図表６－３ 価値観の因子分析 

６－２－１―２．

 

 

機能知識分析 

各機能に関する知識について、２５点を最高点として、知識の有無を調査した。結果は以下

図表６－４ 機能に関する知識調査 

の通

りである。 

 

 

合計・平均
件数 250

 

 

・標準偏差

合計 平均 標準偏差(n) 標準偏差(n-1)
人事・労務 3.11
総務 2.73
研究開発 3.66
企画 3.29
情報管理 3.99
販売 3.82
マーケテ 3.49
購買 3.02
出荷物流 3.33
サービス 3.26
財務 3,377 13.51 3.92 3.93
経理 3,345 13.38 3.24 3.25
製造 3,966 15.86 3.95 3.96

3,657 14.63 3.11
3,635 14.54 2.73
4,450 17.80 3.65
3,962 15.85 3.29
3,596 14.38 3.98
4,087 16.35 3.81

ィング 4,077 16.31 3.48
3,864 15.46 3.01
3,593 14.37 3.33
4,303 17.21 3.26

固有値（回転後）ﾊﾞﾘﾏｯｸｽ法

寄与率(%) 累積寄与率(%)
1 地位 8.37 8.37
昇進
2 自由度 5.96 14.33
時間の融通性
3 組織での影響力 5.49 19.82
業務での影響力
4 安全性 5.12 24.94
職務環境
5 仕事への興味 4.52 29.46
仕事の意義
6 同僚 4.46 33.92
7 尊敬されること 4.30 38.22
良い仕事の認知
8 自己の成長 3.80 42.02
9 福利厚生 3.37 45.38
10 専門性 48.69

因子

3.31

 82



因子１は、本社機能いわゆるスタッフ部門についてのものであり、因子２は販売関連業務であり、

因子３は製造に関する業務である。最後に、因子４は研究開発が単独で存在する。 

図表６－５ 機能調査の因子分析 

 

 

６－２－１―３．スキ

因子負荷量　回転後／ﾊﾞﾘﾏｯｸｽ法

 因子1  因子2  因子3  因子4
総務 0.7411 -0.1189 0.1370 -0.0966
企画 0.6940 -0.3783 0.2034 0.1790
経理 0.6085 -0.2846 0.4222 -0.3512
人事・労務 0.5914 -0.2401 -0.0012 0.0838
財務 0.5881 -0.2059 0.4497 -0.1251
情報管理 0.5570 -0.0222 0.2800 0.1410
販売 0.1581 -0.9453 0.0398 0.0284
マーケティング 0.2986 -0.7861 0.1934 0.2321
サービス 0.1992 -0.7446 0.1310 0.0091

 

ル分析 

スキルについて調査した結果は以下の通りである。スキルは第２章で

と他者（上司、同僚、部下）のいわゆる３６０度での調査を行った。 

図表６－６ スキル調査 

考察した９つを使い、本人

 

 

製造 0.1185 0.0783 0.8261 0.2823
出荷物流 0.2798 -0.2298 0.5975 -0.1865
購買 0.1657 -0.1890 0.5403 0.1858
研究開発 0.0379 -0.1644 0.1766 0.7714

因子No. 二乗和 寄与率(%) 累積寄与率(%)
1 2.68 20.63 20.63
2 2.53 19.43 40.07
3 1.94 14.91 54.97
4 1.01 7.74 62.71

　 n=250

平均 偏差 平均 偏差 平均 偏差
目標達成力　 3.85 0.42 3.95 0.33 3.89 0.33
意思決定力　 3.81 0.45 4.03 0.33 3.90 0.34
問題解決力 3.71 0.48 3.96 0.34 3.82 0.35
計画と組織化力　 3.5 3.64 0.36
情報力 0.35
ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ 0.34
人材育成力　 0.37
対人能力　 0.38
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力　 0.36

平均 0.30

本人 他者 平均

5 0.48 3.77 0.33
3.75 0.48 4.04 0.31 3.88
3.69 0.43 3.75 0.33 3.72
3.63 0.52 3.76 0.33 3.69
3.66 0.50 3.90 0.35 3.77
3.81 0.46 3.97 0.35 3.88
3.72 0.39 3.90 0.29 3.80
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まず、本人の自己評価のみを以下に示す。因子１は、マネジメントに関するものであり、因子２は

材を育成・リードするものであり、因子３は人間関係を構築するものであると説明できる。尚、J.P.

をリーダーシップ（広義）とよぶこ

と

 

 

評価の分析と同じマネジメントスキルを表し、因子２は対人関係、因子３は人材育成力を表している。

尚、本人評価と同様に因子２と３を合わせたものをリーダーシップ（広義）とよぶことができる。 

人

コッターのリーダーシップ論で考えると、因子２と３を合わせたもの

ができる。 

図表６－７ 本人の自己評価 

次に、他者（上司、同僚、部下）による評価については以下の通りである。因子１は、前述の本人

図表６－８ 他者評価 

 

 

因子負荷量　回転後／ﾊﾞﾘﾏｯｸｽ法

 因子3
意思決定力　 0.8000 0.2623 0.3612
問題解決力 0.7880 0.3473 0.2625
情報力 0.6653 0.3318 0.3714
目標達成力　 0.5729 0.6190 0.2538
計画と組織化力　 0.5444 0.5055 0.3098
人材育成力　 0.3392 0.7678 0.3822
ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ 0.3724 0.6019 0.5463
対人能力　 0.3298 0.2752 0.7583
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力　 0.2459 0.2460 0.6633

 因子1  因子2

因子No. 二乗和 寄与率(%) 累積寄与率(%)
1 2.8 30.6 30.6
2 2.0 22.5 53.1
3 2.0 21.7 74.8

因子負荷量　回転後／ﾊﾞﾘﾏｯｸｽ法

 因子1  因子2  因子3
意思決定力　 0.8544 0.3446 0.2364
問題解決力 0.8357 0.2291 0.3320
情報力 0.7184 0.3601 0.2442
計画と組織化力 0.6642 0.2962 0.4723
目標達成力　 0.6551 0.2540 0.5868
対人能力　 0.2772 0.8405 0.2434
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力　 0.2809 0.6735 0.2802
ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ 0.4174 0.5347 0.6259
人材育成力　 0.3638 0.4203 0.7324

因子No. 二乗和 寄与率(%) 累積寄与率
1 4.0 44.4 44.4
2 2.4 27.1 71.5
3 1.3 14.5 86.0

(%)
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最後に、本人と他者をあわせた３６０度評価についても、他者と同様の傾向を示しており、因子１

は、前述の本人評価・他者評価の分析と同じマネジメントスキルを表し、因子２は対人関係、因子３

は人材育成力を表している。尚、本人評価と同様に因子２と３を合わせたものをリーダーシップ（広

義）とよぶことができる。 

 

図表６－９ 本人・他者評価 

  

成力を含めるとしても、その重要性を特別に認

 

因子負荷量　回転後／ﾊﾞﾘﾏｯｸｽ法

 因子1  因子2  因子3
問題解決力 0.8789 0.2802 0.2597
意思決定力　 0.8611 0.3861 0.1912
情報力 0.8056 0.3144 0.2116
計画と組織化力　 0.7961 0.2698 0.3879
目標達成力　 0.7387 0.3209 0.4629
対人能力　 0.2481 0.9380 0.2044
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力　 0.3588 0.7072 0.2332
ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ 0.4850 0.5640 0.5660
人材育成力　 0.4802 0.4874 0.6106

因子No. 二乗和 寄与率(%) 累積寄与率(%)
1 3.3 36.4 36.4
2 2.1 23.1 59.5
3 1.9 20.7 80.1

 

しかし、人材育成力が単独因子として抽出されることは、このスキルが非常に重要なものであるこ

とを意味している。広義のリーダーシップに人材育

識することが必要である。
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以上の結果から、９スキルを２つに大別することが可能であると判断した。つまり、９スキルは、第

章で論じた２軸のリーダー行動の理論を裏付けるものとして、有効であると判断した。 

この大別した２つのスキルについては、強い相関関係があることが判明した。つまり、スキルレベ

ルの高い人材は、業績・対人スキルとも高く、逆に低いレベルの人材では、両スキルとも低いと言う

ことである。さらに、このスキル相関図において、選抜者でありながら、スキルレベルの低い人材が

存在することは課題である。人材の選抜基準に問題がある可能性を示している。 

 

 

図表６－１０ 業績・対人スキル相関 

２

この２つのスキルを、業績スキル（情報力、計画と組織化力、目標達成力、意志決定力、問題解

決力）と対人スキル（対人能力、コミュニケーション力、リーダーシップ、人材育成力）と呼ぶことにす

る。 

2.5 3 3.5 4 4.5 5

業績スキル

2.5

3

3.5

4

4.5

5

対人スキル

業績・対人スキル相関
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６－２－２．経営戦略とケーススタディにおける考察 

以下の３S+T の視点で、経営フレームワーク学習を構成し、効果的・効率的に研修行う。 

Ｓｔｒａｔｅｇｙ 経営戦略とマーケティング戦略 

Ｓｙｓｔｅｍ 人材、キャッシュ、業績などを管理するシステムと組織構造 

Ｓｔａｆｆ リーダーシップとマネジメントスキル、モチベーション 

Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ 技術とノウハウなどのコアコンピタンス 

 

さらに、経営フレームワークの応用の基本を学ぶために、以下のようなケーススタディを行う。 

Strategy 

１．ビジョン経営：ジョンソン＆ジョンソン 

ジョンソン＆ジョンソンの「信条」とそれを具体化した運営方法により、ヘルスケア部門における 

ビジョン経営のあり方を考察す

２．経営戦略：日産自動車 グローバルアライアンスの構造 

ルノーと日産の戦略的な提携にいたる背景から、戦略提携のあり方を考察する。戦略的経にお

ける企業文化の相違や、補完、及びシナジー効果などを、自動車業界のグローバル市場の視

点で考察し、課題と成功要因について考察する。 

System

る。 

 

３．新ビジネスモデル：バーンズ・アンド・ノーブル対アマゾン・ドット・コム米国書店業界での２つの   

ビジネスモデルの代表例であるバーンズ・アンド・ノーブルとアマゾン・ドット・コムを通して、オン

ライン書店および e-コマースのあり方について検討する。 

４．製造効率と財務指標：KOA 

電子部品メーカーであるKOA株式会社はKPS活動の結果としてワークショップ、さらにクルーザ

ー制に発展してきた推移を基に、製造業のあり方を検討する。さらに、経営管理指標を財務諸

表から計算し、分析することも行う。 

５．グローバル組織運営：ＡＢＢ 

マトリックス組織として、成功したＡＢＢの秘密を考察する。ＡＢＢはいかにマトリックス組織の弊害

を克服し、グローバル経営管理を行ったのかを検証する。 

Staff 

６．変革と投資意志決定：アサヒビール 

アサヒビールは保守的な企業文化を、村井社長、樋口社長の２代にわたり、大変革を行ってきた。

1989 年、樋口社長が直面していた重要な投資案件の意思決定とリーダーシップを学ぶ。 

Technology 

７．企業内企業家：３Ｍ オプティカル システムズ 

３Ｍオプティカル・システムズ部門の新製品導入についてユニット責任者がこれを支援すべきか

を論理的に考察する。３M の企業文化が背景にあることを十分認知する必要がある。 
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６－２－３．ビジネスプラン作成と発表における考察 

研修の最終段階は、自社課題に関して、自己のビジネスプランを作成、発表することである。 

 

。 N=98 

 

 

 

 

 

 

 

これが、アクションラーニングであり、研修の成果として、一番重要なものである。

 

この発表を１０段階で評価下結果は以下のような分布を示した

図表６－１１

最終提言評価分布 

 

 

 

 

0

10 9 8 7 6 5

評価

5

25

4 3 2 1

15

10

人
数

20
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発表は以下の５つの要素で、１０段階で評価を行った。 

経営レベルでの課題が設定されているか？        

   

 経営の中で優先順位の高い課題 るか？ 

課題にもれはないか？     

課題の本質を的確に捉えているか？      

      

．分析内容       

外部分析、内部分析の両者が行われているか？ 

外部分析では、顧客、市場、競合などの視点が入っているか？    

内部分析では、３S+T などの視点が入っているか？     

定性的だけでなく、定量的な視点も述べられているか？     

論理的な分析になっているか？      

      

．結論の妥当性             

 結論に導く根拠が十分示されているか？      

 短期・中長期のバランスがとれているか？      

 経営課題を本質的に解決するものになっているか？     

 戦略性が高いものであるか？      

 高付加価値を生み出すことに寄与するか？      

       

４．実現性       

 実現のための課題が具体的に指摘されているか？        

 その課題の解決案が述べられているか？      

 抽象では無く、具体的に述べられているか？      

 具体的な計画実行プロセスが述べられているか？     

 個人だけでなく、チームとしての実行が計画されているか？    

       

５．全体の印象       

 経営レベルの課題設定で、対処的な課題解決策になっていないか？   

 技術だけに偏重した分析でなく、広い視野での分析になっているか？   

 研修で習得したフレームワークを適切に使っているか？     

 構成がわかりやすく、説得力があるか？     

 自分の課題とした当事者意識を持っているか？      

 

１．設定課題       

 

 自部門レベルだけの課題になっていないか？   

を選択してい

 

 

 

２

 

 

 

 

 

 

３
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この最終提言発表の評価を３グループに分割し、評価の１０と９を得た者を群１、評価の８と７を

た者を群２、評価６以下を群３とした。この３つのグループを目的変数として、研修における各要

項目、ケースレポ

その結

この調査結果は、研修参加者の選抜をする基準として、リーダーシップ（狭義）を選

義）項

 

リーダーシップの行動特

 

 

 

判定 平均値の差 符号ﾁｪｯｸ
スキル ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ 13.74668 3.402039179 23.63655 1.29E-05 [**] 0.38531636

 群3)

スキル ﾘｰﾀ

得

素を説明変数として分析を行った。説明変数は、価値観・スキル・知識調査の各

ート評価の総合点とした。 

果、群１と群３および、群２と群３を分ける要素として、リーダーシップ（狭義）が大いに関係

していることが分かった。 

 

(群1 :
目的変数 123

 群3)

判別係数 ﾏﾊﾗﾉﾋﾞｽ平方距離 F値 P値

(群2 :
目的変数 123

判別係数 ﾏﾊﾗﾉﾋﾞｽ平方距離 F値 P値 判定 平均値の差 符号ﾁｪｯｸ
ﾞｰｼｯﾌﾟ 12.99999 2.576098313 29.77008 1.31E-06 [**] 0.20362269

 

 

抜基準の中

心におくことが重要であるということを意味すると考えた。今回の調査でのリーダーシップ（狭

目は以下の通りであり、この要素を基に選抜の評価基準を設定することが可能と考えられる。 

性 

１． メンバーのやる気をケアする 

２． チームワークを促進する 

３． エンパワーメントする 

４． 状況に応じたリーダーシップを発揮する 

５． 変革を行う 
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図表６－１２ グループ１とグループ２の分析 

［ 等分散性・ボックスＭ検定 ］
(群1 : 群2)

自由度 36
カイ自乗値 34.61155456
１％点 58.61915065
５

 

の分析結果において、判別的中率は７９％と高く、相関比も０．４６であり、判別モデルとしては

有効と判断した。 

ループ１（統計上は郡１）とグループ２（統計上は郡２）を分ける要素として、以下の要素が強く

係している事が分かった。 

スキル：計画と組織化力、問題解決力、情報力 

知識：財務、人事・労務 

価値観：同僚、人との出会い、社会への貢献 

 

 

判定 [ ]
といえる）

［ 判別関数式 ］
(群1 : 群2)

目的変数 123
判別係数 ﾏﾊﾗﾉﾋﾞｽ平方距離 F値 P値 判定 平均値の

％点 50.99848212

（２群の共分散行列は等しい

差符号ﾁｪｯｸ
スキル 計画と組織化力　 3.985297 2.674836065 6.54156 0.012918 [*] 0.273437

問題解決力 -5.22374 2.295329795 10.8443 0.001617 [**] 0.0737379 ×
情報力 4.038815 2.651945944 6.787013 0.011406 [*] 0.2118709

知識 財務 -0.25456 2.705505972 6.215339 0.015262 [*] -1.765152
人事・労務 0.309949 2.623478349 7.094668 0.00977 [*] 1.7984848

価値観 同僚 -1.4466 2.688806466 6.392589 0.013937 [*] -0.296212
人との出会い 1.051565 2.743022327 5.820376 0.018718 [*] 0.3106061
社会への貢献 -0.80425 3.027937484 2.959923 0.090184 [ ] -0.034091
定数項 -6.05678

0.5%点 8.454208 **：1%で有意
2.5%点 5.268674 *：5%で有意
自由度 f1 1
自由度 f2 64

［ 判別クロ

０以上 25 7 32
０未満 8 33 41
全体 40 73

［ 精度 ］
(群1 : 群2)

判別的中率( % )
誤判別の確率(
ﾏﾊﾗﾉﾋﾞｽ平方距離
相関比

ス表 ］
(群1 : 群2)

群1 群2 全体

33

79.45205479
 % ) 18.00716726

3.349572546
0.460353515

こ

グ

関
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図表６－１３ グループ１とグループ３の分析 

 

この分析結果において、判別的中率は９１％と高く、相関比も０．６４であり、判別モデルとしては

有効と判断した。 

グループ１とグループ３を分ける要素として、以下の要素が強く関係している事が分かった。 

スキル：リーダーシップ、目標達成力、対人能力、計画と組織化力 

ケース：ケーススタディレポートの平均点 

知識：マーケティング 

価値観：社会への貢献、福利厚生、組織での影響力 

［ 等分散性・ボックスＭ検定 ］
(群1 : 群3)

自由度 45
カイ自乗値 23.44203512
１％点 69.95690093
５％点 61.65621878
判定 [ ]

（２群の共分散行列は等しいといえる）

［ 判別関数式 ］
(群1 : 群3)

目的変数 123
判別係数 ﾏﾊﾗﾉﾋﾞｽ平方距離 F値 P値 判定 平均値の差符号ﾁｪｯｸ

スキル ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ 13.74668 3.402039179 23.63655 1.29E-05 [**] 0.3853164
目標達成力　 -12.0373 4.292055649 15.88864 0.000228 [**] 0.2340109 ×
対人能力　 -6.05223 4.967907669 11.0397 0.001712 [**] 0.216149 ×
計画と組織化力　 6.431417 5.856257112 5.684169 0.02112 [*] 0.3902946

ケース ケース 1.055087 5.195149665 9.570562 0.003293 [**] 1.1119625
知識 マーケティング 0.42412 5.496010487 7.734374 0.007719 [*] 1.6242424
価値観 社会への貢献 -2.68801 4.522719504 14.14664 0.00046 [**] -0.309091

福利厚生 1.08036 6.332216019 3.196001 0.080132 [ ] 0.4618182
組織での影響力 -1.27508 6.259710795 3.560039 0.065243 [ ] -0.111515
定数項 -5.73305

0.5%点 8.659072 **：1%で有意
2.5%点 5.354138 *：5%で有意
自由度 f1 1
自由度 f2 48

［ 判別クロス表 ］
(群1 : 群3)

群1 群3 全体
０以上 30 2 32
０未満 3 23 26
全体 33 25 58

［ 精度 ］
(群1 : 群3)

判別的中率( % ) 91.37931034
誤判別の確率( % ) 9.268781995
ﾏﾊﾗﾉﾋﾞｽ平方距離 7.01597294
相関比 0.640555983
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図表６－１４ グループ２とグループ３の分析 

・労務、情報管理、研究開発 

［ 等分散性・ボックスＭ検定 ］
(群2 : 群3)

自由度 66
カイ自乗値 69.15303385
１％点 95.62559488
５％点 85.96493573
判定 [ ]

（２群の共分散行列は等しいといえる）

［ 判別関数式 ］
(群2 : 群3)

目的変数 123
判別係数 ﾏﾊﾗﾉﾋﾞｽ平方距離 F値 P値 判定 平均値の差符号ﾁｪｯｸ

スキル ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ 12.99999 2.576098313 29.77008 1.31E-06 [**] 0.2036227
目標達成力　 -5.03447 5.4631365 4.769348 0.033418 [ ] 0.1384028 ×
情報力 -5.50591 4.995712481 7.739718 0.007467 [*] 0.0130642 ×

ケース ケース 0.555313 5.690191889 3.428869 0.06964 [ ] 0.7039881
知識 経理 0.83468 3.506375649 19.64045 4.73E-05 [**] 2.14

販売 0.430593 5.132607444 6.838622 0.011592 [*] 2.135
人事・労務 -0.68826 4.08251945 14.52259 0.000362 [**] -0.67
情報管理 -0.30298 5.411554467 5.082801 0.028321 [ ] 1.02 ×
研究開発 0.459939 5.339398447 5.527029 0.022477 [*] 0.285

価値観 他人からのアドバ -2.31217 4.976647179 7.867371 0.007022 [*] -0.235
地位 1.683444 5.041882652 7.43279 0.008662 [*] 0.31
定数項 -18.4108

0.5%点 8.580855 **：1%で有意
2.5%点 5.321652 *：5%で有意
自由度 f1 1
自由度 f2 53

［ 判別クロス表 ］
(群2 : 群3)

群2 群3 全体
０以上 36 4 40
０未満 4 21 25
全体 40 25 65

［ 精度 ］
(群2 : 群3)

判別的中率( % ) 87.69230769
誤判別の確率( % ) 10.43218937
ﾏﾊﾗﾉﾋﾞｽ平方距離 6.323251172

9789相関比 0.60693

 

この分析結果において、判別的中率は８７％と高く、相関比も０．６０であり、判別モデルとしては

有効と判断した。 

グループ２とグループ３を分ける要素として、以下の要素が強く関係している事が分かった。 

スキル：リーダーシップ、目標達成力、情報力 

ケース：ケーススタディレポートの平均点 

知識：経理、販売、人事

価値観：他人からのアドバイス、地位
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６－２－４．新ハイブリッド型研修の評価と課題 

研修の効果を明確にすることは重要であるが、真の評価は非常に難しい。つまり、研修の真の成

果は、企業が組織的な変革に成功し、業績を向上させることである。その業績向上は中長期にわ

たるため、短期的に研修の評価をすることは避けた方がよい。また、業績向上への研修の直接貢

献度を測定することは非常に難しい。 
しかし、費用対効果が厳しく問われる経営環境の中で、研修も例外ではないので、研修効果を

測定する必要がある。 
効果測定の評価基準の一つとして、受講者の研修への満足度をあげることができる。この評価

によって、研修の課題を浮き彫りにして、研修を改善し、効果性を高めることは重要な活動である。 
本研修においても、受講者を対象としてアンケート調査を行った。アンケート調査は、研修終了

後６ヶ月～４年を経た時点で実施した。研修の成果を判断するためには、研修受講直後より、期間

が経過し、実務を通して研修を判断することが必要と考えたからである。但し、期間を経ている評価

であるので、詳細な評価というより、印象的になっている点に注意を払う必要がある。 
 

６－２－４―１．新ハイブリッド型研修の受講生評価 

アンケート結果から、研修が非常に有意義（平均評価点4.82ポイント、偏差0.39）であったと、受

講者が判断していることが分かった。（図表６－１５、６－１６参照） 研修のねらいである各項目につ

いての評価については以下の通りとなっている。 

 

１．実践と理論をつなげるためのコーディネートとアクションラーニング 

研修のコーディネートのついては、高い評価であり、その重要性が確かめられた。また、自社課

題への取り組みと発表については、少しばらつきはあるものの、有意義と評価している。事前発表

会と最終発表会の評価についても、高い数字を示している。このことから、アクションラーニングの

効果があったと判断できる。 

 

２．３Ｓ＋Ｔのフレームワークと経営フレームワーク学習とケーススタディ 

３S+T のフレームワークに .54 と高い評価であり、統

フレームワークとしての学習は有意義であったと言える。また、経営フレームワーク、ケーススタデ

ィ

３．

ついては、平均評価点 4.55 ポイント、偏差 0

合

についても高い評価であり、学習に対する高いニーズに応えていると考えられる。 

 

変革リーダーとして気づきの醸成 

変革リー 価（自己、上司、同僚、部下）については、

比較的低 者からの評価への抵抗、および、評価する他

者の選別

４．選抜基

ダー研修への評価は、高いものの、３６０度評

い評価となっている。この原因としては、他

に課題があったと考えられる。 

準 

研修参加の選抜基準については、平均評価点3.17ポイント、偏差0.98と最低の評価となってい
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る。何故自分が選抜されたのかという理由が不明確であると共に、上司から明確なフィードバックを

受けていないことによる。 

 
６－２－４―２．今後の課題 

アンケートで最低の評価となったのが、研修参加の選抜基準の不明確さであり、今後この点を改

善

することが必要である。 

 

２．

こと。 

する必要がある。また。社内での共通言語化の促進ももうひとつの大きな課題である。これらをふ

まえ、以下の課題を克服

１． 選抜基準が不明確と選抜社員に思われていること。 

 選抜基準が現行の人事考課基準に基づいており、従来型の優秀社員しか選抜されないこと。 

３． 研修終了後の昇格人事などとの連携が確立していないこと。 

４． 組織変革を可能とする適切な選抜人材の総数が不明なこと。 

５． 個人の能力強化には成果があるが、組織能力強化へのつながりが確定していない
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図表６－１５ 参加者評価 

　 全体 n=88 Ａ社 n=34 Ｂ社 n=28 Ｃ社 n=26
平均 偏差 平均 偏差 平均 偏差 平均 偏差

 

 

図表６－１６ 参加者評価（ソート済み） 

 

 

．全体的な研修評価
1 本研修は全体として、有意義であった 4.82 0.39 4.91 0.29 4.68 0.48 4.85 0.37

２．
7
5

0.84

３．経営
った 4.74 0.44 4.79 0.41 4.63 0.49 4.77 0.43
あった 4.55 0.54 4.53 0.56 4.59 0.50 4.54 0.58

．ケーススタディ
4.74 0.51 4.94 0.24 4.57 0.63 4.65 0.56
4.31 0.74 4.69 0.59 4.00 0.68 NA NA

0.80
8 0.86 4.56 0.70 4.00 0.72 4.15 0.83
8 0.83 4.38 0.78 3.85 0.91 4.23 0.76
0.77 4.09 1.00 3.89 0.88 4.35 0.69

６．コーディネート
4.65 0.49
4.23 0.86

７．今後の継続性
15 今後もこの研修を継続すべきである 4.67 0.66 4.61 0.61 4.61 0.83 4.81 0.49
16 今後、この研修を若い世代に拡大すべきである 4.05 1.14 4.15 1.20 3.93 1.18 4.04 1.02

８．その他
17 研修参加の選抜基準は、明確であった 3.17 0.98 3.00 1.15 3.07 0.94 3.50 0.71
18 他の研修参加者から学ぶべきところが多かった 4.50 0.63 4.35 0.73 4.68 0.48 4.50 0.58
19 研修の継続により、社内での共通言語化がはかれている 3.63 0.84 3.41 0.92 3.85 0.66 3.69 0.84

１

変革リーダー研修
2 変革リーダー研修は、有意義であった 4.23 0.60 4.41 0.61 4.04 0.59 4.19 0.5
3 ３６０度アセスメントは、有意義であった 3.80 0.85 3.85 0.70 3.69 0.84 3.85 1.0
4 変革リーダー研修は、研修後半までの動機維持に役立った 3.75 0.83 3.64 0.96 3.58 0.50 4.08

5 経営フレームワークの学習は、有意義であ
6 ３S+Tのフレームワーク学習は、有意義で

フレームワークの学習

４
7 ケーススタディは、有意義であった
8 ケースレポート評価は、有意義であった

５．自社課題の取り組みと発表
9 事前課題学習は、有意義であった 4.19 0.79 4.74 0.51 4.12 0.77 4.00
10 自社課題の取り組みと発表は、有意義であった 4.0
11 事前発表会は、有意義であった 4.2
12 最終発表会は、有意義であった 4.35

13 担当講師のコーディネートは、有意義であった 4.62 0.53 4.76 0.44 4.43 0.63
14 今後も一人の講師がすべて担当すべきである 4.15 0.98 4.18 1.01 4.04 1.07

平均 偏差
1 本研修は全体として、有意義であった 4.82 0.39
7 ケーススタディは、有意義であった 4.74 0.51
5 経営フレームワークの学習は、有意義であった 4.74 0.44
15 今後もこの研修を継続すべきである 4.67 0.66
13 担当講師のコーディネートは、有意義であった 4.62 0.53
6 ３S+Tのフレームワーク学習は、有意義であった 4.55 0.54
18 他の研修参加者から学ぶべきところが多かった 4.50 0.63
12 最終発表会は、有意義であった 4.35 0.77
8 ケースレポート評価は、有意義であった 4.31 0.74
11 事前発表会は、有意義であった 4.28 0.83
2 変革リーダー研修は、有意義であった 4.23 0.60
9 事前課題学習は、有意義であった 4.19 0.79
14 今後も一人の講師がすべて担当すべきである 4.15 0.98
10 自社課題の取り組みと発表は、有意義であった 4.08 0.86
16 今後、この研修を若い世代に拡大すべきである 4.05 1.14
3 ３６０度アセスメントは、有意義であった 3.80 0.85
4 変革リーダー研修は、研修後半までの動機維持に役立った 3.75 0.83
19 研修の継続により、社内での共通言語化がはかれている 3.63 0.84
17 研修参加の選抜基準は、明確であった 3.17 0.98
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第７章 個人変革から組織変革へ 

研修終了後は、研修で発表したビジネスプランを各人が実施するのであるが、その影響範囲は

小さい。そのようなキーマン育成を量的に拡大して初めて、組織的な変革につながる。さらに目標

管理に組み込むことによって、変革の継続性が確保されるのである。 

 

７－1．新ハイブリッド型研修の拡大と組織変革への発展 

最終発表のビジネスプランを実行するに当たっては、発表者が統括するチームの変革を行って

いくことが求められる。この変革の実行は、目標管理によって、部下を巻き込んだ形で実行される。

研修で習得した経営フレームワークに基づいたビジネスプランを、部下に十分に説明し、時には経

営フレームワークの教育を部下に行いながら、実行していく。 

このチーム内での実行は、組織的には縦方向の浸透が中心であり、組織横断的な要素は少な

い。組織横断的な変革の実行に関しては、選抜研修参加者の人数による。Ａ社においては、５年

間で約１００名の選抜研修終了者を排出することができた。彼らは、課長職から部長職、さらに上級

職へと昇格し、組織にとって変革の中核となるキーマンの層ができあがった。その結果、研修で習

得した経営フレームを共通言語として、組織全体にわたる事業計画が構成されるに至っている。つ

まり、経営に関するコンピテンシーが組織全体でマネジメントされはじめているのである。 

 

７－２．組織変革の３ステップ 

このような背景から、次の３ステップが  

ステップ１：変革リーダー個人のコンピテンシーレベルを高める 

選抜研修によるキーマン（選抜者）の育成 

 

ステップ２：変革リーダーが変革のためのビジネスプランを実行する 

キーマンによる自チームでのビジネスプランの実行 

 

 

組織変革にとって有効と考える。

選抜者Ａ

部下１ 部下３

部下１ 部下２ 部下３ 部下１ 部下２ 部下３

部下２

部下１ 部下２ 部下３

チーム変革
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ス  

 

 

 

 

７－３．第４ステップ

テップ３：変革リーダーを量的に拡大する

キーマンの量的拡大による全社レベルでの変革の実行 

 

 

さらに、Ａ社では課長職以下の主事層への選抜研修を拡大することを行った。当初は、社内の

上級管理職が教育者として、主事層のグループを塾活動として行い、社外講師による教育は延４

日～６日であった。その後、この取り組みを見直し、社外講師による教育を１２日まで拡大すること

になった。同様にＢ社においても、選抜研修の低年齢化が計画され、実行に移されている。 

 

新ハイブリッド型研修は企業にとって有効と思われるが、これを組織変革に発展させていくため

には、研修の範疇を越え、組織管理の枠組みに組み入れていく必要がある。そのための有効な施

策として、目標管理の中に研修が組み込まれることが考えられる。 

現在、多くの大企業で既に導入されているか、または導入が検討されている目標管理の手法と

てＢＳＣ（バランストスコアカード）がある。ＢＳＣでは、４つの経営指標をバランスよく管理することが

一つが組織学習指標である。この指標と選抜研修の連動を保つことが、

 

し

キーとなっているが、その

組織変革への道筋として、有効と考えられる。

・・・
選抜者Ａ

部下１ 部下３

部下１ 部下２ 部下３ 部下１ 部下２ 部下３

部下２

部下１ 部下２ 部下３

選抜者Ｂ

部下１ 部下３

部下１ 部下２ 部下３ 部下１ 部下２ 部下３

部下２

部下１ 部下２ 部下３

組織レベル変革

選抜者Ａ

選抜者１ 部下３

部下１ 部下２ 部下３ 部下１ 部下２ 部下３

部下２

部下１ 部下２ 部下３

新選抜階層

旧選抜階層
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Ｄ社へのコンサルティングとして、２０００年から人事制度改革を行っており、最終終了の２００３年

には、このＢＳＣ導入と定着を行った。定着にはまだ数年かかる予定であるが、従業員満足度調査

などの変化をみる限

選抜者が選抜研修で提言したビジネスプランを実行するにあたり、自分が管理するチームでの

取り組みが不可欠であるが、それは目標管理の中で実行されるものであり、その関連性を密に考

えて、実行することが、成功につながると考える。 

つまり、組織変革には以下の第４ステップが必要である 

 

ステップ４：組織的なコンピテンシーマネジメントを実施する 

研修の管理手法（目標管理）へのとりこみ 

 

りでは、着実にその効果が実証されつつある。 

 

財務的視点財務的視点財務的視点

顧客の視点顧客の視点顧客の視点

ビジネス・プロセスの視点ビジネス・プロセスの視点ビジネス・プロセスの視点

学習と成長の視点学習と成長の視点学習と成長の視点

ビジョンと戦略ビジョンと戦略

目標管理
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第８章 結論と課題 

けた。 

１．

的変革を行うこと。 

３． 身につけるために、新ハイブリッド型教

育を行うこと。 

 ステップ２ ンを実行する。 

 ステップ３：変革リーダーを量的に拡大する。 

 ステップ４：組織的なコンピテンシーマネジメントを実施する。 

 

さらに、組織的なコンピテンシーマネジメントの実施においては、人事制度全体との整合性が必

要となる。 

今、求められている人事制度は、経営戦略と人事制度が整合されている戦略型人事システムで

ある。このような人事システムは、４つのシステムから構成されるべきである。ＢＳＣをベースとした目

標管理制度、成果型の処遇制度、選抜型を中心とした人材育成制度、キャリアカウンセリングを伴

うキャリア制度である。今後、コンサルティング活動を通じて、戦略型人事制度と今回の選抜型研

修制度の研究を深めていきたい。 

日本企業再生のためには、以下の４つの事項が重要であると結論づ

組織変革を行うために、戦略、システム、人材、技術の４つの要素（３Ｓ＋Ｔ）にポイントを絞り込

んで、課題を克服すること。 

２．ミドルキャリアを中心として、人材を通じての集団

変革の中心となるミドルキャリアが変革に必要な能力を

４．組織変革への拡大ステップとして、４つのステップを行うこと。  

ステップ１：変革リーダー個人のコンピテンシーレベルを高める。 

：変革リーダーが変革のためのビジネスプラ

目標管理制度

　業務目標（成果）　

　スキル目標（ﾌﾟﾛｾｽ）

処遇制度

　人事考課　

　給与／賞与　

　昇給／昇格

人材育成制度

　 OFFJT
OJT 　
自己啓発

キャリア開発制度

　ｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ　

　ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

　ｱｳﾄﾌﾟﾚｰｽﾒﾝﾄ
　

人事システム

目標管理制度
　組織業績達成と社員の動機付け

１．企業目標、部門目標、個人目標の整合性
２．ＢＳＣに基づく目標バランス
３．目標達成プロセスとスキル育成との連動

処遇制度
　客観的、公平な評価

１．評価項目・評価基準の明確化
２．実力主義を反映した処遇体系
３．評価者の評価能力の育成

人材育成制度
　効果的・効率的な育成

１．育成基準の明確化
２．選抜型、自主参加型研修体系
３．スキル別ＯＪＴ、ＯＦＦＪＴ、自己啓発の体系

キャリア開発制度
　個人と組織のキャリアプランの確立

１．個人と組織のキャリアプランの明確化
２．キャリアカウンセリングシステムによる動機付け
３．キャリア形成のための適正異動

４つの重要な人事システム戦略型人的資源管理

採用／選抜

評価

配属
オリエンテーション

教育・育成処遇／福利厚生

人員計画

ＣＤＰ

経営戦略

人事戦略

人事システム
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